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 ［ 凡 例 ］  
  １．計数については、原則として、表示単位未満を切り捨て、端数調整を

していないため、合計等と一致しない場合がある。  

２．増減率及び構成比等は、原則として各表内計数により計算している。  
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第１ 審 査 の 概 要 
 １ 審 査 の 対 象 
 （１）平成１７年度東京都一般会計 
 （２）平成１７年度東京都特別会計 
             特別区財政調整会計 
             地方消費税清算会計 
             小笠原諸島生活再建資金会計 
             母子福祉貸付資金会計 
             心身障害者扶養年金会計 
             中小企業設備導入等資金会計 
             農業改良資金助成会計 
             林業・木材産業改善資金助成会計 
             沿岸漁業改善資金助成会計 
             と場会計 
             都営住宅等事業会計 
             都営住宅等保証金会計 
             都市開発資金会計 
             用地会計 
             公債費会計 
             多摩ニュータウン事業会計 
             市街地再開発事業会計 
             臨海都市基盤整備事業会計 
 （３）財  産 
 
 ２ 審 査 の 方 法 

知事から提出された一般会計及び特別会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収

支に関する調書及び財産に関する調書について審査した。 
   審査に当たっては、 
  （１）決算計数は、正確であるか 
  （２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 
  （３）資金は適正に管理され、効率的に運用されているか 
  （４）財産の取得、管理、処分は、適正に処理されているか 
などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算についての説

明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 
 
 ３ 審 査 の 期 間 
   平成１８年７月２１日から同年９月８日まで 
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第２ 審 査 の 結 果 
 １ 決算計数 

審査に付された一般会計及び特別会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書及び実質収支

に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 
なお、財産に関する調書の計数については、次のとおり、その一部に誤りが認められた。（詳細は〔第

４ 局別事項〕に記載）。 

 （１）公有財産 

   ア 土     地 
     過大に登載されているもの        ３局       １５，１８７．０５ ｍ２ 

  
     登載漏れとなっているもの        ４局       １７，０８０．８４ ｍ２ 

  
   イ 建     物 
     過大に登載されているもの        ４局       １２，６２６．５１ ｍ２ 

  
     登載漏れとなっているもの        ４局        ２，２８２．６２ ｍ２ 

  
 （２）物  品 
     過大に登載されているもの        ４局              ２１ 点 
     登載漏れとなっているもの        ２局               ３ 点 

 （３）債  権 

     過大に計上されているもの        １局   ３，０３１，２６２，１８９ 円 

 

 ２ 事業執行等に関する意見 

 （１）全体意見 

  ア 財政状況について 

平成１７年度一般会計決算は、歳入６兆１，３５９億余円、歳出６兆４９７億余円で、形式収支

８６１億余円から翌年度に繰り越すべき財源（制度繰越）１９６億余円を差し引いた実質収支は、

６６５億余円の黒字になっている。 
また、好調な企業収益や徴収率向上への取組等を反映し、都税収入が２年連続で大幅な増収とな

ったこと、職員定数の削減などの内部努力の徹底や、施策の見直し・再構築により歳出を削減した

ことなどから、「平成１７年度普通会計決算※」では、表１のとおり、実質収支が５２９億円の黒字

となった。その結果、平成１０年度から７年連続していた赤字決算から黒字決算に転換し、財政の

弾力性を示す経常収支比率なども前年度に比べ改善している。 
しかし、今後、社会資本ストックの更新経費や社会保障費の増加が見込まれる一方、法人二税の

分割基準の身直しなど、国による不合理な地方税財政制度の見直しの危険性、人口減少・少子高齢

社会の到来などにより、税収の大幅な増加を見込むことは難しいと予測される。 
このような状況において、都は、東京のさらなる発展を目指し、都民生活の安全確保、福祉・保

健医療の充実、都市機能の拡充、教育・文化・スポーツの振興などに取り組んでいる。これら都政

が直面する課題に対して、限りある財源を重点的・効果的に配分し、最小の経費で、その施策を着

実に推進するとともに、今後予想される新たな財政需要にも、的確に対応していくことが求められ

ている。 
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そのためには、景気動向に影響を受けやすい財政構造を直視し、安定的な財政運営を実現する強

固で弾力的な財政基盤を確立することが必要である。 
 

※「普通会計」とは、各地方公共団体間の財政比較や統一的な掌握を容易にするために、地方財政

統計上用いられている会計区分で、一般会計の額と地方公営企業会計を除く特別会計の額を合計し

たものから、会計間の重複額等を控除したものである。 
 
（表１）普通会計決算における実質収支等の推移             （単位：億円、％） 

  10 年度 11 年度 12 年度 13 年度 14 年度 15 年度 16 年度 17 年度

実質収支 △ 1,068 △ 881 △ 678 △ 100 △ 524 △ 449 △ 276 529

経常収支

比率 
99.3 104.1 95.6 92.4 96.9 97.9 92.6 85.8

公債費 

負担比率 
10.2 10.3 10.9 11.3 12.6 12.0 12.9 12.3

 
  イ 財産管理について 

都は、平成１８年度から新たな公会計制度（複式簿記・発生主義会計）を導入し、貸借対照表な

どの財務諸表を作成する。貸借対照表には、都の所有する財産（公有財産、物品、債権、基金）を

正確に計上しなければならないが、毎年度決算審査において財産管理の誤りが指摘されている。こ

のため、今回の決算審査では、昨年度に引き続き財産管理について重点的に審査した。 
その結果、〔第２ 審査の結果 １ 決算計数〕のとおり、各局において公有財産（土地・建物等）・

物品の過大登載・登載漏れ、債権の過大計上が認められた。 
また、工作物は地方自治法上決算審査の対象となっていないが、新たな公会計制度においては固

定資産として貸借対照表に計上することから、工作物についても審査したところ、表２のとおり、

各局において過大登載・登載漏れなどの誤りが認められた。 
公有財産は都民全体の貴重な財産であることから、各局は、職員の意識改革・啓発に努めるとと

もに、チェック体制の見直し・確立により、万全な財産管理を行うべきである。 
 

   （表２）工作物の過大登載等                     （単位：千円） 

過大登載 登載漏れ 

局数 件数 現在価格 局数 件数 現在価格 

４局 ３３件 ３８３，７２４ ２局 ６件 １６，６１５
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  ウ 資金運用について 
都は、基金も含め多額の資金（平成１７年度平均残高１兆６，０７７億円）を運用している。 
平成１７年度における歳計現金については、好調な企業収益による税収増等により運用可能資金

が増加したこと、支払準備金の圧縮に努めたことから、定期性預金での運用割合を高めるとともに、

より長期の期間運用を行っている。 
また、基金については、預金の運用期間を長期化したこと、債券での運用を一部３年としたこと

など効率的な運用に努めている。 
これらの結果、全体として運用利回りが向上している。 
資金運用環境は、ゼロ金利政策が解除（平成１８年７月）されたことにより、改善することが予

想されるが、今後の経済情勢は、原油価格の上昇などマイナスの要因も残されている。    
このため、今後も金融情勢を十分に分析し、安全かつ効率的な資金運用に努められたい。 
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第３ 決 算 の 概 要 
 １ 決 算 の 総 括 
 （１）歳入歳出決算の状況 
    歳入歳出決算の総額は、一般会計と特別会計とを合算すると、表３のとおり 
     歳  入   １０兆８，９９５億余円 
     歳  出   １０兆６，７０７億余円 
     差  引      ２，２８８億余円 
   となっており、これを会計別に見ると、表４及び表５のとおりである。 
 
               歳 入 歳 出 決 算 総 括 
 （表３）                                  （単位：百万円） 

会 計 別 歳 入 決 算 額 歳 出 決 算 額 差  額 摘  要 

一 般 会 計 ６，１３５，９８０ ６，０４９，７９７ ８６，１８３ 
内訳は（表４）

のとおり 

特 別 会 計 
(１８会計合算) 

４，７６３，５４８ ４，６２０，９２３ １４２，６２４ 
内訳は（表５）

のとおり 

合      計 １０，８９９，５２９ １０，６７０，７２１ ２２８，８０８  
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                               一  般  会  計  歳 
  （表４） 

歳                 入 

科    目  (款) 予  算  現  額 決    算    額 比較増(△)減額 収入率 

   1  都          税     ４,５６６,３９８     ４,５９９,５９２          ３３,１９３  １００.７ 

   2  地 方 譲 与 税          ６６,９６７          ６７,０６６               ９９  １００.１ 

   3  助 成 交 付 金                 １９                 ２０                   １  １０５.３ 

   4  地方特例交付金        １９６,５７６        １９６,５７６               ０  １００ 

   5  特 別 交 付 金            ４,６４０            ４,５８４  △            ５５    ９８.８ 

   6  分担金及負担金          １８,４８８          １６,２２７  △        ２,２６０    ８７.８ 

   7  使用料及手数料         ９５,２４５         ８９,５１２  △        ５,７３３    ９４.０ 

   8  国 庫 支 出 金        ４１９,５８８        ３８２,９７５  △      ３６,６１３    ９１.３ 

   9  財  産  収  入          ４６,９７４          ３０,９５９  △      １６,０１４    ６５.９ 

  10  寄    附    金                 ７                 ７                   ０  １００.０ 

  11  繰    入    金         １６,８８１         １６,８９６             １４  １００.１ 

  12  諸    収    入        ４２５,５４５        ４２４,８２３  △           ７２２    ９９.８ 

  13  都          債        ３８９,８７２        ２６９,８９２  △    １１９,９７９    ６９.２ 

  14  繰    越    金          ３６,８４４          ３６,８４４                   ０  １００.０ 

     

     

     

合        計     ６,２８４,０５０     ６,１３５,９８０  △    １４８,０７０    ９７.６ 

 
 
                               歳 入 歳 出 決 算 額 の 差 額 
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 入  歳  出  決  算 
                                    （単位：百万円、％） 

歳                 出 

科   目 (款) 予  算  現  額 決   算   額 翌年度繰越額 不   用   額 執 行 率

1 議  会  費         ５,９２２         ５,３６９              ０            ５５２   ９０.７

2 総  務  費     １９３,５９９     １７４,２５６              ０       １９,３４２   ９０.０

3 徴  税  費       ７５,９５１       ７２,９８９              ０         ２,９６２   ９６.１

4 生活文化費       １９,３０７       １７,１２２              ０         ２,１８４   ８８.７

5 都市整備費     ２６０,７６３     ２３５,５７３       ４,０１９       ２１,１７０   ９０.３

6 環 境 費       ２７,７３５       ２２,５２２         ２６５         ４,９４７   ８１.２

7 福祉保健費     ６９２,３０２     ６３７,３５１          ３２５       ５４,６２５   ９２.１

8 産業労働費     ２５３,１５１     ２４１,２９９         ８４９       １１,００２   ９５.３

9 土  木  費     ４５５,４４４     ４１８,５７８     ２５,８７９       １０,９８６   ９１.９

10 港  湾  費       ７１,８７８       ５８,４４６       ４,９５１         ８,４７９   ８１.３

11 教  育  費     ７７６,１９０     ７５４,３２４              ０       ２１,８６５   ９７.２

12 学  務  費     １４１,７９１     １４０,４８４              ０         １,３０６   ９９.１

13 警  察  費     ６０９,１９０     ５９６,０７２          １２８       １２,９８９   ９７.８

14 消  防  費     ２３７,３００     ２２９,３８７              ０         ７,９１２   ９６.７

15 公  債  費     ５３５,３７７     ５３５,２５４              ０            １２３ １００.０

16 諸 支 出 金  １,９２３,３９０  １,９１０,７６４              ０       １２,６２５   ９９.３

17 予  備  費         ４,７５５                ０              ０         ４,７５５     ０ 

合       計  ６,２８４,０５０  ６,０４９,７９７     ３６,４２１     １９７,８３２   ９６.３

 

 

 ８６,１８３百万円 
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特 別 会 計 歳 入 歳 出 決 算 
   (表５)                                                               （単位：百万円、％） 

  
会   計   名 予算現額 歳入決算額 収入率 歳出決算額 執行率 

歳 入 歳 出
決算額の差額

 1 特 別 区 
   財政調整会計        ８６０,２２８     ８６０,２２７  １００.０     ８６０,２２７  １００.０           ０

 2 地 方 消 費 税 
   清 算 会 計 

歳入１,１５０,８７６ 

歳出１,０３９,７０２  １,１０４,７２０    ９６.０  １,００７,０６３   ９６.９  ９７,６５６

 3 小笠原諸島生活 
   再建資金会計               ３６５            ６００  １６４.４              ３４      ９.３       ５６６

 4 母子福祉貸付 
   資 金 会 計            ４,６８９         ５,０６０  １０７.９         ４,００２    ８５.３    １,０５７ 

 5 心身障害者扶養 
   年 金 会 計            ４,３４８         ４,１７６    ９６.０         ４,１５９    ９５.７         １７

 6 中小企業設備 
   導入等資金会計            ８,１１０         ８,６１６  １０６.２         ５,６１７    ６９.３    ２,９９９

 7 農業改良資金 
   助 成 会 計               １４０            ２５７  １８３.６              ８８    ６２.９       １６９

 8 林業・木材産業 
   改善資金助成会計                 ５２              ８９  １７１.２              １９    ３６.５         ７０

 9 沿岸漁業改善 
   資金助成会計                 ４８              ６９  １４３.８              ４４    ９１.７         ２５

10 と 場 会 計 
           ６,４００         ５,８５７    ９１.５         ５,８５７    ９１.５           ０

11 都 営 住 宅 等 
   事 業 会 計        １６９,３４２     １５０,９３９    ８９.１

      (３,４７７) 

    １４９,８９５    ８８.５    １,０４４

12 都 営 住 宅 等 
   保 証 金 会 計 

歳入       ５,３２５ 

歳出         ７５３         ５,１２１   ９６.２          ６５６    ８７.１    ４,４６５

13 都 市 開 発 
   資 金 会 計            ５,２８７         ４,２５６    ８０.５         ４,２５６    ８０.５           ０

14 用  地  会  計 
       １３１,４７７     １３１,５１６  １００.０

          (６６５) 

    １２３,６６２    ９４.１    ７,８５３

15 公 債 費 会 計 
    ２,４０４,１３４  ２,３９５,３４３    ９９.６  ２,３９５,３４３    ９９.６           ０

16 多 摩 ニ ュ ー 
   タウン事業会計 

歳入     １４,８５５ 

歳出     １０,９７７       ２４,１０７  １６２.３        ９,９３１    ９０.５   １４,１７５

17 市街地再開発 
   事 業 会 計          ３２,９７７       ３１,８２８    ９６.５

 

      ３１,８２８    ９６.５      ０

18 臨海都市基盤 
   整備事業会計 

歳入     ３９,７０８ 

歳出     ２５,５１４       ３０,７５８    ７７.５

        (５８０) 

      １８,２３５    ７１.５   １２,５２３

合        計 

 歳  入 

    ４,８３８,３６３ 

 

 歳  出 

    ４,７０４,５４５ 

 ４,７６３,５４８    ９８.５
       (４,７２３) 

  ４,６２０,９２３ 
   ９８.２ １４２,６２４

 
（注）1 歳出決算額欄の( )は、翌年度繰越額で外書きである。 

2 予算現額は、地方消費税清算会計、都営住宅等保証金会計、多摩ニュータウン事業会計及び臨
海都市基盤整備事業会計を除き、歳入歳出同額である。 
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 （２）決算収支の状況 
決算の収支状況は表６のとおり、一般会計及び特別会計を合計した実質収支の額は、歳入総額か

ら歳出総額を差し引いた形式収支の額２，２８８億余円から翌年度へ繰り越すべき財源２０１億余

円を差し引いた２，０８６億余円となっている。 
また、当該年度実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支（一般会計分）は、表７

のとおり、４６２億余円の黒字となっている。 
 
 （表６）実質収支の状況 
                                     （単位：百万円） 

区      分 一般会計 特別会計 合  計 
 歳 入 総 額  ①     6,135,980     4,763,548      10,899,529 

 歳 出 総 額  ②     6,049,797     4,620,923      10,670,721 

 形 式 収 支  ③＝①－②        86,183       142,624         228,808 
 翌年度へ繰り越すべき財源  ④        19,619           556          20,176 

 実 質 収 支  ⑤＝③－④        66,563       142,068         208,632 

 
（表７）単年度収支・実質収支（一般会計分）の推移 

                                     （単位：百万円） 

 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 

単年度収支 51,064 △     55,230 △      9,738 15,077 46,293

実 質 収 支 70,160 14,930 5,192 20,270 66,563

 
(注）１ 形式収支とは、現金ベースでの収支の結果を示すもので、当該年度中に収入された現金（歳

入総額）から、支出された現金（歳出総額）を単純に差し引いたものである。 
２ 翌年度に繰り越すべき財源とは、翌年度繰越額から、事業の繰越しに伴う国庫補助金等の未

収入特定財源を差し引いたものである。 
３ 実質収支とは、形式収支から翌年度に繰り越すべき財源を差し引いたものである。 
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 ２ 執行状況 
平成１７年度予算は、「第二次財政再建推進プラン」の折返しの予算として、「東京の新たな発展を

目指しつつ、財政構造改革を一層推進する予算」と位置づけ、 
① 都民の安全・安心を確保するとともに、首都東京の活力を再生するため、都政が直面する緊急課

題に限りある財源を重点的・効率的に配分し、都民の負託に積極的に応えること 
② 強固で弾力的な財政基盤の確立に向けて、財政構造改革を一層推進するため 
ア 内部努力や施策の見直しなどを徹底し、財政再建を確実に進めること 
イ 「隠れ借金」の圧縮や基金残高の確保など、都財政の体力回復に努めること 
を基本として編成したものである。 

   以下、会計別（一般会計及び特別会計）の執行状況について述べる。 
 
 （１）一般会計 
                                    （単位：百万円、％） 

増（△）減 
 平成１７年度決算額 平成１６年度決算額

額 率 
歳入（収入済額）   ６，１３５，９８０   ６，０４０，１４７     ９５，８３３      １．６
歳出（支出済額）   ６，０４９，７９７   ６，００３，３０２     ４６，４９４      ０．８
差     引         ８６，１８３         ３６，８４４     ４９，３３８  １３３．９

 
一般会計は、東京都が行う行政の大部分を経理する会計である。主な財源は都税であり、別表１

（１４０ページ）のとおりとなっている。教育・社会福祉・保健衛生の事業、警察・消防の運営、

道路・公園の建設などに要する経費を支出している。 
予算・決算状況について見ると、表４（６ページ）のとおり、歳入は、予算現額６兆２，８４０

億余円に対し、決算額は６兆１，３５９億余円で、１，４８０億余円の減となっている。これは、

主として、都債が１，１９９億余円の減となったためである。また、前年度比では、上表のとおり、

９５８億余円（１．６％）の増である。 
収入率は、前年度９７．４％から０．２ポイント上昇して９７．６％となっている。 
歳出は、予算現額６兆２，８４０億余円に対し、決算額６兆４９７億余円、翌年度繰越額３６４

億余円、不用額１，９７８億余円である。また、前年度比では、４６４億余円（０．８％）の増で

ある。 
執行率は、前年度９６．８％から０．５ポイント下降して９６．３％となっている。 
歳入・歳出の各款別の執行状況は、次のとおりである。 
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  ア 歳 入 
 
  第１款 都 税 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度 4,566,398 4,724,850 4,599,592     21,879    104,323     33,193   100.7

法 人 二 税 2,087,496 2,129,994 2,093,845      5,999     30,668      6,349   100.3 
その他都税 2,478,902 2,594,856 2,505,747     15,880     73,654     26,844   101.1

平成１６年度 4,204,352 4,392,862 4,252,873     25,111    115,500     48,520   101.2

法 人 二 税 1,751,894 1,828,142 1,797,621      4,974     25,844     45,727   102.6 
その他都税 2,452,458 2,564,720 2,455,251     20,136     89,655    2,793   100.1

額   362,046   331,987   346,719 △  3,231 △  11,177   比  較 
増(△)減 率       8.6       7.6       8.2 △   12.9 △    9.7   

 
都税は、都民税をはじめとする１７税目で構成されており、予算現額４兆５，６６３億余円に対

し、収入済額４兆５，９９５億余円で、収入率１００．７％となっている。 
これを法人二税（法人事業税及び法人都民税）とその他都税に大別して見ると、法人二税は、予

算現額２兆８７４億余円に対し、収入済額２兆９３８億余円、収入率１００．３％であり、好調な

企業収益により前年度と比べて２，９６２億余円（１６．５％）の増となっている。 
その他都税は、予算現額２兆４，７８９億余円に対し、収入済額２兆５，０５７億余円、収入率

１０１．１％であり、その主な内訳は、固定資産税・都市計画税（１兆２，１３９億余円）、個人都

民税（４，０２３億余円）、繰入地方消費税（３，５６７億余円）で、前年度と比べて５０４億余円

（２．０％）の増となっている。 
なお、収入未済額は、１，０４３億余円で、前年度と比べて１１１億余円（９．７％）の減とな

っている。 
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  第２款 地方譲与税 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度     66,967     67,066     67,066          0          0       99   100.1 

平成１６年度     23,786     23,667     23,667          0          0 △     119    99.5 
額     43,180     43,399     43,399          0          0   比  較 

増(△)減 率     181.5     183.4     183.4       －       －   

 
地方譲与税は、本来地方公共団体が収入すべきものを、主として課税技術上、国がいったん国税

として徴収し、一定の基準で地方公共団体に譲与する税の総称であり、前年度に比べ４３３億余円

（１８３．４％）の増となっている。この主な理由は、国民健康保険国庫負担金等の税源委譲に伴

う所得譲与税の増によるものである。 
地方譲与税の主なものは、所得譲与税で、収入済額６３６億余円となっている。 

 
  第３款 助成交付金 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度         19         20         20          0          0          1   105.3 
平成１６年度         18         19         19          0          0          0   105.6 

額          0          1          1          0          0   比  較 
増(△)減 率       0       5.3       5.3       －       －   

 
助成交付金は、国有提供施設等所在市町村助成交付金（特別区内に所在する米軍基地関係施設及

び自衛隊特定施設に係る交付金）を収入したものである。 
 
  第４款 地方特例交付金 
                                      （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度    196,576    196,576    196,576          0          0          0   100 
平成１６年度    151,663    143,411    143,411          0          0 △   8,252    94.6 

額     44,913 53,165    53,165          0          0   比  較 
増(△)減 率      29.6    37.1     37.1       －       －   
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地方特例交付金は、平成１１年度に創設された恒久的な減税に伴う地方税の減収の一部を補てん

するために交付される「減税補てん特例交付金」と国庫補助負担金の見直しに伴う暫定措置として

交付される「税源移譲予定特例交付金」を収入したものである。 
収入済額は前年度に比べ５３１億余円（３７．１％）の増となっており、その主な理由は、義務

教育費国庫負担金の暫定的な減額に伴い、その減額分が税源委譲予定特例交付金に加算されたこと

によるものである。 
 
  第５款 特別交付金 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度      4,640      4,584      4,584          0          0 △      55    98.8 
平成１６年度      4,772      4,647      4,647          0          0 △     124    97.4 

額 △     132 △      62 △      62          0          0        比  較 
増(△)減 率 △    2.8 △    1.3 △    1.3       －       －   

 
特別交付金は、国に納付された交通反則金に係る収入を原資として、地方公共団体が行う道路交

通安全施設の設置及び管理に要する費用に充てるため、交通事故発生件数等を基準として国から交

付される交通安全対策特別交付金である。 
 
  第６款 分担金及負担金 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度     18,488     16,980     16,227         61        691 △   2,260    87.8 
平成１６年度     19,390     18,007     17,174         91        742 △   2,215    88.6 

額 △   902 △  1,027 △     946 △      30 △      50   比  較 
増(△)減 率 △    4.7 △    5.7 △    5.5 △   33.0 △    6.7   

 
分担金及負担金は、特定の事業の施行によって利益を受ける者から、受益の程度に応じて事業に

要する経費を収入するものである。 
分担金及負担金の主なものは、土木費負担金（１１２億余円）であり、その主な内訳は、街路整

備に伴う負担金（９２億余円）、首都高速道路関連街路整備に伴う負担金（７億余円）である。 
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  第７款 使用料及手数料 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度     95,245     89,947     89,512         35        400 △   5,733    94.0 
平成１６年度    106,553    100,974    100,435         67        472 △   6,118    94.3 

額 △  11,307 △  11,027 △  10,923 △      32 △      72   比  較 
増(△)減 率 △   10.6 △   10.9 △   10.9 △   47.8 △   15.3   

 
使用料及手数料は、公の施設の利用料等である使用料と特定の者に提供される行政サービスの対

価である手数料とを収入するものであり、前年度に比べ１０９億余円（１０．９％）の減となって

いる。この主な理由は、福祉保健使用料の実績減、及び公立大学法人首都大学東京の設置による学

務使用料の減によるものである。 
使用料及手数料のうち、使用料は収入済額６２４億余円であり、主な内訳は、土木使用料（２３

０億余円）、福祉保健使用料（２１０億余円）、教育使用料（１３０億余円）である。 
また、手数料は収入済額２７０億余円であり、主な内訳は、警察手数料（１９０億余円）、環境手

数料（２２億余円）である。 
 
  第８款 国庫支出金 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度    419,588    382,975    382,975          0          0 △  36,613    91.3 
平成１６年度    465,619    428,869    428,869          0          0 △  36,749    92.1 

額 △  46,030 △  45,893 △  45,893          0          0   比  較 
増(△)減 率 △    9.9 △   10.7 △   10.7       －       －   

 
国庫支出金は、国が事業の経費の全部又は一部を負担することとされている国庫負担金、国が特

定の事業を奨励するため、又は地方公共団体の財政上の特別な必要に基づき支出する国庫補助金及

び国からの委託事務に伴う委託金を収入するものである。前年度に比べ４５８億余円（１０．７％）

の減となっており、その主な理由は税源委譲に伴う義務教育費国庫負担金の暫定的な減額である。 
国庫支出金のうち、国庫負担金は予算現額２，２５３億余円に対し、収入済額２，０５２億余円、

収入率９１．１％であり、主な内訳は、教育費国庫負担金（１，４５１億余円）、土木費国庫負担金

（３６７億余円）、福祉保健費国庫負担金（１５０億余円）である。 
次に、国庫補助金は予算現額１，７３４億余円に対し、収入済額１，５９８億余円、収入率９２．

１％であり、主な内訳は、土木費国庫補助金（７００億余円）、福祉保健費国庫補助金（３１６億余
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円）、都市整備費国庫補助金（１６２億余円）、学務費国庫補助金（１５４億余円）である。 
委託金は収入済額１７８億余円であり、主な内訳は、総務費委託金（１３４億余円）、福祉保健費

委託金（３３億余円）、産業労働費委託金（８億余円）である。 
 
  第９款 財産収入 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度     46,974     30,989     30,959          0         29 △  16,014    65.9 
平成１６年度     87,274     35,130     35,101          0         28 △  52,173    40.2 

額 △  40,299 △   4,140 △   4,141          0          0   比  較 
増(△)減 率 △   46.2 △   11.8 △   11.8       －       0   

 
財産収入は、都有財産の売払収入及び運用収入で、前年度に比べ４１億余円（１１．８％）の減

となっている。この主な理由は、財産売払収入のうち、土地の売払実績の減によるものである。 
財産収入のうち、財産売払収入は、収入済額１７２億余円であり、主なものは、土地売払収入（１

３２億余円）である。 
また、財産運用収入は収入済額１３７億余円であり、その内訳は、利子及配当金（７０億余円）、

財産貸付収入（６６億余円）である。 
 
  第１０款 寄附金 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度         7          7          7          0          0          0   100.0 
平成１６年度        125        132        132          0          0          7   105.6 

額 △     117 △   124 △   124          0          0   比  較 
増(△)減 率 △   93.6 △   93.9 △   93.9       －       －   

 
寄附金は、高等専門学校の教育研究奨励事業などに寄せられたもので、前年度に比べ１億余円（９

３．９％）の減となっている。 
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  第１１款 繰入金 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度      16,881      16,896      16,896          0          0          14   100.1 
平成１６年度     121,636     101,982     101,982          0          0 △   19,653    83.8 

額 △  104,754 △   85,086 △   85,086          0          0   比  較 
増(△)減 率 △    86.1 △    83.4 △    83.4        －        －   

 
繰入金は、各種基金の取崩し分、公営企業会計からの職員共済組合等負担金、特別会計の土地処

分金等を一般会計に繰り入れるもので、前年度に比べ８５０億余円（８３．４％）の減となってい

る。この主な理由は、財政調整基金の取崩しがなかったことによるものである。 
繰入金のうち、公営企業会計繰入金は収入済額９１億余円であり、主な内訳は、病院会計繰入金

（５０億余円）、臨海地域開発事業会計繰入金（１１億余円）である。 
特別会計繰入金は収入済額４０億余円であり、主な内訳は、臨海都市基盤整備事業会計繰入金（１

４億余円）、中小企業設備導入等資金会計繰入金（１４億余円）、用地会計繰入金（１１億余円）で

ある。 
基金繰入金は収入済額３６億余円であり、主な内訳は、区市町村振興基金繰入金（１６億余円）、

介護保険財政安定化基金繰入金（１４億余円）である。 
 
  第１２款 諸収入 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に 
対する収入 
済額の増減 

収入率

平成１７年度    425,545    440,605     424,823      1,833     13,956 △      722   99.8 
平成１６年度    432,935    448,807     432,428      1,658     14,729 △      507   99.9 

額 △   7,389 △   8,201 △    7,604        175 △     772   比  較 
増(△)減 率 △    1.7 △    1.8 △     1.8      10.6 △    5.2   

 
諸収入は、各種の貸付金元利収入、受託事業の収入、宝くじの収益事業収入、その他の雑入等を

収入したものである。 
諸収入の主なものは、貸付金元利収入（２，５４０億余円）、収益事業収入（７１４億余円）、受

託事業収入（５１０億余円）である。 
なお、収入未済額の主なものは、各種貸付金の元利収入（４９億余円）、都税の加算金（４６億余

円）である。 
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  第１３款 都 債 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度     389,872     269,892     269,892          0          0 △  119,979    69.2 
平成１６年度     565,970     480,165     480,165          0          0 △   85,804    84.8 

額 △  176,098 △  210,272 △  210,272          0          0   比  較 
増(△)減 率 △    31.1 △    43.8 △    43.8       －       －   

 
都債は、社会資本の整備や都市改造等の財政需要に応えていくための財源の一つとして発行した

もので、前年度に比べ２，１０２億余円（４３．８％）の減となっている。この主な理由は、税収

が好調なことから減税補てん債の発行が少なかったことによるものである。 
都債の主なものは、街路整備費等に係る土木債（１，２８７億余円）、市街地再開発や土地区画整

理に係る都市整備債（６２５億余円）である。 
 
  第１４款 繰越金 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度      36,844      36,844      36,844          0          0          0   100.0 
平成１６年度      19,240      19,240      19,240          0          0          0   100.0 

額   17,604   17,604   17,604          0          0   比  較 
増(△)減 率       91.5       91.5       91.5       －       －   

 
    前年度からの繰越金を収入したものである。 
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  イ 歳 出 
 
  第１款 議会費 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度          5,922          5,369              0            552     90.7 
平成１６年度          5,912          5,325              0            586     90.1 

額             10             44              0 △          34  比  較 
増(△)減 率    0.2           0.8           － △        5.8  

 
議会費は、都議会議員の報酬、都議会の運営等に要する経費を支出したものである。 

 
  第２款 総務費 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度        193,599        174,256              0         19,342     90.0 
平成１６年度        286,166        272,044              0         14,121     95.1 

額 △      92,567 △      97,788              0          5,221  比  較 
増(△)減 率 △       32.3 △       35.9           －          37.0  

 
総務費は、区市町村行財政の振興経費、職員の退職手当及び年金、庁舎の維持管理経費、知事本

局、総務局、財務局、出納長室、選挙管理委員会事務局、人事委員会事務局及び監査事務局等の管

理運営等に要する経費を支出したもので、前年度に比べ９７７億余円（３５．９％）の減となって

いる。この主な理由は、株式会社新銀行東京への出資の実績減によるものである。 
総務費の主な内訳は、区市町村行財政の振興経費（６９７億余円）、職員の退職手当及び年金費（３

７６億余円）、総務局・財務局の管理運営経費である総務管理事務等経費（２９８億余円）である。 
 
  第３款 徴税費 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度         75,951         72,989              0          2,962     96.1 
平成１６年度         81,437         78,414              0          3,022     96.3 

額 △       5,485 △       5,425              0 △          60  比  較 
増(△)減 率 △        6.7 △        6.9           － △        2.0  

 
徴税費は、主税局における都税の賦課徴収及び滞納処分等に要する経費を支出したものである。 
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  第４款 生活文化費 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度         19,307         17,122              0          2,184     88.7 
平成１６年度         21,324         18,678              0          2,645     87.6 

額 △       2,017 △       1,555              0 △         461  比  較 
増(△)減 率 △        9.5 △        8.3           － △       17.4  

 
生活文化費は、文化振興施策、広報広聴、都民生活の支援、消費生活対策等に要する経費を支出

したものである。 
生活文化費の主な内訳は、江戸東京博物館等の運営や文化事業の推進等に係る文化振興費（６０

億余円）、職員の給与や男女平等参画施策等に係る管理費（５５億余円）、広報関係に係る広報広聴

費（２７億余円）である。 
 
  第５款 都市整備費 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度        260,763        235,573          4,019         21,170     90.3 
平成１６年度        267,790        239,236          8,025         20,528     89.3 

額 △    7,026 △       3,662 △    4,006            642  比  較 
増(△)減 率 △        2.6 △        1.5 △       49.9           3.1  

 
都市整備費は、都市基盤の整備、土地区画整理、市街地再開発、住宅政策の推進等の各事業に要

する経費を支出したものである。 
都市整備費の主な内訳は、都市高速鉄道建設に対する補助を行う都市基盤施設等助成費（７５７

億余円）、都市改造事業を行う都市改造費（６２２億余円）、都営住宅等事業会計への繰出金（２０

１億余円）、多摩ニュータウンの整備に係るニュータウン事業費（１７２億余円）である。 
 
  第６款 環境費 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度         27,735         22,522            265          4,947     81.2 
平成１６年度         29,532         24,208          1,340          3,983     82.0 

額 △       1,797 △       1,686 △       1,074            963  比  較 
増(△)減 率 △        6.1 △        7.0 △       80.1          24.2  

 
環境費は、各種環境保全対策事業、自然保護対策事業、廃棄物対策事業等に要する経費を支出し

たものである。 
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環境費の主な内訳は、廃棄物の埋立処分等を行う廃棄物対策費（６４億余円）、水環境対策、緑地

保全対策、自然公園の管理等を行う自然環境費（４７億余円）、ディーゼル車対策などを行う自動車

公害対策費（１５億余円）である。 
 
  第７款 福祉保健費 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度        692,302        637,351            325         54,625     92.1 
平成１６年度        646,086        601,612              0         44,473     93.1 

額         46,216         35,739            325         10,151  比  較 
増(△)減 率         7.2         5.9         －          22.8  

※平成１６年度の数値は、福祉費と健康費の合計とした。 
 
福祉保健費は、平成１６年度組織改正（旧福祉局と旧健康局の統合）により、福祉費と健康費を

統合して平成１７年度から新設されたもので、福祉・保健・医療に係る施策の一体的・総合的な推

進に要する経費を支出したものである。前年度に比べ３５７億余円（５．９％）の増となっており、

この主な理由は、平成１７年度から国民健康保険制度における都道府県調整交付金が導入され、財

政調整交付金として区市町村に給付費の一部を交付することとなったためである。 
福祉保健費の主な内訳は、総合的な保健サービスの向上を行う保健政策費（１，２２５億余円）、

障害者（児）の自立生活への支援を行う障害者施策推進費（１，１５６億余円）、高齢者の地域生活

と自立への支援を行う高齢社会対策費（１，１５３億余円）、国民健康保険や生活保護に関する経費

を支出する生活福祉費（１，０７０億余円）、子育て環境の整備を行う少子社会対策費（８７９億余

円）である。 
 
  第８款 産業労働費 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度        253,151        241,299            849         11,002     95.3 
平成１６年度        288,213        276,945          1,320          9,947     96.1 

額 △      35,061 △      35,645 △         471          1,054  比  較 
増(△)減 率 △       12.2 △       12.9 △       35.7          10.6  

 
産業労働費は、雇用の安定、中小企業の振興、農林水産業対策、観光産業振興等に要する経費を

支出したもので、前年度に比べ、３５６億余円（１２．９％）の減となっている。この主な理由は、

中小企業制度融資の実績減によるものである。 
産業労働費の主な内訳は、中小企業制度融資等に係る商工業振興費（２，０７６億余円）、農林水

産費（１５５億余円）、高年齢者・障害者等の就業促進対策や公共職業訓練事業等を行う労働費（１

５１億余円）である。 
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  第９款 土木費 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度        455,444        418,578         25,879         10,986     91.9 
平成１６年度        438,527        412,029         17,536          8,960     94.0 

額         16,917    6,548          8,342          2,026  比  較 
増(△)減 率           3.9           1.6          47.6          22.6  

 
土木費は、道路、橋りょう、河川、公園、霊園事業等に要する経費を支出したものである。 
土木費の主な内訳は、道路橋梁費（２，９６９億余円）、中小河川や高潮防御施設等の整備及び河

川等の災害箇所の復旧等を行う河川海岸費（５５２億余円）、都立公園等の整備及び維持管理を行う

公園霊園費（４６３億余円）である。 
このうち、道路橋梁費の主な内訳は、都市計画街路の整備を行う街路整備費（１，７７０億余円）、

国が直轄施行する道路事業等に対する直轄事業負担金（３８８億余円）、道路補修費（１５９億余円）、

道路整備費（１５７億余円）、交通安全施設費（１３９億余円）である。 
 
  第１０款 港湾費 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度         71,878         58,446          4,951          8,479     81.3 
平成１６年度         76,108         58,869          9,953          7,286     77.3 

額 △       4,230 △         422 △       5,001          1,193  比  較 
増(△)減 率 △        5.6 △        0.7 △       50.2          16.4  

 
港湾費は、東京港、島しょ等の港湾・漁港・空港の建設整備、海岸保全施設・廃棄物処理場の建

設等に要する経費を支出したものである。 
港湾費の主な内訳は、東京港や廃棄物処理場の建設整備を行う東京港整備費（３８６億余円）、伊

豆諸島等の港湾や漁港の建設整備を行う島しょ等港湾整備費（１９１億余円）である。 
 
  第１１款 教育費 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度        776,190        754,324              0         21,865     97.2 
平成１６年度        778,733        767,402              0         11,330     98.5 

額 △       2,543 △      13,078              0         10,535  比  較 
増(△)減 率 △        0.3 △        1.7           －              93.0  

 
教育費は、小学校・中学校の教職員の給与等、高等学校・工業高等専門学校・盲ろう養護学校の
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運営、都立学校等の整備、社会教育等の振興、学校の保健・給食の運営等に要する経費を支出した

もので、前年度に比べ１３０億余円（１．７％）の減となっている。この主な理由は、退職手当及

び給与等の実績減によるものである。 
教育費の主な内訳は、都が負担する区市町村立小中学校の教職員の給与等に係る小中学校費（４，

４３６億余円）、都立高等学校の教職員の給与及び学校運営等に係る高等学校費（１，３７０億余円）、

退職手当及年金費（６１２億余円）、盲ろう養護学校費（５７０億余円）、教育管理費（２１０億余

円）、都立学校等の整備を行う施設整備費（１８８億余円）である。 
 
  第１２款 学務費 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度        141,791        140,484              0          1,306     99.1 
平成１６年度        146,331        142,774              0          3,556     97.6 

額 △       4,539 △       2,290              0 △       2,249  比  較 
増(△)減 率 △        3.1 △        1.6           － △       63.2  

 
学務費は、私立学校の助成及び首都大学東京の運営・整備等に係る経費を支出したものである。 
学務費の主な内訳は、私立学校教育の振興を図るため、学校法人等に対し、経常費補助等各種の

助成を行う私立学校振興費（１，２２８億余円）、大学等の管理運営・施設整備等に係る経費の大学

管理費（１６３億余円）である。 
 
  第１３款 警察費 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度        609,190        596,072            128         12,989     97.8 
平成１６年度        608,800        599,176             75          9,547     98.4 

額            390 △       3,104             53          3,441  比  較 
増(△)減 率           0.1 △        0.5          70.7          36.0  

 
警察費は、警察行政の運営、警察諸施設の整備等に要する経費を支出したものである。 
警察費の内訳は、職員給与等の警察管理費（４，９７２億余円）、退職手当及年金費（３７７億余

円）、警察庁舎等の建設・改修・維持管理等を行う警察施設費（３１３億余円）、交通安全施設の整

備・管理や警察活動に係る警察活動費（２９６億余円）である。 
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  第１４款 消防費 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度        237,300        229,387              0          7,912     96.7 
平成１６年度        237,952        232,867              0          5,084     97.9 

額 △         652 △       3,479              0          2,827  比  較 
増(△)減 率 △        0.3 △        1.5           －          55.6  

 
消防費は、消防行政の運営、消防諸施設の整備等に要する経費を支出したものである。 
消防費の主な内訳は、職員給与等の消防管理費（１，９２２億余円）、消防装備の整備や防災・救

急救助・予防業務等を行う消防活動費（１５６億余円）、退職手当及年金費（１２６億余円）、消防

庁舎等の建設・改修や消防水利の整備等を行う建設費（６３億余円）である。 
 
  第１５款 公債費 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度        535,377        535,254              0            123    100.0 
平成１６年度        553,954        553,873              0             80    100.0 

額 △      18,576 △      18,619              0             42  比  較 
増(△)減 率 △        3.4 △        3.4           －          52.5  

 
公債費は、一般会計における都債の元金償還、利子の支払、減債基金への積立、発行・償還手数

料等に係る経費（公債費会計繰出金）、各基金からの繰替運用の利子を支出したもので、前年度に比

べ１８６億余円（３．４％）の減となっている。 
公債費の主なものは、公債費会計繰出金（５，３５２億余円）である。 

 
  第１６款 諸支出金 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度      1,923,390      1,910,764              0         12,625     99.3 
平成１６年度      1,732,440      1,719,843              0         12,596     99.3 

額        190,949        190,920              0             28  比  較 
増(△)減 率          11.0          11.1           －           0.2  

 
諸支出金は、前年度に比べ１，９０９億余円（１１．１％）の増となっている。この主な理由は、

中央卸売市場会計借入金の償還及び社会資本等整備基金への積立金の増によるものである。 
諸支出金の主な内訳は、他会計支出金（１兆２，３６８億余円）、財産費（３，４１２億余円）で

ある。 
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このうち、他会計支出金は、特別会計繰出金（９，２０６億余円）、公営企業会計支出金（３，１

６１億余円）である。特別会計繰出金の主な内訳は、特別区財政調整会計繰出金（８，６０２億余

円）、用地会計繰出金（５６２億余円）であり、公営企業会計支出金の主な内訳は、下水道事業会計

支出金（２，２６６億余円）、病院会計支出金（４６２億余円）、高速電車事業会計支出金（３１６

億余円）である。 
財産費の主な内訳は、財政調整基金積立金（１，８４８億余円）、中央卸売市場会計借入金償還金

（７２７億余円）、社会資本等整備基金積立金（５１５億余円）である。 
 
  第１７款 予備費 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度          4,755              0              0          4,755       0 
平成１６年度          4,030              0              0          4,030       0 

額            725              0              0            725  比  較 
増(△)減 率          18.0           －           －          18.0  
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 （２）特別会計 
                                    （単位：百万円、％） 

増（△）減 
 平成１７年度 平成１６年度 

額 率 
歳入（収入済額）   ４，７６３，５４８   ４，７４１，０２８      ２２，５１９      ０．５
歳出（支出済額）   ４，６２０，９２３   ４，６２６，２３７ △   ５，３１４ △   ０．１
差    引       １４２，６２４       １１４，７９０    ２７，８３３ ２４．２

 
都は、特定の事業を行うため、又は特定の歳入をもって特定の歳出に充てるため、一般会計とは

別に、特別区財政調整会計など１８特別会計を設置し、その経理の明確化を図っている。 
予算・決算状況について見ると、表５（８ページ）のとおり、特別会計の合算額で、収入率９８．

５％（前年度比０．３ポイント減）、執行率９８．２％（前年度比０．６ポイント減）となっている。 
会計別の執行状況は、次のとおりである。 

 
  ア 特別区財政調整会計（総務局所管） 
  （ア）歳 入 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度    860,228    860,227    860,227          0          0          0   100.0 
平成１６年度    808,092    808,091    808,091          0          0          0   100.0 

額     52,136     52,136     52,136          0          0            比  較 
増(△)減 率       6.5       6.5       6.5        －        －   

 
  （イ）歳 出 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度         860,228         860,227               0               0     100.0 
平成１６年度         808,092         808,091               0               0     100.0 

額          52,136          52,136               0               0  比  較 
増(△)減 率            6.5            6.5            －            －  

 
この会計は、都と特別区及び特別区相互間の財政調整に関する収支を経理するものである。 
財源として、都が課税する固定資産税・市町村民税法人分・特別土地保有税等の５２％相当額（８，

３７８億余円）など８，６０２億余円を一般会計から繰り入れ、特別区に対し、普通交付金・特別

交付金として同額を支出している。 
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  イ 地方消費税清算会計（主税局所管） 
  （ア）歳 入 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度  1,150,876  1,104,720  1,104,720          0          0 △  46,155    96.0 
平成１６年度  1,201,225  1,185,903  1,185,903          0          0 △  15,321    98.7 

額 △  50,349 △  81,183 △  81,183          0          0   比  較 
増(△)減 率 △    4.2 △    6.8 △    6.8        －        －   

 
  （イ）歳 出 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度       1,039,702       1,007,063               0          32,638      96.9 
平成１６年度       1,088,610       1,088,609               0               0     100.0 

額 △       48,908 △       81,546               0         32,638  比  較 
増(△)減 率 △         4.5  △         7.5             －             －  

 
この会計は、各都道府県間において消費地と課税地を一致させるために行う地方消費税の清算に

関する収支を経理するものである。 
国から払い込まれる清算前の地方消費税７，７１３億余円、各道府県から支払われる清算金２，

３６０億余円等を合わせた１兆１，０４７億余円を収入し、各道府県に支払う清算金６，４７５億

余円、一般会計への繰出金３，５６７億余円等を支出している。 
 
  ウ 小笠原諸島生活再建資金会計（総務局所管） 
  （ア）歳 入 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度        365        684        600          0         84        235   164.4 
平成１６年度        199        640        550          0         89        351   276.4 

額      166         44         49          0 △       5   比  較 
増(△)減 率    83.4       6.9       8.9        － △    5.6   
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  （イ）歳 出 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度            365             34              0            331       9.3 
平成１６年度            199              8              0            190       4.0 

額            166             25              0            140  比  較 
増(△)減 率          83.4         312.5           －          73.7  

 
この会計は、小笠原諸島帰島民等に対する生活再建資金貸付事業に関する収支を経理するもので

ある。 
財源は、貸付金の返還金、前年度からの繰越金等を合わせた６億余円であり、商工業資金等の貸

付けに要する経費として３，４００万円を支出している。 
 
  エ 母子福祉貸付資金会計（福祉保健局所管） 
  （ア）歳 入 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度      4,689     10,061      5,060         13      4,988        371   107.9 
平成１６年度      4,533      7,542      5,544          5      1,993      1,011   122.3 

額      156      2,518 △     484          7 2,995   比  較 
増(△)減 率     3.4 33.4 △    8.7     140.0     250.3   

 
  （イ）歳 出 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度           4,689           4,002               0             686      85.3 
平成１６年度           4,533           3,933               0             599      86.8 

額             156              69               0              86  比  較 
増(△)減 率            3.4            1.8            －           14.4   

 
この会計は、母子家庭の経済的自立と生活意欲の助長及び扶養されている子どもの福祉の増進を

図ることを目的とする、母子福祉資金貸付事業に関する収支を経理するものである。 
財源は、貸付金の返還金、一般会計繰入金、都債（国庫からの借入金）等を合わせた５０億余円

であり、修学資金、就学支度資金等１４種類の貸付けに要する経費として４０億余円を支出してい

る。 
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  オ 心身障害者扶養年金会計（福祉保健局所管） 
  （ア）歳 入 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度      4,348      4,195      4,176          0         18 △     171    96.0 
平成１６年度      4,171      4,080      4,060          0         19 △     110    97.3 

額        177        114        115        0 △       1   比  較 
増(△)減 率       4.2        2.8       2.8        － △    5.3   

 
  （イ）歳 出 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度           4,348           4,159               0             188      95.7 
平成１６年度           4,171           4,051               0             119      97.1 

額             177             108               0              68  比  較 
増(△)減 率            4.2            2.7            －           57.1  

 
この会計は、保護者が死亡した場合等に心身障害者に年金を支給することを目的とする心身障害

者扶養年金制度における、掛金及び年金等の給付に関する収支を経理するものである。 
財源は、年金加入者の掛金、一般会計繰入金等を合わせた４１億余円であり、年金の給付等に要

する経費として４１億余円を支出している。 
 
  カ 中小企業設備導入等資金会計（産業労働局所管） 
  （ア）歳 入 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度      8,110      9,631      8,616          0      1,014        506   106.2 
平成１６年度      9,180     10,740      9,702          0      1,037        522   105.7 

額 △   1,070 △   1,109 △   1,086          0 △      23   比  較 
増(△)減 率 △   11.7 △   10.3 △   11.2        － △    2.2   
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  （イ）歳 出 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度           8,110           5,617               0           2,492      69.3 
平成１６年度           9,180           6,345               0           2,834      69.1 

額 △        1,070 △          728               0 △          341  比  較 
増(△)減 率 △        11.7 △        11.5            － △        12.0  

 
この会計は、中小企業の高度化（生産性の向上等）を図ることなどを目的とする、協同組合等へ

の高度化資金の貸付事業等に関する収支を経理するものである。 
財源は、貸付金の返還金、前年度からの繰越金等を合わせた８６億余円であり、独立行政法人中

小企業基盤整備機構法に基づく各種高度化資金等の貸付け及び借入金の返還に要する経費として５

６億余円を支出している。 
 
  キ 農業改良資金助成会計（産業労働局所管） 
  （ア）歳 入 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度        140        262        257          0          5        117   183.6 
平成１６年度        140        246        239          1          5         99   170.7 

額          0         16         17 △       1        0   比  較 
増(△)減 率       0       6.5       7.1 △  100.0     0.0   

 
  （イ）歳 出 
                                    （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度             140              88               0              51      62.9 
平成１６年度             140              78               0              61      55.7 

額               0              10               0 △           10  比  較 
増(△)減 率            0           12.8            － △        16.4  

 
この会計は、農業者等に対して必要な資金を貸し付け、農業経営の安定と農業生産力の向上を図

ることを目的とする、農業改良資金貸付事業等に関する収支を経理するものである。 
財源は、貸付金の返還金、前年度からの繰越金等を合わせた２億５７百余万円であり、就農支援

資金等の貸付け及び借入金の返還に要する経費として８８百余万円を支出している。 
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  ク 林業・木材産業改善資金助成会計（産業労働局所管） 
  （ア）歳 入 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度         52         98         89          0          8         37   171.2 
平成１６年度         51         87         75          0         11         24   147.1 

額          1         11         14          0 △       3   比  較 
増(△)減 率       2.0      12.6      18.7        － △   27.3   

 
  （イ）歳 出 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度              52              19               0              32      36.5 
平成１６年度              51               0               0              50       0.0 

額               1              19               0 △           18  比  較 
増(△)減 率            2.0             －             － △        36.0  

 
この会計は、林業・木材産業を営む個人・法人等に対して必要な資金を貸し付け、新たな事業の

開始、生産性や品質の向上、労働災害の防止、林業後継者の育成確保等を図ることを目的とする、

林業・木材産業改善資金貸付事業等に関する収支を経理するものである。 
財源は、貸付金の返還金、前年度からの繰越金等を合わせた８９百余万円であり、林業・木材産

業改善資金等の貸付けに要する経費として１９百余万円を支出している。 
 
  ケ 沿岸漁業改善資金助成会計（産業労働局所管） 
  （ア）歳 入 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度         48         69         69          0          0         21   143.8 
平成１６年度         48         78         78          0          0         30   162.5 

額          0 △       9 △       9          0          0   比  較 
増(△)減 率       0 △   11.5 △   11.5        －        －   
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  （イ）歳 出 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度              48              44               0               3      91.7 
平成１６年度              48              39               0               8      81.3 

額               0               4               0 △            4  比  較 
増(△)減 率            0           10.3            － △        50.0   

 
この会計は、沿岸漁業従事者等に対して必要な資金を貸し付け、漁業経営の安定と漁業生産力の

向上を図ることを目的とする、沿岸漁業改善資金貸付事業に関する収支を経理するものである。 
財源は、貸付金の返還金、前年度からの繰越金等を合わせた６９百余万円であり、経営等改善資

金等の貸付けに要する経費として４４百余万円を支出している。 
 
  コ と場会計（中央卸売市場所管） 
  （ア）歳 入 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度      6,400      5,857      5,857          0          0 △     542    91.5 
平成１６年度      7,469      7,048      7,048          0          0 △     420    94.4 

額 △   1,069 △   1,190 △   1,190          0          0   比  較 
増(△)減 率 △   14.3 △   16.9 △   16.9        －        －   

 
  （イ）歳 出 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度           6,400           5,857               0             542      91.5 
平成１６年度           7,469           7,048               0             420      94.4 

額 △        1,069 △        1,190               0             121  比  較 
増(△)減 率 △        14.3 △        16.9            －           28.8  

 
この会計は、都民に対する生鮮食肉の供給を確保するため、と場事業に関する収支を経理するも

のである。 
財源は、一般会計からの繰入金、と畜使用料、施設整備費に対する都債等を合わせた５８億余円

であり、と場事業の管理運営に要する人件費、芝浦と場施設の維持管理・と畜解体作業に要する経

費、施設整備に対する都債の償還金等として同額を支出している。 
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  サ 都営住宅等事業会計（都市整備局所管） 
  （ア）歳 入 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度    169,342    154,940    150,939        363      3,637 △  18,402    89.1 
平成１６年度    182,022    163,928    159,706        591      3,630 △  22,315    87.7 

額 △  12,680 △   8,987 △   8,766 △     227      7   比  較 
増(△)減 率 △    7.0 △    5.5 △    5.5 △   38.4     0.2   

 
  （イ）歳 出 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度         169,342         149,895           3,477          15,970      88.5 
平成１６年度         182,022         158,087          11,365          12,569      86.9 

額 △       12,680 △        8,192 △        7,888           3,400  比  較 
増(△)減 率 △         7.0 △         5.2 △        69.4           27.1  

 
この会計は、都営住宅等の建設及び管理に関する収支を経理するものである。 
財源は、住宅使用料、国庫支出金、一般会計繰入金、都債等を合わせた１，５０９億余円であり、

都営住宅等の管理運営・公営住宅建設等に要する経費や公債費会計・都営住宅等保証金会計への繰

出金等として１，４９８億余円を支出している。 
 
  シ 都営住宅等保証金会計（都市整備局所管） 
  （ア）歳 入 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度      5,325      5,123      5,121          0          1 △     203    96.2 
平成１６年度      6,073      6,086      6,085          0          1         12   100.2 

額 △     748 △     963 △     963          0          0   比  較 
増(△)減 率 △   12.3  △   15.8 △   15.8        －       0.0   
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  （イ）歳 出 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度             753             656               0              96      87.1 
平成１６年度           4,588           4,518               0              69      98.5 

額 △        3,835 △        3,861               0              26  比  較 
増(△)減 率 △        83.6 △        85.5            －           37.7  

 
この会計は、都営住宅、特定公共賃貸住宅等の保証金（敷金）及び定期借地権設定に係る保証金

に関する収支を経理するものである。 
財源は、保証金収入、前年度からの繰越金、都営住宅等事業会計繰入金等を合わせた５１億余円

であり、住宅退去者への保証金返還金及び都営住宅等事業会計繰出金（都営住宅団地環境整備に要

する経費）として６億余円を支出している。 
 
  ス 都市開発資金会計（都市整備局所管） 
  （ア）歳 入 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度      5,287      4,256      4,256          0          0 △   1,030    80.5 
平成１６年度      6,916      5,891      5,891          0          0 △   1,024    85.2 

額 △   1,629 △   1,635 △   1,635          0          0   比  較 
増(△)減 率 △   23.6 △   27.8 △   27.8       －       －   

 
  （イ）歳 出 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度           5,287           4,256               0           1,030      80.5 
平成１６年度           6,916           5,891               0           1,024      85.2 

額 △        1,629 △        1,635               0               6  比  較 
増(△)減 率 △        23.6 △        27.8           －            0.6  

 
この会計は、既成市街地の計画的な整備改善を図るため、国から資金を借り受けて行う都市施設

用地の先行取得事業に関する収支を経理するものである。 
財源は、土地売払収入、一般会計からの繰入金（都市施設用地の買収に要した経費の借入金に係

る償還のための元金・利子）等を合わせた４２億余円であり、公債費会計繰出金（国への借入金の

償還のための元金・利子）、一般会計への繰出金（先行取得した用地に係る売払代金等）等に要する
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経費として同額を支出している。 
 
  セ 用地会計（財務局所管） 
  （ア）歳 入 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度    131,477    131,516    131,516          0          0    38   100.0 

平成１６年度    125,808    124,315    124,315          0          0 △   1,492    98.8 
額      5,669      7,200      7,200          0          0   比  較 

増(△)減 率       4.5       5.8       5.8       －       －   

 
  （イ）歳 出 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度         131,477         123,662             665           7,149      94.1 
平成１６年度         125,808         120,953             649           4,205      96.1 

額           5,669           2,709            15           2,943  比  較 
増(△)減 率            4.5            2.2          2.3           70.0  

 
この会計は、事務事業の円滑な推進を図るために行う、公園、道路、河川等の用地の先行取得に

関する収支を経理するものである。 
財源は、財産売払収入（事業局へ引き継いだ用地の引取経費及び償還金）、都債等を合わせた１，

３１５億余円であり、用地買収、都債の償還等に要する経費として１，２３６億余円を支出してい

る。 
 
  ソ 公債費会計（財務局所管） 
  （ア）歳 入 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度  2,404,134  2,395,343  2,395,343          0          0 △   8,790    99.6 
平成１６年度  2,362,117  2,352,420  2,352,420          0          0 △   9,697    99.6 

額     42,016     42,922     42,922          0          0   比  較 
増(△)減 率       1.8       1.8     1.8       －       －   
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  （イ）歳 出 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度       2,404,134       2,395,343               0           8,790      99.6 
平成１６年度       2,362,117       2,352,420               0           9,697      99.6 

額          42,016          42,922               0 △          906  比  較 
増(△)減 率            1.8            1.8            － △         9.3  

 
この会計は、一般会計、特別会計及び公営企業会計の公債費を明確にするために都債の発行・償

還に係る収支を一括計上し、経理するものである。 
財源は、各会計からの繰入金等２兆３，９５３億余円であり、各会計における都債の元利償還等

に要する経費として同額を支出している。 
 
  タ 多摩ニュータウン事業会計（都市整備局所管） 
  （ア）歳 入 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度     14,855     24,137     24,107          0         30      9,252   162.3 
平成１６年度     15,917     19,219     19,169          0         49      3,252   120.4 

額 △   1,062      4,917      4,937          0 △      19    比  較 
増(△)減 率 △    6.7      25.6      25.8       － △   38.8   

 
  （イ）歳 出 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度          10,977           9,931               0           1,045      90.5 
平成１６年度          15,917          14,409               0           1,507      90.5 

額 △        4,940 △        4,478               0 △          461  比  較 
増(△)減 率 △        31.0 △        31.1           － △        30.6  

 
この会計は、多摩ニュータウン事業（宅地の販売等）に関する収支を経理するものである。 
財源は、保留地等の財産売払収入、前年度からの繰越金等を合わせた２４１億余円であり、都債

の償還に係る経費、宅地販売事業に係る経費等として９９億余円を支出している。 
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  チ 市街地再開発事業会計（都市整備局所管） 
  （ア）歳 入 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度     32,977     32,706     31,828          0        877 △   1,149    96.5 
平成１６年度     40,933     39,734     38,910          0        823 △   2,022    95.1 

額 △   7,955 △   7,028 △   7,082          0         53   比  較 
増(△)減 率 △   19.4 △   17.7 △   18.2       －       6.4    

 
  （イ）歳 出 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度          32,977          31,828               0           1,149      96.5 
平成１６年度          40,933          38,717             192           2,022      94.6 

額 △        7,955 △        6,889 △          192 △          873  比  較 
増(△)減 率 △        19.4 △        17.8 △       100.0 △        43.2  

 
この会計は、既成市街地を再開発し、生活環境の改善と都市の防災機能の強化を図り、併せて土

地の高度利用を促すための市街地再開発事業に関する収支を経理するものである。 
財源は、市街地再開発事業に充当する一般会計繰入金、不動産売払収入（特定施設建築物の敷地

及び保留床の分譲代金収入）等を合わせた３１８億余円であり、都債の償還に要する経費、白鬚西

地区、亀戸・大島・小松川地区の市街地再開発事業費等として同額を支出している。 
 
  ツ 臨海都市基盤整備事業会計（都市整備局所管） 
  （ア）歳 入 
                                    （単位：百万円、％） 

 
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 

予算現額に

対する収入

済額の増減

収入率

平成１７年度     39,708     30,758     30,758          0          0 △   8,949    77.5 
平成１６年度     21,704     13,233     13,233          0          0 △   8,471    61.0 

額     18,003     17,525     17,525          0          0   比  較 
増(△)減 率      82.9     132.4     132.4       －       －   
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  （イ）歳 出 
                                     （単位：百万円、％） 

 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 
平成１７年度          25,514          18,235             580           6,698      71.5 
平成１６年度          21,704          13,032           2,041           6,630      60.0 

額           3,809           5,203 △        1,461            67  比  較 
増(△)減 率           17.5           39.9 △        71.6          1.0  

 
この会計は、臨海副都心の開発整備に必要な都心部と副都心部を結ぶ広域幹線道路等の整備を行

い、併せて晴海、豊洲、有明北地区の開発整備を土地区画整理事業で行う臨海都市基盤整備事業に

関する収支を経理するものである。 
財源は、区画整理事業による不動産売払収入、臨海地域開発事業会計からの繰入金、都債等を合

わせた３０７億余円であり、臨海都市基盤整備事業に要する経費等として１８２億余円を支出して

いる。 
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 ３ 資金収支状況 
平成１７年度における各会計の収支実績及び資金運用の状況は、表８のとおり、収入総額１０兆８，

９９５億余円に対し、支出総額は１０兆６，７０７億余円で、差引き、２，２８８億余円（一般会計

８６１億余円、特別会計１，４２６億余円）の収入超過となっている。 
資金収支状況について見ると、 
４月と５月は、都税収入が少ない一方、中小企業制度融資等の貸付け及び各種義務的経費の支出が

集中し、収支は赤字となり、前年度の一般会計等の繰越残高及び基金からの繰替運用により補てんし

ている。６月に入り３月決算法人の法人二税の収入があり、累計収支は黒字に転じた。 
７月は、固定資産税・都市計画税の第１期分収入及び国から地方消費税の納付があり、資金が増加

した。８月は、大きな都税収入がないなか、利子割交付金、自動車取得税交付金などを区市町村に交

付したことから、単月では大幅な支出超過となった。９月は、１２月決算法人の中間申告による法人

二税の収入があったため、収支は改善した。 
１０月は、固定資産税・都市計画税の第２期分の収入があり資金が増加したが、１１月には工事代

金など、各種の支出が増加したことにより単月では支出超過となっている。１２月は、私学助成金及

び期末手当等により支出は増加したが、３月決算法人の中間申告による法人二税の収入があり、収支

は単月で黒字となっている。 
１月は、固定資産税・都市計画税の第３期分の収入があり単月では黒字となっている。２月は税収

が少なく、単月では支出超過となっている。３月は、年度末を控えて支出は大幅に増加したが、法人

二税、固定資産税・都市計画税第４期分、国庫支出金、各種貸付金の返還等の収入があり、単月で黒

字となっている。 
以上のとおり、単月においては収入・支出超過が見られ、４月と５月は累計収支が赤字となったも

のの、６月以降の累計収支については黒字となっている。 
歳計現金の利子収入について見ると、前年度に比較して平均預託残高の増加と運用利回りの上昇に

より、表９のとおり、前年度の１億１７９万余円から１億９，０９０万余円（一般会計１億９，０５

２万余円、特別会計３８万余円）と増加している。 
また、資金不足に対して行った基金からの一時繰替借に要した利子は、３０万余円で前年度の２２

６万余円と比べると１９５万余円の減となっている。なお、金融機関からの一時借入はなかった。 
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                          平 成 １７ 年 度 出 納 長 所 属 各 会 計 
 (表８) 

区   分 
平成１７年 
  ４ 月 ５ ６ ７ ８ ９ １０ 

収          入    504,162    501,481  1,620,433    926,524    480,910    868,339    668,212

一 般 会 計    191,358    204,553  1,280,175    557,366    201,084    542,969    375,933
 
特 別 会 計    312,804    296,928    340,258    369,158    279,826    325,370    292,279

支          出    584,884    811,482    663,819    471,684    820,968    910,855    478,126

一 般 会 計    322,071    432,685    446,041    313,296    340,037    493,189    296,250
 
特 別 会 計    262,813    378,797    217,778    158,388    480,931    417,666    181,876

収 支 差 引 △  80,722 △ 310,001    956,614    454,840 △ 340,058 △  42,516    190,086

累計収支差引 
( A ) 

△  80,722 △ 390,723    565,891  1,020,731    680,673    638,157    828,243

一時借入金残高 
( B ) 

         0          0          0          0          0          0          0

一時繰替借残高 
( C ) 

         0    250,000          0          0         0          0          0

一時繰替貸残高 
( D ) 

         0          0          0          0          0          0          0

翌年度繰越額 
( E ) 

         0          0          0          0          0          0          0

当年度資金残高 
( F=A+B+C-D-E ) 

△  80,722 △ 140,723    565,891  1,020,731    680,673    638,157    828,243

前年度・翌年度 
資金残高  ( G ) 

   603,983    153,981          0          0          0          0          0

資金残高 
( F+G ) 

   523,262     13,258    565,891  1,020,731    680,673    638,157    828,243

 （注） 各会計の計数は端数四捨五入のため、他のページの該当する数値と一致しないことがある。 
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 収 支 実 績 及 び 資 金 運 用 状 況 
                                                                            （単位：百万円） 

１１ １２ 
平成１8年 
    １ 月 

２ ３ ４ ５ 計 

   568,448  1,096,311    652,070    533,942  1,797,662    237,129    443,906   10,899,529

   202,128    784,096    376,040    212,155    968,367    190,043     49,714    6,135,981

   366,320    312,215    276,030    321,787    829,295     47,086    394,192    4,763,548

   636,858    909,021    496,099    815,100 1,797,032    298,313    976,480   10,670,721

   304,748    607,088    265,572    350,058    943,072    283,986    651,704    6,049,797

   332,110    301,933    230,527    465,042    853,960     14,327    324,776    4,620,924

△  68,410    187,290    155,971 △ 281,158        630 △  61,184 △ 532,574      228,808

   759,833    947,123  1,103,094    821,936    822,566    761,382    228,808  

         0          0          0          0          0          0          0  

         0          0          0          0          0          0          0  

         0          0          0          0         0          0          0  

         0          0          0          0          0          0    228,808  

   759,833    947,123  1,103,094    821,936    822,566    761,382          0  

         0          0          0          0          0 △  95,643 △ 121,176  

   759,833    947,123  1,103,094    821,936    822,566    665,739     10,351  
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利  子  収  入  及  び  支  払  利  子  推  移  表 

（表９）                                  （単位：千円） 

区          分 平成 13年度 平成 14年度 平成 15年度 平成 16年度 平成 17年度

利 子 収 入      309,547       102,697       20,261      101,795      190,901

一 般 会 計      298,307        99,351       19,815      101,069      190,520
 

特 別 会 計       11,240        3,345          445          726          380

一時借入金等支払利子 
（一般会計） 

         665          934        1,288        2,261          308

（注）一時借入金等支払利子は、基金等からの一時繰替借に係るものである。 
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 ４ 財産管理の状況 
都有財産は、公有財産、物品、債権及び基金に大別され、財産に関する調書の決算年度末（平成１８．

３．３１）現在高及びその内訳は、表１０から表１３までのとおりである。 
 

（表１０）公 有 財 産 

分        類 区            分 平成１７年度末現在高 平成１６年度末現在高 増（△）減 

土            地     89,334,582.25 ｍ２    87,856,494.71 ｍ２ 

      1,478,087.54 ｍ
２土地及び建物 

建            物     27,136,118.15 ｍ２    27,382,205.94 ｍ２ 

 △     246,087.79 ｍ
２

山        林 所            有      7,663,253.85 ｍ２     7,663,253.85 ｍ２ 

              0.00 ｍ
２

 上記の立木推定蓄積量        170,305.88 ｍ３       170,113.64 ｍ３ 

            192.24 ｍ
３

分            収     16,313,183.78 ｍ２    16,305,983.78 ｍ２ 

          7,200.00 ｍ
２ 

上記の立木推定蓄積量        250,217.20 ｍ３       248,584.00 ｍ３ 

          1,633.20 ｍ
３

            33    隻             33    隻              0    隻
船            舶 

       5,484.82 総トン        5,484.82 総トン              0 総トン

浮            標             72    個             72    個              0    個

浮     桟     橋            594    個            594    個              0    個

浮 ド ッ ク              1    個              1    個              0    個

動        産 

航     空     機             14    機             13    機              1    機

地     上     権     21,485,641.02 ｍ２    21,478,404.98 ｍ２ 

          7,236.04 ｍ
２

地     役     権            162.60 ｍ２           162.60 ｍ２ 

              0.00 ｍ
２

鉱     業     権     14,067,200.00 ｍ２    14,067,200.00 ｍ２ 

              0.00 ｍ
２

物        権 

計     35,553,003.62 ｍ２    35,545,767.58 ｍ２ 

          7,236.04 ｍ
２

無体財産権 特     許     権             73    件             71    件              2    件

 著     作     権            226    件            202    件             24    件

商     標     権             50    件             51    件 △           1    件

意     匠     権              1    件              1    件              0    件

育 成 者 権              1    件              1    件              0    件

その他これらに準ずる権利             81    件             77    件              4    件

 

計            432    件            403    件             29    件

有 価 証 券 株            券   275,844,944,880 円   270,969,326,880 円     4,875,618,000 円

出資による権利 出資金及び出えん金   340,808,528,403 円   282,264,258,985 円  58,544,269,418 円

賃貸型土地信託              3    件              3    件              0    件

賃貸及び分譲型土地信託              1    件              1    件              0    件

不動産の信託 

の 受 益 権 

計              4    件              4    件              0    件

（注）1 物権の地上権には、山林の分収が含まれており、分収は再掲である。 
      2 船舶は総トン数２０トン以上のものである。 
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主 な 増 減 説 明 
 
・土地の増加は、主に、公立大学法人首都大学東京に出資（４６万３，０４１．２３ｍ２ 

 ）したことによ

り減少したものの、小笠原国立公園敷地（８７万４，４２２．９６ｍ２ 

 ）の土地贈与によるもの及び中

央防波堤外側その１埋立地（９０万８，２００．０２ｍ２ 

 ）をしゅん功したことによるもの 
・建物の減少は、主に、公立大学法人首都大学東京に出資（１８万８，３０９．０８ｍ２ 

 ）したことによ

るもの 
・有価証券（株券）の増加は、主に、東京ファッションタウン株式会社が減資（４２億５，０００万円）

したものの、首都高速道路株式会社の株式（７２億１，５６１万８，０００円）を取得したことによる

もの 
・出資による権利の増加は、主に、公立大学法人首都大学東京への都立大学敷地等の出資（１４９億７,
６３２万余円）をしたことによるもの 
である。 
 
 
（表１１）物 品 

平成１７年度末現在高 平成１６年度末残高 増（△）減 

３６，３４５ 点 ４１，７２４ 点 △ ５，３７９ 点 

 （注）1 取得価格１００万円以上のものである。 
       2 総トン数２０トン未満の船舶を含む。 

 
主 な 増 減 説 明 

 
・物品の減少は、主に、公立大学法人首都大学東京への無償譲渡（３，９１７点）によるものである。 
 
 
（表１２）債 権 

平成１７年度末現在高 平成１６年度末残高 増（△）減 

1,786,506,928,009 円 1,698,167,260,484 円    88,339,667,525 円 

 
主 な 増 減 説 明 

 
・債権の増加は、主に、制度融資貸付金（８５２億３，８００万円）の貸付けによるものである。  
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（表１３）基 金 

平成１７年度末現在高 平成１６年度末残高 増（△）減 

956,616,485,830 円   806,868,835,740 円    149,747,650,090 円 

 
主 な 増 減 説 明 

 
・基金の増加は、主に、財政調整基金（１，２９８億６，０４２万余円）の積立てによるものである。 
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第４ 局別事項 
局別事項は、審査の対象となった一般会計及び１８特別会計を所管する２２局について、平成１８

年７月２１日から同年８月４日までを実地審査期間として審査を実施したものであり、局別の結果に

ついては以下のとおりである。 
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知 事 本 局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象 

（１）一般会計 

（２）財  産 

 

２ 実地審査場所 

   知 事 本 局 

 

３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、知事本局執行分を審査した。 

審査に当たっては、 

（１）決算計数は、正確であるか 

（２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

（３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算計数について 

審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

書及び財産に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

 

第３ 決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算の状況 

（１）一般会計 

ア 歳 入                             （単位：千円、％） 

科  目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率

使用料及手数料              1              25               24    － 

国 庫 支 出 金             200             300              100    150 

諸    収    入           6,127          10,676            4,549     174.2 

計           6,328          11,002            4,674    173.9 
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歳入は、第７款使用料及手数料ほか２款であり、予算現額６３２万余円、収入済額１，１０

０万余円、比較増額４６７万余円、収入率１７３．９％である。 

歳入の主な内容は、 

・諸収入のうち、財団法人自治体国際化協会助成金受入          １，０３０万円 

である。 

 なお、第１２款諸収入（項：雑入）において、不納欠損額（２２３万余円）及び収入未済額

（２，７８０円）が生じている。  

 

イ 歳 出                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不  用  額 執 行 率

総  務  費     3,334,084     2,904,953            0       429,130     87.1 

 

歳出は、第２款総務費の１項１目で執行しており、予算現額３３億３，４０８万余円、支出

済額２９億４９５万余円、不用額４億２，９１３万余円、執行率８７．１％である。 

執行内容は、 

・行財政の基本的な計画及び総合調整、職員費等に要したもの 

（項）知事本局費   （目）管理費           ２９億４９５万余円 

である。 

 

２ 財産の管理状況 

ア 財 産 

区   分 平成１７年度末現在高 平成１６年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

 出資による権利 

２ 物  品 

 

   1,166,000,000 円 

            ７２ 点 

 

   1,166,000,000 円 

            ７２ 点 

 

              0 円 

             ０ 点 
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 青少年・治安対策本部 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象 

（１）一般会計 

（２）財  産 

  

２ 実地審査場所 

   青少年・治安対策本部 

 

３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、青少年・治安対策本部執行分を審査した。 

審査に当たっては、 

（１）決算計数は、正確であるか 

（２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

（３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算計数について 

審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

書及び財産に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

 

第３ 決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算の状況 

（１）一般会計 

ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科  目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率

使用料及手数料              0               0                0    － 

国 庫 支 出 金               0           1,575            1,575     － 

計             0           1,575            1,575     － 
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歳入は、第７款使用料及手数料及び第８款国庫支出金の２款であり、予算現額０円、収入済

額１５７万余円、比較増額１５７万余円である。 

歳入の主な内容は、 

・国庫支出金のうち、人権啓発活動地方委託の生活文化費委託金       １５７万余円 

である。 

 

イ 歳 出                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不  用  額 執 行 率

総  務  費      346,916       253,597            0        93,318     73.1 

生 活 文 化 費    2,021,201 1,106,375            0       914,825     54.7 

計   2,368,117 1,359,972       0     1,008,144     57.4 

 

歳出は、第２款総務費及び第４款生活文化費の２款で２項３目に区分して執行しており、予

算現額２３億６，８１１万余円、支出済額１３億５，９９７万余円、不用額１０億８１４万余

円、執行率５７．４％である。 

総務費の執行内容は、 

・治安対策及び青少年育成総合対策事務、職員費等に要したもの 

（項）知事本局費   （目）管理費          ２億５，３５９万余円 

生活文化費の主な執行内容は、 

・交通安全対策、青少年育成総合施策に従事する職員費等に要したもの 

     （項）生活文化費   （目）管理費         １０億３，５６３万余円 

である。 
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総 務 局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象 

（１）一般会計 

（２）特別会計 

      特別区財政調整会計 

      小笠原諸島生活再建資金会計 

（３）財  産 

 

２ 実地審査場所 

   総 務 局 

 

３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、総務局執行分を審査した。 

審査に当たっては、 

（１）決算計数は、正確であるか 

（２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

（３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

 １ 決算計数について 

審査に付された一般会計及び特別会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収

支に関する調書及び財産に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 
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第３ 決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算の状況 

（１）一般会計 

ア 歳 入                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率 

使用料及手数料           4,656          5,017                 361      107.8 

国 庫 支 出 金       9,401,122      8,347,986  △       1,053,136       88.8 

財 産 収 入       5,749,005      5,302,818  △         446,186       92.2 

繰  入  金       9,282,811      8,346,221  △         936,589       89.9 

諸  収  入       4,722,846      4,635,301  △          87,544       98.1 

計      29,160,440     26,637,346  △       2,523,093       91.3 

 

歳入は、第７款使用料及手数料ほか４款であり、予算現額２９１億６，０４４万円、収入済

額２６６億３，７３４万余円、比較減額２５億２，３０９万余円、収入率９１．３％である。 

歳入の主な内容は、 

・国庫支出金のうち、総務費委託金               ８３億４，１５７万余円 

・繰入金のうち、病院会計繰入金                ５０億１，８３２万余円 

である。 

なお、第１２款諸収入（項：雑入）において、収入未済額（４，３５７万余円）が生じてい

る。 

 

イ 歳 出                              （単位：千円、％） 

科目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

総 務 費     162,023,000     147,354,901              0     14,668,098     90.9 

学 務 費      16,554,000      16,358,790              0        195,209     98.8 

諸 支 出 金   1,101,015,248   1,099,897,050              0      1,118,197     99.9 

計   1,279,592,248   1,263,610,742              0     15,981,505     98.8 

 

歳出は、第２款総務費ほか２款で８項２６目に区分し執行しており、予算現額１兆２，７９

５億９，２２４万余円、支出済額１兆２，６３６億１，０７４万余円、不用額１５９億８，１

５０万余円、執行率９８．８％である。 

総務費の主な執行内容は、 

・区市町村に対する財政補完等に要したもの 

（項）区市町村振興費 （目）自治振興費      ６４７億３，１９１万余円 
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・職員の退職手当等に要したもの 

（項）退職手当及年金費（目）退職費         ３６４億２，２４２万余円 

    学務費の執行内容は、 

   ・公立大学法人首都大学東京への交付金等に要したもの 

        （項）大学管理費   （目）管理費         １６３億５，８７９万余円 

諸支出金の主な執行内容は、  

・特別区財政調整会計に対する繰出金に要したもの 

（項）他会計支出金  （目）特別会計繰出金   ８，６０２億２，７９８万円 

である。 

 

 （２）特別区財政調整会計 

ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率 

繰  入  金     860,227,980     860,227,980             0      100 

諸  収  入              10               0  △            9        0.0 

繰  越  金              10               0  △            9        0.0 

計     860,228,000     860,227,980  △           19      100.0 

 

歳入は、第１款繰入金ほか２款であり、予算現額８，６０２億２，８００万円、収入済額８，６

０２億２，７９８万余円、比較減額１万余円、収入率１００．０％である。 

歳入の主な内容は、 

・一般会計からの特別区財政調整交付金繰入金        ８，６０２億２，７９８万円 

である。 

 

イ 歳 出                              (単位：千円、％) 

科  目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不  用  額 執 行 率 

特 別 区 交 付 金   860,228,000   860,227,980            0          20     100.0 

 

歳出は、第１款特別区交付金で１項２目に区分し執行しており、予算現額８，６０２億２，８

００万円、支出済額８，６０２億２，７９８万円、不用額２万円、執行率１００．０％である。 

執行内容は、 

   ・普通交付金に要したもの 

        （項）特別区財政調整交付金（目）普通交付金  ８，４２４億４，３６９万余円 

・特別交付金に要したもの 

        （項）特別区財政調整交付金（目）特別交付金    １７７億８，４２８万余円 
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   である。 
 

（３）小笠原諸島生活再建資金会計 

ア 歳 入                              (単位：千円、％) 

科  目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増 (△) 減額 収 入 率 

事 業 収 入           34,215           57,638           23,423     168.5 

諸  収  入              340              614              274     180.6 

繰  越  金          330,445          542,096          211,651     164.1 

計          365,000          600,349          235,349     164.5 

 

歳入は、第１款事業収入ほか２款であり、予算現額３億６，５００万円、収入済額６億３４

万余円、比較増額２億３，５３４万余円、収入率１６４．５％となっている。 

歳入の主な内容は、 

・前年度決算における繰越金                   ５億４，２０９万余円 

である。 

なお、第１款事業収入（項：貸付金元利収入）において、収入未済額（８，２３９万余円）

が、第２款諸収入（項：雑入）において、収入未済額（１９５万余円）が生じている。 

 

イ 歳 出                              (単位：千円、％) 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

貸 付 費       365,000        34,000             0       331,000       9.3 

 

歳出は、第１款貸付費の１項１目で執行しており、予算現額３億６，５００万円、支出済額

３，４００万円、不用額３億３，１００万円、執行率９．３％となっている。  

 

２ 財産の管理状況 

ア 財 産 

区   分 平成１７年度末現在高 平成１６年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

土     地 

建     物 

物     権 

無 体 財 産 権 

有 価 証 券 

出資による権利 

２ 物  品 

３ 債  権 

４ 基  金 

 

     1,896,979.16 ｍ２

 

       187,593.10 ｍ２

 

地上権   4,489.43 ｍ２

 

著作権       ２７ 件 

株券   61,500,000 円 

   74,033,495,339 円 

           ７５４ 点 

    4,549,481,899 円 

  289,601,343,672 円 

 

     1,810,159.50 ｍ２ 

  

       128,390.39 ｍ２ 

  

地上権   4,489.43 ｍ２ 

  

著作権       ２７ 件 

株券   61,500,000 円 

    2,484,300,000 円 

       １，３８７ 点 

    3,998,823,675 円 

  286,625,865,763 円 

 

      86,819.66 ｍ２ 

 

      59,202.71 ｍ２ 

 

              0 ｍ２ 

 

             ０ 件 

              0 円 

 71,549,195,339 円 

 △      ６３３ 点 

    550,658,224 円 

  2,975,477,909 円 
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総務局で所管している財産は左表のとおりであり、その主な増減事由は、 

・土地の増加は、小笠原村父島７号線農道用地（１０６．８２ｍ２ 

 ）を産業労働局に所管換に

より減少したものの、都立科学技術大学敷地（６万２，４３９．６１ｍ２ 

 ）等の大学管理本

部からの所管換により増加したことによるもの 

・建物の増加は、職員住宅（柿の木坂寮、２４６．２０ｍ２ 

 ）の除却により減少したものの、

都立科学技術大学校舎（１万３０１．５６ｍ２ 

 ）等の大学管理本部からの所管換により増加

したことによるもの 

・出資による権利の増加は、公立大学法人首都大学東京への都立大学敷地（１４９億７，６３

２万余円）等へ出資したことによるもの 

・物品の減少は、東京都防災行政無線再整備計画に基づいた機器の更新を、購入から賃借に切

換えたことにより、不要となった機器（５９４点）を廃棄したことによるもの 

・債権の増加は、小笠原諸島生活再建資金貸付金（２，３０６万余円）が減少したものの、財

団法人東京都島しょ振興公社への貸付金（５億７，０００万円）が増加したことによるもの 

・基金の増加は、災害救助基金（９，０２４万余円）が減少したものの、区市町村振興基金（３

０億６，５７２万余円）が増加したことによるもの 

である。 

 

イ 債権のうち貸付金の年度末残高                   （単位：千円） 

貸付金の種類（名称） 平成１７年度末残高 滞納(収入未済)額 

小笠原諸島生活再建資金貸付金        １２８，１４０         ６２，００１ 

(財)東京都島しょ振興公社貸付金    ３，０４０，０００                   ０ 

地域総合整備資金貸付金            ７，５８９                   ０ 

医療技術短期大学修学資金貸付金            ３，６９２                   ０ 

合   計    ３，１７９，４２１         ６２，００１ 
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財 務 局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象 

（１）一般会計 

（２）特別会計 

      用地会計 

      公債費会計 

（３）財  産 

 

２ 実地審査場所 

   財 務 局 

 

３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、財務局執行分を審査した。 

   審査に当たっては、 

  （１）決算計数は、正確であるか 

  （２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

  （３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

  などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算計数について 

審査に付された一般会計及び特別会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書及び実質

収支に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

   なお、財産に関する調書の計数については、次のとおり、その一部に誤りが認められた。 

 （１）財産管理 

ア 公有財産について 

   ＜建 物＞ 

（ア）建物４０．５２㎡（旧三番町材料置き場）が過大に登載されている。 

 

 

 



 - 57 -

第３ 決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算の状況 

（１）一般会計 

ア 歳 入                            （単位：千円、％） 

科目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率

地方特例交付金 196,576,464 196,576,464 0 100 

特別交付金 4,640,003 4,584,310 △    55,693 98.8

使用料及手数料 1,307,170 1,310,620 3,450 100.3

国庫支出金 167 166 △       1 99.4

財 産 収 入 25,958,331 16,922,853 △   9,035,477 65.2

繰 入 金 1,788,483 1,771,219 △    17,263 99.0

諸 収 入 74,742,479 72,604,010 △   2,138,468 97.1

都   債 389,872,000 269,892,521 △  119,979,478 69.2

繰 越 金 36,844,586 36,844,586 0 100.0

計 731,729,683 600,506,751 △  131,222,931 82.1

 

歳入は、第４款地方特例交付金ほか８款であり、予算現額７，３１７億２，９６８万余円、

収入済額６，００５億６７５万余円、比較減額１，３１２億２，２９３万余円、収入率８２．

１％である。 

歳入の主な内容は、 

    ・地方特例交付金のうち、減税補てん特例交付金       １，５７８億２５９万余円 

    ・財産収入のうち、不動産売払収入             １２４億４，５３２万余円 

    ・諸収入のうち、宝くじ収入                 ７１４億５，９８１万余円 

    ・都債のうち、土木債                 １，２８７億８，０１９万余円 

   である。 

    また、第９款財産収入（項：財産運用収入、項：財産売払収入）において、収入未済額（２，８

５８万余円）が、第１２款諸収入（項：雑入）において不納欠損額（２万余円）が、同諸収入

（項：延滞金及加算金、項：弁償金及報償金、項：雑入）において、収入未済額（２５６万余

円）が生じている。 
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イ 歳 出                             （単位：千円、％） 

科目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

総 務 費 10,642,000 9,144,209 0 1,497,790 85.9

公 債 費 535,340,303 535,253,945 0 86,357 100.0

諸 支 出 金 718,888,578 717,883,515 0 1,005,062 99.9

予 備 費 4,755,862 0 0 4,755,862 0 

計 1,269,626,743 1,262,281,671 0 7,345,071 99.4

 

歳出は、第２款総務費ほか３款で８項１５目に区分し執行しており、予算現額１兆２，６

９６億２，６７４万余円、支出済額１兆２，６２２億８，１６７万余円、不用額７３億４，５

０７万余円、執行率９９．４％である。 

公債費の執行内容は、 

・都債の元金、利子及び減債基金積立金等の公債費会計への繰出に要したもの 

（項）公債費   （目）公債費会計繰出金    ５，３５２億５，３９４万余円 

     諸支出金の主な執行内容は、 

    ・財政調整基金への積立てに要したもの 

（項）財産費   （目）財政調整基金積立金   １，８４８億４，００５万余円 

・公営企業会計に対する経費補給金及び出資金に要したもの 

（項）他会計支出金 （目）公営企業会計支出金  ３，１６１億７，７９７万余円 

である。 

 

（２）用地会計 

ア 歳 入                             （単位：千円、％） 

科目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率 

財 産 収 入 49,313,980 56,274,266 6,960,286 114.1 

繰 入 金 56,473,000 56,224,701 △   248,298 99.6 

諸 収 入 792 5 △     786 0.6 

都   債 23,869,000 15,654,867 △  8,214,132 65.6 

繰 越 金 1,821,091 3,362,782 1,541,691 184.7 

計 131,477,863 131,516,623 38,760 100.0 

 

歳入は、第１款財産収入ほか４款であり、予算現額１，３１４億７，７８６万余円、収入

済額１，３１５億１，６６２万余円、比較増額３，８７６万余円、収入率１００．０％とな

っている。 
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歳入の主な内容は、 

    ・財産収入のうち、先行取得用地の不動産売払収入      ５６２億７，０４９万余円 

    ・繰入金のうち先行取得用地の元利償還金等の一般会計繰入金 ５６２億２，４７０万余円 

    である。 

 

イ 歳 出                             （単位：千円、％） 

科目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

用 地 費 131,477,863 123,662,832 665,770 7,149,260 94.1 

 

歳出は、第１款用地費の１項１目で執行しており、予算現額１，３１４億７，７８６万余

円、支出済額１，２３６億６，２８３万余円、翌年度繰越額６億６，５７７万円、不用額７

１億４，９２６万余円、執行率９４．１％である。 

執行内容は、 

・公共用地の先行取得に要したもの 

（項）用地費  （目）諸用地先行取得費    １，２３６億６，２８３万余円 

    である。 

翌年度繰越は、繰越明許費５億５，１５０万余円、事故繰越１億１，４２６万余円で、主

な内容は、用地取得に係る補償費等である。 

 

（３）公債費会計 

ア 歳 入                             （単位：千円、％） 

科目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率 

財 産 収 入 899,170 523,119 △    376,050 58.2

繰 入 金 1,791,367,674 1,783,176,889 △   8,190,784 99.5

諸 収 入 1,459 7 △     1,451 0.5

都   債 611,866,000 611,643,491 △    222,508 100.0

計 2,404,134,303 2,395,343,508 △   8,790,794 99.6

 

歳入は、第１款財産収入ほか３款であり、予算現額２兆４，０４１億３，４３０万余円、

収入済額２兆３，９５３億４，３５０万余円、比較減額８７億９，０７９万余円、収入率９

９．６％である。 

歳入の主な内容は、 

    ・繰入金のうち元金償還金等に要した一般会計・特別会計・公営企業会計及び減債基金から

の繰入                      １兆７，８３１億７，６８８万余円 

    ・都債のうち借換債による都債収入           ６，１１６億４，３４９万余円 
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    である。 

 

イ 歳 出                             （単位：千円、％） 

科 目(款) 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

公 債 費 2,404,134,303 2,395,343,508 0 8,790,794 99.6

 

歳出は、第１款公債費で１項５目に区分し執行しており、予算現額２兆４，０４１億３，４

３０万余円、支出済額２兆３，９５３億４，３５０万余円、不用額８７億９，０７９万余円、

執行率９９．６％である。 

主な執行内容は、 

・都債の元金償還金に要したもの 

        （項）公債費   （目）元金償還金    １兆７，４８２億８，４０５万余円 

・都債の利子償還金に要したもの 

（項）公債費   （目）利子償還金        ２，９７４億６５８万余円 

・都債償還に係る減債基金への積立金に要したもの 

（項）公債費   （目）減債基金積立金    ３，４２８億１，７５８万余円 

である。 

 

２ 財産の管理状況 

ア 財 産 

区   分 平成１７年度末現在高 平成１６年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

土   地 

建   物 

無体財産権 

有 価 証 券 

 

出資による権利 

不動産信託の受益権 

２ 物  品 

３ 債  権 

４  基  金 

 

5,407,741.80 ㎡

475,362.45 ㎡

著作権          ２ 件

株券 

1,724,328,880 円

11,000,000 円

３ 件

１４２ 点

0 円

628,427,038,217 円

 

5,378,942.83 ㎡

441,462.44 ㎡

著作権         １ 件

株券 

1,724,328,880 円

11,000,000 円

３ 件

１４６ 点

650,000,000 円

479,224,241,243 円

 

28,798.97 ㎡

33,900.01 ㎡

１ 件

0 円

0 円

０ 件

△               ４ 点

△      650,000,000 円

149,202,796,974 円

 

財務局で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は、 

    ・土地の増加は、旧八王子滝山町アパート予定地の売却により７，３７７．６１㎡減少した
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ものの、旧大泉学園高等学校敷地１９，９９９．０７㎡を教育庁から、旧都立短期大学敷地

１９，９５３．５０㎡を総務局からの引継ぎにより増加したことによるもの 

    ・建物の増加は、旧第七建設事務所庁舎の売却により２，６５１．０１㎡減少したものの、

旧大泉学園高等学校校舎及び旧池袋商業高等学校校舎の教育庁からの引継ぎにより２０，５

２３．４９㎡増加したことなどによるもの 

    ・無体財産権（著作権）の増加は、財産情報システムを開発したことによるもの 

    ・物品の減少は、庁有車の他局への所属換をしたことなどによるもの 

    ・債権の減少は、国連大学高等研究所の横浜市移転に伴う敷金を返還（６億５，０００万円）

したことによるもの 

・基金の増加は、減債基金の取り崩しにより３４５億５，３７４万余円減少したものの、財

政調整基金が１，２９８億６，０４２万余円、社会資本等整備基金が５３８億９，６１１万

余円、それぞれ増加したことによるもの 

である。 
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主 税 局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象 

（１）一般会計 

（２）特別会計 

地方消費税清算会計 

（３）財  産 

 

２ 実地審査場所 

  主 税 局 

 

３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、主税局執行分を審査した。 

審査に当たっては、 

（１）決算計数は、正確であるか 

（２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

（３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算計数について 

審査に付された一般会計及び特別会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収

支に関する調書及び財産に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 
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第３ 決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算の状況 

（１）一般会計 

   ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率

都          税     4,566,398,909     4,599,592,666        33,193,757      100.7 

地 方 譲 与 税        66,967,742        67,066,920             99,178     100.1 

助 成 交 付 金            19,188            20,736              1,548      108.1 

使用料及手数料           405,037            391,629   △        13,407     96.7 

財 産 収 入               206               399                193      193.7 

繰  入  金             1,000                23  △           976       2.3 

諸  収  入         9,762,735        10,425,242           662,507     106.8 

計     4,643,554,817     4,677,497,617          33,942,800      100.7 

 

歳入は、第１款都税ほか６款であり、予算現額４兆６，４３５億５,４８１万余円、収入済額

４兆６,７７４億９，７６１万余円、比較増額３３９億４，２８０万余円、収入率１００．７％

である。 

歳入の主な内容は、 

・都税のうち、法人都民税８，６２１億８，２９０万余円、法人事業税１兆２,３１６億６，２

４４万余円、固定資産税１兆９８億３，１２７万余円である。 

なお、第１款都税(項：都民税ほか１２項)において、不納欠損額（２１８億７，９９２万余

円）及び収入未済額（１，０４３億２，３１９万余円）が、第１２款諸収入(項：延滞金及加算

金)において、不納欠損額（１６億６，４９６万余円）及び収入未済額（４６億４４４万余円）

が生じている。 

 

イ 歳 出                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

徴   税   費    75,951,138    72,989,116             0   2,962,021     96.1 

諸 支 出 金    97,692,050    87,356,004             0  10,336,045     89.4 

計   173,643,188   160,345,121             0  13,298,066     92.3 

 

歳出は、第３款徴税費及び第１６款諸支出金の２款で５項９目に区分し執行しており、予算

現額１，７３６億４，３１８万余円、支出済額１，６０３億４，５１２万余円、不用額１３２

億９，８０６万余円、執行率９２．３％である。 
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徴税費の主な執行内容は、 

・一般管理事務関係職員の給与等に要したもの 

        （項）徴税管理費   （目）管理費         １４３億３，５３２万余円 

・都税賦課事務関係職員の給与等に要したもの 

        （項）課税費     （目）管理費          １８０億３１７万余円 

・都税徴収事務関係職員の給与等に要したもの 

        （項）徴収費     （目）管理費          ９２億８，０１４万余円 

・個人都民税徴収取扱等に対する交付金等に要したもの 

（項）徴収費     （目）徴収事務費        ２８４億２１７万余円 

諸支出金の主な執行内容は、 

・都税の過誤納に係る還付金等に要したもの 

（項）諸費      （目）過誤納還付金       ８５３億２７９万余円 

である。 

 

 （２）地方消費税清算会計 

ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率

地 方 消 費 税      804,502,000      771,347,419  △   33,154,580      95.9 

諸  収  入      233,759,000      236,079,211        2,320,211     101.0 

繰  越  金      112,615,000       97,293,560  △   15,321,439        86.4 

計    1,150,876,000    1,104,720,190  △   46,155,809      96.0 

 

歳入は、第１款地方消費税ほか２款であり、予算現額１兆１，５０８億７，６００万円、収

入済額１兆１，０４７億２,０１９万余円、比較減額４６１億５，５８０万余円、収入率９６．

０％となっている。 

歳入の主な内容は、 

・地方消費税                       ７，７１３億４，７４１万余円 

・諸収入のうち、清算によって他の道府県から払込まれる地方消費税清算金収入 

２，３６０億７，９１８万余円 

である。 

 

イ 歳 出                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

地方消費税清算費  1,039,702,000  1,007,063,267            0   32,638,732    96.9 
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歳出は、第１款地方消費税清算費で１項３目に区分し執行しており、予算現額１兆３９７億

２００万円、支出済額１兆７０億６,３２６万余円、執行率９６．９％である。  

主な執行内容は、 

・消費地と課税地を一致させるための調整に係る関係道府県との清算に要したもの 

（項）地方消費税清算費（目）地方消費税清算金 ６，４７５億２，７６８万余円 

・地方消費税収入額の清算後における一般会計への繰出金に要したもの 

（項）地方消費税清算費（目）一般会計繰出金  ３，５６７億７，３７９万余円 

である。 

 

２ 財産の管理状況 

ア 財 産 

区   分 平成１７年度末現在高 平成１６年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

土     地 

建     物 

出資による権利 

２ 物  品 

 

     53,144.23 ｍ２

       107,055.91 ｍ２

      300,200,000 円

           １４５ 点

 

        52,937.11 ｍ２ 

 

       107,055.91 ｍ２ 

 

      300,200,000 円 

           １４６ 点 

 

     207.12 ｍ２

              0 ｍ２

              0 円

△       １点

 

主税局で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は、 

・土地の増加は、小平都税支所の敷地の一部（２０７．１２ｍ２ 

 ）の登載漏れを修正したこと

によるもの 

である。 
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生 活 文 化 局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象 

（１）一般会計 

（２）財  産 

 

２ 実地審査場所 

   生活文化局 

 

３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、生活文化局執行分を審査した。 

   審査に当たっては、 

（１）決算計数は、正確であるか 

  （２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

  （３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

  などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算計数について 

審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

書及び財産に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

 

第３ 決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算の状況 

（１）一般会計 

ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率 

使用料及手数料        1,373,513        1,231,833  △       141,679      89.7 

国 庫 支 出 金       15,192,462       15,492,719           300,257     102.0 

財 産 収 入           51,128           43,215  △         7,912      84.5 

諸  収  入        1,335,928        1,280,146  △        55,781      95.8 

計       17,953,031       18,047,915            94,884     100.5 
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歳入は、第７款使用料及手数料ほか３款であり、予算現額１７９億５，３０３万余円、収入

済額１８０億４，７９１万余円、比較増額９，４８８万余円、収入率１００．５％である。 

歳入の主な内容は、 

   ・使用料及手数料のうち、旅券発給手数料等の生活文化手数料   １１億７，４３４万余円 

   ・国庫支出金のうち、私立学校経常費等の学務費国庫補助金   １５４億６，８１３万余円 

   ・諸収入のうち、育英資金返還金の学務費貸付金元利収入     １１億２，０３５万余円 

   である。 

なお、第９款財産収入（項：財産運用収入）において、収入未済額（２３万余円）が、第１

２款諸収入（項：貸付金元利収入）において、不納欠損額（１０１万余円）及び収入未済額（７

億６，０９２万余円）が、同款（項：雑入）において、収入未済額（２，５２５万余円）が生

じている。 

 

イ 歳 出                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

生 活 文 化 費    17,285,799    16,016,300            0    1,269,498     92.7 

学  務  費   125,237,047   124,125,738            0    1,111,308     99.1 

計   142,522,846   140,142,038            0    2,380,807     98.3 

 

歳出は、第４款生活文化費及び第１２款学務費の２款で３項９目に区分し執行しており、予

算現額１，４２５億２，２８４万余円、支出済額１，４０１億４，２０３万余円、不用額２３

億８，０８０万余円、執行率９８．３％である。 

生活文化費の主な執行内容は、 

   ・都政に関する広報広聴等に要したもの 

（項）生活文化費   （目）広報広聴費        ２７億２，５１７万余円 

・東京ウィメンズプラザの運営及び海外渡航事務等に要したもの 

    （項）生活文化費   （目）都民生活費        １７億９，０２１万余円 

   ・江戸東京博物館等文化施設の運営等に要したもの 

       （項）生活文化費   （目）文化振興費        ６０億３，０３０万余円 

    学務費の主な執行内容は、 

   ・私立高等学校経常費補助等に要したもの 

       （項）私立学校振興費 （目）助成費       １，２２４億４，４９３万余円 

   である。 
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２ 財産の管理状況 

ア 財 産 

区   分 平成１７年度末現在高 平成１６年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

土     地 

建     物 

物     権 

無 体 財 産 権 

 

有 価 証 券 

 

出資による権利 

２ 物  品 

３ 債  権 

 

107,758.11 ｍ２

 

222,845.94 ｍ２

 

地上権   1,020.61 ｍ２

 

著作権         ４ 件

商標権       ２８ 件

株券 

      695,000,000 円

      446,000,000 円

       ３，１８２ 点

10,368,467,926 円

 

       107,758.11 ｍ２ 

 

       222,440.72 ｍ２ 

 

地上権   1,020.61 ｍ２ 

 

著作権         ４ 件 

商標権       ２５ 件 

株券 

     695,000,000 円 

      446,000,000 円 

       ３，０６６ 点 

11,116,498,950 円 

 

              ０ ｍ２

          405.22 ｍ２

              ０ ｍ２

              ０ 件

              ３ 件

 

              ０ 円

              ０ 円

          １１６ 点

△   748,031,024 円

 

生活文化局で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は、 

・建物の増加は、旧女性相談センター等（２２．５１㎡）の述べ床面積の更正により減少した 

ものの、江戸東京博物館（４２７．７３㎡）の増築等により増加したことによるもの 

・商標権の増加は、現代美術館のシンボルマーク（３件）を登録したことによるもの 

・物品の増加は、廃棄等により９９点減少したものの、美術館の収蔵品の取得（寄贈）等によ 

り２１５点増加したことによるもの 

・債権の減少は、育英資金貸付金を返還（６億５，６６１万余円）したことなどによるもの 

である。 

 

イ 債権のうち貸付金の年度末残高                    （単位：千円） 

貸付金の種類（名称） 平成１７年度末残高 滞納（収入未済）額 

公衆浴場施設確保資金貸付金             ４１５，８５２                    ０ 

育英資金貸付金         ８，６３７，６３７        ７０８，０２７ 

進学奨励事業学資金貸付金             ２３３，８４２          ５２，８９８ 

合      計        ９，２８７，３３２        ７６０，９２５ 
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都 市 整 備 局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象 

（１）一般会計 

（２）特別会計 

      都営住宅等事業会計 

      都営住宅等保証金会計 

      都市開発資金会計 

多摩ニュータウン事業会計 

      市街地再開発事業会計 

      臨海都市基盤整備事業会計 

（３）財  産 

 

２ 実地審査場所 

   都市整備局 

 

３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、都市整備局執行分を審査した。 

   審査に当たっては、 

  （１）決算計数は正確であるか 

  （２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

  （３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

  などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について 

  の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算計数について 

 審査に付された一般会計及び特別会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収

支に関する調書及び財産に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。  
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第３ 決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算の状況 

（１）一般会計 

   ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率 

分担金及負担金         1,077,355         1,313,363          236,008      121.9

使用料及手数料         1,963,814         1,785,514  △      178,299       90.9

国 庫 支 出 金        20,118,246        17,187,365 △    2,930,880       85.4

財 産 収 入         7,198,137         2,987,002 △    4,211,134       41.5

繰  入  金         1,744,092         1,901,554          157,462      109.0

諸  収  入        30,655,722        31,188,149          532,427      101.7

 

計        62,757,366        56,362,950  △    6,394,415       89.8

 

歳入は、第６款分担金及負担金ほか５款であり、予算現額６２７億５，７３６万余円、収入

済額５６３億６，２９５万余円、比較減額６３億９，４４１万余円、収入率８９．８％である。 

歳入の主な内容は、 

   ・使用料及手数料のうち、建設業許可等の都市整備手数料     １７億８，０８７万余円 

   ・国庫支出金のうち、市街地再開発費等の都市整備費国庫補助金 

                                 １６２億５，７５６万余円 

   ・財産収入のうち、区画整理事業の保留地等の不動産売払収入       ２６億７７７万余円 

   ・繰入金のうち、臨海都市基盤整備事業会計等からの特別会計繰入金 

 １４億３，５３３万余円 

・諸収入のうち、東京地下鉄株式会社等の都市整備費貸付金元利収入 

               ２９９億５，１４９万余円 

である。 

なお、第９款財産収入（項：財産運用収入、項：財産売払収入）において、収入未済額（２

６万余円）が、第１２款諸収入（項：貸付金元利収入、項：弁償金及報償金、項：雑入）にお

いて、不納欠損額（１，９４０万余円）及び収入未済額（６億２，９９０万余円、うち生活再

建資金貸付金２億８，２７６万余円、住宅資金貸付金２億２，５３１万余円）が生じている。 
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イ 歳 出                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

都 市 整 備 費   260,763,999   235,573,385     4,019,741    21,170,872     90.3 

諸 支 出 金            35            34             0             0     97.1 

計   260,764,034   235,573,420     4,019,741    21,170,872     90.3 

 

歳出は、第５款都市整備費及び第１６款諸支出金の２款で６項２４目に区分し執行しており、

予算現額２，６０７億６，４０３万余円、支出済額２，３５５億７，３４２万余円、翌年度繰

越額４０億１，９７４万余円、不用額２１１億７，０８７万余円、執行率９０．３％である。 

都市整備費の主な執行内容は、 

   ・都市高速鉄道建設等の助成に要したもの 

        （項）都市基盤整備費 （目）都市基盤施設等助成費 ７５７億５，７６１万余円 

・都市改造事業に要したもの 

        （項）市街地整備費  （目）都市改造費        ６２２億３８７万余円 

・都営住宅等事業会計への繰出金等に要したもの 

        （項）住宅費     （目）管理費        ２０９億８，５３６万余円 

・優良民間賃貸住宅等利子補給助成事業及び民間住宅助成事業に要したもの 

        （項）住宅費     （目）民間住宅対策費     ９３億４，８６０万余円 

   ・都民住宅の供給助成に要したもの 

        （項）住宅費     （目）都民住宅等供給助成費 １６１億９，５５１万余円 

である。 

翌年度繰越は、繰越明許費４０億１，９７４万余円で、主な内容は、都市改造事業に要する

経費である。 

 

 （２）都営住宅等事業会計 

    ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率 

分担金及負担金          36,752          68,183          31,431      185.5 

使用料及手数料     77,063,947       74,693,497  △   2,370,449       96.9 

国 庫 支 出 金     39,265,721       33,871,433  △   5,394,287       86.3 

財 産 収 入       1,037,677        1,075,907          38,230      103.7 

繰  入  金      21,575,140       20,271,830  △   1,303,309       94.0 

諸  収  入       4,309,102        4,846,679         537,577      112.5 

都     債      25,659,000       14,493,100  △  11,165,899       56.5 

繰  越  金         394,861        1,619,313       1,224,452      410.1 

計     169,342,200      150,939,946  △  18,402,253       89.1 
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歳入は、第１款分担金及負担金ほか７款であり、予算現額１，６９３億４，２２０万円、収

入済額１，５０９億３，９９４万余円、比較減額１８４億２２５万余円、収入率８９．１％で

ある。 

    歳入の主な内容は、 

   ・使用料及手数料のうち、都営住宅等の使用料         ７４６億９，３２７万余円 

   ・国庫支出金のうち、公営住宅建設事業等の国庫負担金     ２９５億５，４６２万余円 

   ・繰入金のうち、一般会計からの繰入金            ２０１億３，６８３万余円 

   ・都債                           １４４億９，３１０万余円 

   である。 

なお、第２款使用料及手数料（項：使用料）において、不納欠損額（２億９，１９４万余円）

及び収入未済額（３２億１，５８１万余円）が、第４款財産収入（項：財産運用収入）におい

て、収入未済額（６３２万余円）が、第６款諸収入（項：貸付金元利収入、項：雑入）におい

て、不納欠損額（７，１８４万余円）及び収入未済額（４億１，５４３万余円、うち退去時の

原状回復に係る居住者負担金１億７，３８９万余円）が生じている。 

 

   イ 歳 出                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

都営住宅等事業費   169,342,200   149,895,142    3,477,000  15,970,057     88.5 

 

歳出は、第１款都営住宅等事業費で１項５目に区分し執行しており、予算現額１，６９３億

４，２２０万円、支出済額１，４９８億９，５１４万余円、翌年度繰越額３４億７，７００万

円、不用額１５９億７，００５万余円、執行率８８．５％である。 

    主な執行内容は、 

   ・都営住宅等の管理運営に要したもの 

        （項）都営住宅等事業費（目）住宅管理費      ３５４億１，９９７万余円 

   ・公営住宅建設等に要したもの 

        （項）都営住宅等事業費（目）住宅建設費      ５２０億８，１１５万余円 

   ・公債費会計及び都営住宅等保証金会計への繰出金 

        （項）都営住宅等事業費（目）特別会計繰出金    ５２３億７，７６２万余円 

   である。 

    翌年度繰越は、繰越明許費３４億７，７００万円で、公営住宅建設等に要する経費である。 
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（３）都営住宅等保証金会計 

   ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率 

保証金収入          1,073,000           951,299  △      121,700      88.7 

繰 入 金          2,604,000         2,603,584  △          416     100.0 

諸 収 入              1,000               276  △          723      27.6 

繰 越 金          1,647,000         1,566,836 △       80,163      95.1 

計          5,325,000         5,121,997 △      203,002      96.2 

 

歳入は、第１款保証金収入ほか３款であり、予算現額５３億２，５００万円、収入済額５１

億２，１９９万余円、比較減額２億３００万余円、収入率９６．２％である。 

    歳入の主な内容は、 

   ・保証金収入のうち、都営住宅の保証金収入            ４億５，７５１万余円 

   ・繰入金のうち、都営住宅等事業会計からの貸付金元金返還繰入金   ２４億６，８００万円 

   である。 

なお、第１款保証金収入（項：住宅保証金収入）において、収入未済額（１０１万余円）が

生じている。 

 

   イ 歳 出                            （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

返 還 金       618,000       521,403             0    96,596     84.4 

繰 出 金       135,000       135,000             0            0    100 

計       753,000       656,403             0    96,596     87.2 

 

歳出は、第１款返還金及び第２款繰出金の２款で２項４目に区分し執行しており、予算現額

７億５，３００万円、支出済額６億５，６４０万余円、不用額は９，６５９万余円、執行率８

７．２％である。 

    主な執行内容は、 

   ・都営住宅退去者に対する保証金返還に要したもの 

       （項）住宅保証金返還金（目）都営住宅保証金返還金      ４億４，３１４万余円 

   ・都営住宅団地環境整備の経費として都営住宅等事業会計への貸付けに要したもの 

       （項）繰出金     （目）都営住宅等事業会計繰出金    １億３，５００万円 

   である。 
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（４）都市開発資金会計 

   ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率 

財 産 収 入            64,952            68,083          3,131        104.8 

繰  入  金         4,221,486         4,187,916  △     33,569      99.2 

諸  収  入               561                 4  △        556       0.7 

都     債         1,000,000                 0  △  1,000,000       0 

繰  越  金                 1                 0  △          1       0 

 

計         5,287,000         4,256,004  △  1,030,995      80.5 

 

歳入は、第１款財産収入ほか４款であり、予算現額５２億８，７００万円、収入済額４２億

５，６００万余円、比較減額１０億３，０９９万余円、収入率８０．５％である。 

    歳入の主な内容は、 

   ・財産収入のうち、都市施設用地等の賃貸収入            ６，８０８万余円 

   ・繰入金のうち、都市施設用地の買収に係る借入金償還のための一般会計繰入金 

４１億８，７９１万余円 

   である。 

 

   イ 歳 出                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

用 地 費     5,287,000     4,256,004            0    1,030,995     80.5 

 

歳出は、第１款用地費で１項３目に区分し執行しており、予算現額５２億８，７００万円、

支出済額４２億５，６００万余円、不用額１０億３，０９９万余円、執行率８０．５％である。 

    主な執行内容は、 

   ・先行取得した用地に係る収入を一般会計へ繰り出したもの 

        （項）用地費     （目）一般会計繰出金         ６，１９２万円 

   ・都市施設用地の買収に係る借入金の償還に要したもの 

        （項）用地費     （目）公債費会計繰出金    ４１億９，３５６万余円 

   である。 
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（５）多摩ニュータウン事業会計  

   ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率 

分担金及負担金                1                0  △            1       0 

使用料及手数料              562           37,266           36,704       － 

国 庫 支 出 金           79,640           71,770  △        7,870      90.1 

財 産 収 入       14,740,501       19,188,660        4,448,159     130.2 

諸  収  入           34,295           49,752           15,457     145.1 

繰  越  金                1        4,759,649        4,759,648       － 

計       14,855,000       24,107,100        9,252,100     162.3 

 

歳入は、第１款分担金及負担金ほか５款であり、予算現額１４８億５，５００万円、収入済

額２４１億７１０万余円、比較増額９２億５，２１０万余円、収入率１６２．３％である。 

    歳入の主な内容は、 

   ・財産収入のうち、宅地及び建物の売払収入          １９０億４，６０４万余円 

   である。 

なお、第５款諸収入（項：弁償金及報償金、項：雑入）において、収入未済額（３，００３ 

万余円）が生じている。 

 

   イ 歳 出                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

ニュータウン事業費   10,977,000    9,931,468           0    1,045,531     90.5 

 

歳出は、第１款ニュータウン事業費で１項４目に区分し執行しており、予算現額１０９億

７，７００万円、支出済額９９億３，１４６万余円、不用額１０億４，５５３万余円、執行率

９０．５％である。 

    主な執行内容は、 

   ・多摩ニュータウンにおける宅地販売事業に要したもの 

        （項）ニュータウン事業費（目）宅地販売事業費     ６億３，６３７万余円 

   ・多摩ニュータウン事業に係る都債の償還に要したもの 

        （項）ニュータウン事業費（目）公債費会計繰出金   ８８億８，３３７万余円 

   である。 
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（６）市街地再開発事業会計 

   ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率

分担金及負担金         3,137,329        3,505,878          368,549    111.7 

使用料及手数料            21,034           24,503            3,469    116.5 

財 産 収 入         3,553,772        4,632,885        1,079,113    130.4 

繰  入  金        26,049,698       23,415,190  △    2,634,507     89.9 

諸  収  入            23,166           57,390           34,224    247.7 

繰  越  金           192,784          192,783 △            1    100.0 

計        32,977,783       31,828,631  △    1,149,151     96.5 

 

歳入は、第１款分担金及負担金ほか５款であり、予算現額３２９億７，７７８万余円、収入

済額３１８億２，８６３万余円、比較減額１１億４，９１５万余円、収入率９６．５％である。 

歳入の主な内容は、 

   ・財産収入のうち、特定施設建築物敷地等の不動産売払収入    ４６億３，２８８万余円 

    ・繰入金のうち、市街地再開発事業に充当する一般会計からの繰入金 

     ２３４億９６３万余円 

   である。 

なお、第２款使用料及手数料（項：使用料）において、収入未済額（９８万円）が、第３款

財産収入（項：財産運用収入、項：財産売払収入）において、収入未済額（２億５，２３３万

余円、うち不動産売払代金２億５，１８２万余円）が、第５款諸収入（項：延滞金及加算金、

項：弁償金及報償金、項：雑入）において、収入未済額（６億２，４１４万余円、うち売却年

賦払利子３億６，２３１万余円、清算金２億１，５８２万余円）が生じている。 

 

   イ 歳 出                              （単位：千円、％） 

科  目 （款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

市街地再開発事業費   32,977,783   31,828,631            0   1,149,151     96.5 

 

歳出は、第１款市街地再開発事業費で１項３目に区分し執行しており、予算現額３２９億

７，７７８万余円、支出済額３１８億２，８６３万余円、不用額１１億４，９１５万余円、執

行率９６．５％である。  

    主な執行内容は、 

   ・白
しら

鬚
ひげ

西地区等の市街地再開発事業に要したもの 

        （項）市街地再開発事業費（目）再開発費       ３４億６，４３２万余円 

   ・市街地再開発事業に係る都債の償還等に要したもの 
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        （項）市街地再開発事業費（目）公債費会計繰出金  ２７８億９，７９２万余円 

   である。 

 

（７）臨海都市基盤整備事業会計 

   ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科 目(款) 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率

分担金及負担金             8,788           20,203          11,415    229.9 

使用料及手数料                 2                0  △           2      0 

財 産 収 入     27,800,000       23,437,198  △   4,362,801     84.3 

繰  入  金        11,138,267        6,630,763  △   4,507,503     59.5 

諸  収  入                 2               83           81      - 

繰  越  金           200,786          200,785  △           1    100.0 

都     債           561,000          469,929  △      91,071     83.8 

計        39,708,845       30,758,962  △   8,949,882     77.5 

 

歳入は、第１款分担金及負担金ほか６款であり、予算現額３９７億８８４万余円、収入済額

３０７億５，８９６万余円、比較減額８９億４，９８８万余円、収入率７７．５％である。 

    歳入の主な内容は、 

   ・財産収入のうち、区画整理事業保留地の不動産売却収入    ２３４億３，７１９万余円 

   ・繰入金のうち、臨海地域開発事業会計からの繰入金       ５３億５，０９８万余円 

   である。 

 

   イ 歳 出                              （単位：千円、％） 

科 目(款) 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

臨海都市基盤整備費    25,514,845    18,235,881      580,618  6,698,345    7１.5

 

歳出は、第１款臨海都市基盤整備費で１項３目に区分し執行しており、予算現額２５５億

１，４８４万余円、支出済額１８２億３，５８８万余円、翌年度繰越額５億８，０６１万余円、

不用額６６億９，８３４万余円、執行率７１．５％である。 

    主な執行内容は、 

   ・豊洲地区等の臨海都市基盤整備事業に要したもの 

        （項）臨海都市基盤整備費（目）開発費       １７１億６，３４３万余円 

   である。 

翌年度繰越は、繰越明許費５億８，０６１万余円で、その内容は、下水道整備等に要する経

費である。 
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 ２ 財産の管理状況 

   ア 財 産 

区  分 平成１７年度末現在高 平成１６年度末現在高 増（△）減  

１ 公有財産 

   土   地 

   建   物 

   無体財産権 

   有 価 証 券 

 

   出資による権利 

  不動産信託の受益権

２ 物  品 

３ 債  権 

 

     21,008,073.81 ｍ２

 

     17,947,611.55 ｍ２

 

 著作権         ３ 件 

 株券 

   131,012,799,500 円 

   208,715,972,200 円 

                １ 件 

            ３２３ 点 

 1,062,555,248,458 円 

 

     21,190,355.61 ｍ２

 

     17,865,928.08 ｍ２

 

 著作権         ２ 件 

 株券 

    121,882,181,500 円

    202,579,590,200 円

                １ 件 

            ３２１ 点 

 1,053,528,929,612 円 

 

 △    182,281.80 ｍ２

 

        81,683.47 ｍ２

 

               １ 件 

 

    9,130,618,000 円 

    6,136,382,000 円 

               ０ 件 

            ２ 点 

 9,026,318,846 円 

 

    都市整備局で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は、 

・土地の減少は、大島小松川公園の敷地（１０万３，４２５．５７ｍ２）を建設局への引継ぎ

及び多摩ニュータウン事業用地（６万７，１７８．２３ｍ２）を売却したことなどによるも

の 

   ・建物の増加は、新宿区百人町四丁目第３アパート１３号棟ほか１３件（８０，８８９．０５

ｍ２）を建築したことによるもの 

・有価証券（株券）の増加は、首都高速道路株式会社の株式（７２億１，５６１万８，０００

円）を引き継がれたもの及び東京臨海高速鉄道株式会社へ出資（１９億１，５００万円）し

たことによるもの 

   ・出資による権利の増加は、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構に対し出資したこ

とによるもの 

   ・債権の増加は、羽田空港再拡張事業資金等を貸し付けたことによるもの 

   である。 
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   イ 債権のうち貸付金の年度末残高                    （単位:千円） 

貸付金の種類（名称） 平成１７年度末残高 滞納（収入未済）額

独立行政法人日本高速道路保有・債務

返済機構貸付金 
    ２０７，３５０，５４３                  ０

東京都地下鉄建設株式会社貸付金     ２０２，２１４，５３９                  ０

多摩都市モノレール株式会社貸付金       ２７，５００，０００                  ０

東京地下鉄株式会社貸付金       ４４，９２４，７８７                  ０

首都圏新都市鉄道株式会社貸付金     １２７，９７２，７２０                  ０

羽田空港再拡張事業貸付金       １０，６６３，０００                  ０

首都高速道路株式会社貸付金    ４０，１８０，０００          ０

東京都住宅供給公社貸付及補助事業貸付金     ３８７，５８９，０８９                  ０

住宅資金貸付金             ５８７，２６５      ２２５，３１０

市街地再開発事業生業資金貸付金               １０，０００                  ０

区画整理移転資金貸付金               １０，９９７         １３，４３５

生活再建資金貸付金     ２，０８６，８２４    ２８２，７６７

多摩ニュータウン活性化事業貸付金             ２８８，８７５                  ０

土地区画整理組合等貸付金             ２４２，０００                  ０

合    計 １，０５１，６２０，６４０     ５２１，５１２

   （注）平成１７年１０月１日に首都高速道路公団の民営化に伴い、債務が独立行政法人日本高

速道路保有・債務返済機構及び首都高速道路株式会社に引き継がれた。 
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環   境   局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

 １ 審査の対象 

 （１）一般会計 

 （２）財  産 

 

 ２ 実地審査場所 

   環 境 局 

 

 ３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、環境局執行分を審査した。 

   審査に当たっては、 

  （１）決算計数は、正確であるか 

  （２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか  

  （３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

 １ 決算計数について 

審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

書及び財産に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

 

第３ 決 算 の 概 要 

 １ 歳入歳出決算の状況 

 （１）一般会計 

   ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率 

分担金及負担金           33,801           33,449  △           351       99.0 

使用料及手数料        3,248,433        2,310,116  △       938,316       71.1 

国 庫 支 出 金        1,983,287        1,720,488  △       262,798       86.7 

財 産 収 入           86,849           82,203  △         4,645       94.7 

諸  収  入        6,120,235        5,718,595  △       401,639       93.4 

計       11,472,605        9,864,854  △     1,607,750       86.0 
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歳入は、第６款分担金及負担金ほか４款であり、予算現額１１４億７，２６０万余円、収入

済額９８億６，４８５万余円、比較減額１６億７７５万余円、収入率８６．０％である。 

歳入の主な内容は、 

   ・使用料及手数料のうち、廃棄物処理手数料等の環境手数料    ２２億９，２８０万余円 

   ・諸収入のうち、一般廃棄物埋立処分に対する受託事業費等の環境費受託事業収入 

                                  ３１億５，３０４万余円 

   である。 

また、第７款使用料及手数料（項：手数料）において、不納欠損額（４１５万余円）及び収

入未済額（２，８５５万余円）が、第１２款諸収入（項：延滞金及加算金、項：雑入）におい

て、不納欠損額（２，３８３万余円）及び収入未済額（２，６１９万余円）が、同諸収入（項：

貸付金元利収入）において、収入未済額（２億７１７万余円）が生じている。 

 

   イ 歳 出                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

環  境  費    27,735,035    22,522,371       265,398   4,947,265     81.2 

 

歳出は、第６款環境費の１款で３項１１目に区分し執行しており、予算現額２７７億３，５

０３万余円、支出済額２２５億２，２３７万余円、翌年度繰越額２億６，５３９万余円、不用

額４９億４，７２６万余円、執行率８１．２％である。 

    主な執行内容は、 

   ・環境保全施策の総合調整、環境確保条例等に関する事務等に要したもの 

        （項）環境管理費   （目）企画調整費        ７億１，７８０万余円 

   ・環境保全活動への支援、大気環境対策及び騒音振動対策等に要したもの 

        （項）環境保全費   （目）環境改善費       １１億８，２１２万余円 

   ・ディーゼル車規制の推進、ディーゼル車対策の支援策等に要したもの 

        （項）環境保全費   （目）自動車公害対策費    １５億６，１１１万余円 

   ・水環境対策、緑地保全策の推進、自然公園の管理等に要したもの 

        （項）環境保全費   （目）自然環境費       ４７億７，５９０万余円 

   ・廃棄物の規制・指導、廃棄物の埋立処分等に要したもの 

        （項）廃棄物費    （目）廃棄物対策費      ６４億７，００２万余円 

   である。 

翌年度繰越額は、事故繰越２億６，５３９万余円で、内容は産業廃棄物処理施設整備事業に

係る補助金である。 
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 ２ 財産の管理状況 

   ア 財 産 

区   分 平成１７年度末現在高 平成１６年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

   土    地 

   建    物 

   山    林 

上記の立木 

推定蓄積量 

   動    産 

 

 

   物    権 

 

 

 

   無体財産権 

 

 

   有 価 証 券 

   出資による権利 

２ 物  品 

３ 債  権 

   11,904,835.49 ｍ２ 

 

     85,956.54 ｍ２ 

 

2,797,719.45 ｍ２ 

 

32,941.00 ｍ３ 

 

船 舶     １隻 

( 41.71 総トン)

浮ドック       １個 

地上権 

 5,162,559.04 ｍ２ 

 

鉱業権 

14,067,200.00 ｍ２

 

特許権       １１ 件 

著作権         １ 件 

その他準ずる権利（特許権）       ４ 件 

株券  187,500,000 円 

     606,000,000 円 

          ８６１ 点 

    3,012,423,516 円 

 

   10,569,510.42 ｍ２ 

  

       89,646.62 ｍ２ 

  

   2,797,719.45 ｍ２ 

  

 

32,941.00 ｍ３ 

  

船 舶      ３隻 

(140.41 総トン) 

浮ドック       １個 

地上権 

  5,162,523.00 ｍ２ 

  

鉱業権 

 14,067,200.00 ｍ２ 

 

特許権       １２ 件 

著作権         １ 件 

その他準ずる権利（特許権）       ６ 件 

株券  187,500,000 円 

 606,000,000 円 

          ９０５ 点 

   3,924,273,162 円 

  1,335,325.07 ｍ２ 

 

△    3,690.08 ｍ２ 

 

          0 ｍ２ 

 

           0 ｍ３ 

 

△      ２隻 

（△98.7 総トン）

            ０個 

  

      36.04 ｍ２ 

 

 

           0 ｍ２ 

 

△          １ 件 

      ０ 件 

△          ２ 件 

            0 円 

            0 円 

△        ４４ 点 

△ 911,849,646 円 

  

環境局で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は、 

・土地の増加は、旧豊島清掃事務所敷地（３，８１０．８１㎡）が財務局への引継ぎ等により

減少したものの、小笠原国立公園敷地（８７万４，４２２．９６ｍ２ 

 ）、横沢入里山保全地域

（４１万３，５２３．９４ｍ２ 

 ）が土地贈与により増加したことによるもの 

・建物の減少は、ダイオキシン抽出処理用一時仮置施設（１，５８４ｍ２ 

 ）の港湾局への所管 

換、旧豊島清掃事務所建物（８４０．６５㎡）を財務局へ引継ぎしたことなどによるもの 

・動産（船舶）の減少は、建設局へ所管換したことによるもの 

・物権（地上権）の増加は、八丈植物園の誤びゅう訂正をしたことによるもの 

・無体財産権（特許権）の減少は、権利が消滅したことによるもの 

・無体財産権（その他これらに準ずる権利（特許権））の減少は、権利が消滅したことによるも

の 
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・物品の減少は、浮遊粒子状物質自動測定記録計等の購入により３６点増加したものの、河川 

水質汚濁監視装置の廃棄等により３３点、冷凍庫等の建設局への所属換により２０点減少し 

たことによるもの 

・債権の減少は、保存樹林地等公有化資金貸付金（８億７２０万余円）及び公害防止資金貸付

金（１億６６２万余円）を返還したことによるもの 

   である。 

 

   イ 債権のうち貸付金の年度末残高                    （単位：千円） 

貸付金の種類（名称） 平成１７年度末残高 滞納（収入未済）額 

 公害防止資金貸付金         １，５９２，０４５      ２０３，０５９ 

 保存樹林地等公有化資金貸付金          １，３８５，８８５                  ０ 

 公共事業の施行に伴う移転資金貸付金                ２６，７１１                  ０ 

 浄化槽点検業務委託に伴う事業資金貸付金                  ４，０００          ４，０００ 

合   計         ３，００８，６４３     ２０７，０５９ 

 



                            - 84 -

福 祉 保 健 局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

 １ 審査の対象 

 （１）一般会計 

 （２）特別会計 

母子福祉貸付資金会計 

心身障害者扶養年金会計 

 （３）財  産 

 

 ２ 実地審査場所 

   福祉保健局 

 

 ３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、福祉保健局執行分を審査した。 

審査に当たっては、 

  （１）決算計数は、正確であるか 

  （２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

  （３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算計数について 

審査に付された一般会計及び特別会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書及び実質

収支に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

なお、財産に関する調書の計数については、次のとおり、その一部に誤りが認められた。 

（１）財産管理 

ア 公有財産について 

   ＜建 物＞ 

（ア）建物１２，０３１．９５ｍ２ 

 （路上生活者自立支援センター台東寮７６０．００ｍ
２ 

 、

東京都板橋福祉工場倉庫Ｂ５５．９５ｍ２ 

 、七生福祉園機具倉庫４５．００ｍ
２ 

 及び東部

療育センター１１，１７１．００ｍ２ 

 ）が過大に登載されている。 

（イ）建物６４０．００ｍ２ 

 （路上生活者自立支援センター北寮）が登載漏れとなっている。 
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   イ 債権について 

   ＜貸付金＞ 

   （ア）貸付金３０億３，１２６万２，１８９円（母子福祉資金貸付金）が過大に計上されてい

る。 

     

第３ 決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算の状況 

 （１）一般会計 

ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率 

分担金及負担金         1,349,875         1,421,408           71,533     105.3 

使用料及手数料        24,931,138        22,213,305  △    2,717,832      89.1 

国 庫 支 出 金        65,349,954        50,117,994  △   15,231,959      76.7 

財 産 収 入           309,002           274,807  △       34,194      88.9 

寄  附  金             1,000             1,900              900     190.0 

繰  入  金            87,671         1,472,681 1,385,010      ― 

諸  収  入        10,254,511        14,861,903        4,607,392     144.9 

計       102,283,151        90,364,000  △   11,919,150      88.3 

 

歳入は、第６款分担金及負担金ほか６款であり、予算現額１，０２２億８，３１５万余円、

収入済額９０３億６，４００万余円、比較減額１１９億１，９１５万余円、収入率８８．３％

である。 

歳入の主な内容は、 

・使用料及手数料のうち、老人医療センター等における診療報酬等の福祉保健使用料 

２１０億５，１５７万余円 

    ・国庫支出金のうち、精神保健費等の福祉保健費国庫補助金 

３１６億８，９９４万余円 

である。 

また、第６款分担金及負担金（項：負担金）において、不納欠損額（６，１１３万余円、

うち児童福祉施設の措置入所負担金２，７７５万余円）及び収入未済額（６億９，１２５万

余円、うち児童福祉施設の措置入所負担金２億８，１８９万余円）が、第７款使用料及手数

料（項：使用料、項：手数料）において、収入未済額（５，６１３万余円、うち老人医療セ

ンター等の診療報酬３，１５０万余円）が、第１２款諸収入（項：貸付金元利収入、項：受

託事業収入、項：弁償金及報償金、項：雑入）において、不納欠損額（４２３万余円、うち

生活保護費弁償金２６７万余円）及び収入未済額（１９億８，２５７万余円、うち同和生業
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資金貸付金１０億９，６２４万余円）が生じている。 

 

イ 歳 出                              （単位：千円、％） 

科 目(款) 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

 福祉保健費    692,302,757    637,351,959     325,755 54,625,042     92.1 

諸 支 出 金        911,613        878,317             0       33,295     96.3 

計 693,214,370    638,230,276       325,755 54,658,338     92.1 

 

歳出は、第７款福祉保健費及び第１６款諸支出金の２款で１０項４６目に区分し執行してお

り、予算現額６，９３２億１，４３７万余円、支出済額６，３８２億３，０２７万余円、翌年

度繰越額３億２，５７５万余円、不用額５４６億５，８３３万余円、執行率９２．１％である。 

福祉保健費の主な執行内容は、 

・医学系研究所の助成に要したもの 

        （項）福祉保健管理費 （目）医学系研究所助成費   ４１億２，２５５万余円 

・医療指導及び救急医療対策等に要したもの 

        （項）医療政策費   （目）医療政策費      ２７１億４，５８１万余円 

・看護職員の養成及び定着対策等に要したもの 

        （項）医療政策費   （目）医療人材対策費     ３２億４，４８５万余円    

・老人保健事業等に要したもの 

        （項）保健政策費   （目）健康推進費       ５２億１，５１０万余円 

・難病医療費助成及び在宅難病患者対策等に要したもの 

        （項）保健政策費   （目）特定疾病対策費    １０７億５，６５０万余円 

・生活保護法による都負担金及び路上生活者対策等に要したもの 

        （項）生活福祉費   （目）生活保護費      ２３６億５，９７４万余円 

・国民健康保険における財政調整交付金及び保険基盤安定負担金等に要したもの 

        （項）生活福祉費   （目）国民健康保険費    ７３９億２，６３８万余円 

・介護保険給付費負担金等に要したもの 

        （項）高齢社会対策費 （目）介護保険費      ６６４億７，１８８万余円 

・シルバーパスの交付及び介護予防・地域支え合い事業等に要したもの 

        （項）高齢社会対策費 （目）高齢福祉費      ２０７億５，２６８万余円 

・児童育成手当及び児童手当の支給等に要したもの 

        （項）少子社会対策費 （目）子ども家庭福祉費   ２２９億１，８６２万余円 

・保育事業運営費補助金及び児童の保護委託等に要したもの 

        （項）少子社会対策費 （目）児童福祉施設費    ５６３億７，０４３万余円 

・心身障害者福祉手当及び重度心身障害者手当の支給等に要したもの 



                            - 87 -

        （項）障害者施策推進費（目）心身障害者福祉費   ２９３億３，６２６万余円 

・知的障害者施設の管理委託及び知的障害者の保護等に要したもの 

        （項）障害者施策推進費（目）心身障害者施設費   ４７４億９，４０７万余円 

・精神障害者に対する医療費助成及び精神障害者地域生活支援施策等に要したもの 

        （項）障害者施策推進費（目）精神保健福祉費    ２６２億１，８６４万余円 

・特別養護老人ホームの整備及び特別養護老人ホーム設置促進特別助成に要したもの 

        （項）施設整備費 （目）社会福祉施設等整備助成費 １６７億９，２２５万余円 

である。 

   翌年度繰越額は、繰越明許費３億２，５７５万余円であり、内容は、社会福祉施設及び医療

施設における、アスベスト対策である。 

 

（２）母子福祉貸付資金会計 

ア 歳 入                            （単位：千円、％） 

科 目(款) 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率 

事 業 収 入         1,707,590         1,913,198         205,608      112.0 

繰  入  金           730,886           600,350  △     130,536       82.1 

諸  収  入             5,148             5,187           39      100.8 

都     債         1,167,585           930,404  △     237,181       79.7 

繰  越  金         1,077,791         1,610,888         533,097      149.5 

計         4,689,000         5,060,028         371,028      107.9 

 

歳入は、第１款事業収入ほか４款であり、予算現額４６億８，９００万円、収入済額５０億

６，００２万余円、比較増額３億７，１０２万余円、収入率１０７．９％である。 

歳入の主な内容は、 

・事業収入のうち、母子福祉資金貸付金の返還金         １８億９，９４４万余円 

である。 

なお、第１款事業収入（項：返還金、項：利子収入）において、不納欠損額（１，３３１万

余円）及び収入未済額（４９億８，８３５万余円、母子福祉資金貸付金）が生じている。 

 

イ 歳 出                            （単位：千円、％） 

科 目(款) 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

貸 付 費      4,689,000      4,002,577            0      686,422      85.4 

 

歳出は、第１款貸付費の１項１目で執行しており、予算現額４６億８，９００万円、支出済

額４０億２５７万余円、不用額は６億８，６４２万余円、執行率８５．４％である。 
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（３）心身障害者扶養年金会計 

ア 歳 入                                                         （単位：千円、％） 

科 目(款) 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率 

事 業 収 入         1,071,726         1,097,975          26,249      102.4 

財 産 収 入            43,866            21,329  △      22,536       48.6 

繰  入  金         3,232,402         3,046,503  △     185,898       94.2 

諸  収  入                 5             1,794           1,789         － 

繰  越  金                 1             9,318           9,317         － 

計         4,348,000         4,176,920  △     171,079       96.1 

 

歳入は、第１款事業収入ほか４款であり、予算現額４３億４，８００万円、収入済額４１億

７，６９２万余円、比較減額１億７，１０７万余円、収入率９６．１％である。 

歳入の主な内容は、 

・事業収入のうち、東京都心身障害者扶養年金加入者の掛金収入  １０億９，７９７万余円 

・繰入金のうち、心身障害者扶養年金基金繰入金         ２６億８，７３５万余円 

である。 

なお、第１款事業収入（項：掛金収入）において、収入未済額（１，５４９万余円）、第４款

諸収入（項：雑入）において、収入未済額（２９２万円）が生じている。 

  

イ 歳 出                              （単位：千円、％） 

科 目(款) 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

扶養年金費      4,348,000      4,159,777            0     188,222     95.7 

 

歳出は、第１款扶養年金費の１項１目で執行しており、予算現額４３億４，８００万円、支

出済額４１億５，９７７万余円、不用額は１億８，８２２万余円、執行率９５．７％である。 
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２ 財産の管理状況 

ア 財 産 

区   分 平成１７年度末現在高 平成１６年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

   土     地 

   建     物 

   無 体 財 産 権 

 

 

   

 出資による権利 

２ 物  品 

３ 債  権 

４ 基  金 

 

1,910,051.69 ｍ２

 

935,968.61 ｍ２

 

特許権         ３ 件 

著作権       ３４ 件 

商標権     １ 件 

その他これらに準ずる権利   １ 件 

367,500,000 円 

４，１５９ 点 

38,277,062,764 円 

38,456,650,473 円 

 

1,914,938.32 ｍ２ 

 

1,037,712.50 ｍ２ 

 

特許権         ５ 件 

著作権       ３４ 件 

商標権     ０ 件 

その他これらに準ずる権利   １ 件 

367,500,000 円 

４，６２０ 点 

36,150,309,293 円 

40,888,332,959 円 

 

 △      4,886.63 ｍ２

 

 △    101,743.89 ｍ２

 

 △            ２ 件 

               ０ 件 

              １ 件 

        ０ 件 

            0 円 

 △        ４６１ 点 

    2,126,753,471 円 

 △ 2,431,682,486 円 

 

福祉保健局で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は、 

・土地の減少は、旧狛江調布保健所３，４７２．７２ｍ２ 

 の財務局へ引継ぎしたことなどによ

るもの 

・建物の減少は、東部療育センターの新築により１万１，１７１．００ｍ２ 

 増加したものの、

旧松沢看護専門学校棟等の除却により６，９５５．３０ｍ２ 

 、緊急一時保護センター江戸川

寮の延べ床面積の修正により１１万７，９６２．４６ｍ２ 

 減少したことなどによるもの 

・無体財産権（特許権）の減少は、「ＬＣ－ＭＳイオン化用コロナ放電電極針」及び「キャピラ

リーパイプの洗浄方法」の権利が消滅したことによるもの 

・無体財産権（商標権）の増加は、「東京都食品衛生自主管理認証制度」認証マークを登録した

ことによるもの 

・物品の減少は、東部療育センターの血液成分分析装置の購入等により３２５点増加したもの

の、多摩北部医療センターの東京都保健医療公社への移管による無償譲渡等により７８６点

減少したことによるもの 

・債権の増加は、看護師等修学資金貸与金が３億８，５８１万１，３６１円減少したものの、

母子福祉資金貸付金が２０億５，１３０万６，７４６円増加したことによるもの 

・基金の減少は、介護保険財政安定化基金が２，２９４万３，４１３円増加したものの、心身

障害者扶養年金基金が２４億５，６０２万３，５２４円減少したことによるもの 
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イ 債権のうち貸付金、貸与金の年度末残高                （単位：千円） 

貸付金、貸与金の種類（名称） 平成１７年度末残高 滞納（収入未済）額 

社会福祉事業振興資金貸付金      ２，２２３，２４５                     ０ 

女性福祉資金貸付金      １，０９９，３３４        ２２２，５９９ 

同和生業資金貸付金            １３，８２１   １，０６４，６５３

同和応急生活資金貸付金             ０      ５２，３６０ 

災害援護資金貸付金          １０４，４１０                     ０ 

国民健康保険広域化等支援基金貸付金            ８１，０００                     ０ 

母子福祉資金貸付金    ２８，８８３，１３０   ４，８６６，６８０ 

保育士修学資金貸付金              ４，９４７       ７，３６２ 

介護老人福祉施設運営資金貸付金            １２，２８０           ０ 

介護保険財政安定化基金貸付金      １，６３３，３３１           ０ 

民間精神病院建築資金貸付金              ３，２６９           ０ 

救急医療機関整備資金貸付金            ８９，２５０ ６，５０６ 

看護婦二年課程定時制学生生計資金貸付金                 ０ ３４，６５７ 

民間医療機関宿舎建設資金貸付金            ８０，０７２ ５，０７０ 

民間医療機関保育施設建設資金貸付金              ７，９６１ ０ 

介護福祉士等修学資金貸与金         ６６９，２０６      ４０，３４６ 

看護師等修学資金貸与金     ２，９３６，１３５ １８５，２６５ 

公衆衛生修学資金貸与金             ２，１６０  ０ 

合    計   ３７，８４３，５５４   ６，４８５，５０１ 

 



 - 91 -

産 業 労 働 局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象 

（１）一般会計 

（２）特別会計 

中小企業設備導入等資金会計 

農業改良資金助成会計 

林業・木材産業改善資金助成会計 

沿岸漁業改善資金助成会計 

（３）財  産 

 

２ 実地審査場所 

   産業労働局 

 

３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び財

産に関する調書について、産業労働局執行分を審査した。 

審査に当たっては、 

（１）決算計数は、正確であるか 

（２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

（３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算についての

説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算計数について 

審査に付された一般会計及び特別会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書及び実質収

支に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

なお、財産に関する調書の計数については、次のとおり、その一部に誤りが認められた。 

（１）財産管理 

ア 公有財産について 

＜土 地＞ 

（ア）土地３，０５１．８５ｍ２（小笠原村母島大沢パイプライン用地及び小笠原村母島評議

平農地開発用地）が過大に登載されている。 
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（イ）土地３７９．１７ｍ２（玉川第三減圧水槽管理道用地及び母島農道１号）が登載漏れと

なっている。 

＜建 物＞ 

   （ア）建物４９．４０ｍ２（労働相談情報センター国分寺事務所建物）が過大に登載されてい

る。 

イ 物品について 

   （ア）物品１点（皮革技術センター染色試験機）が登載漏れとなっている。 

 

第３ 決 算 の 概 要  

１ 歳入歳出決算の状況 

（１）一般会計 

   ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率

分担金及負担金           28,885            9,335  △       19,549     32.3 

使用料及手数料        1,675,460        1,475,779  △      199,680     88.1 

国 庫 支 出 金        8,809,101        7,060,909  △    1,748,191     80.2 

財 産 収 入          705,830          865,556          159,726    122.6 

繰  入  金        1,921,092        1,441,637  △      479,454     75.0 

諸  収  入      220,482,165      218,785,787  △    1,696,377     99.2 

計      233,622,533      229,639,007  △    3,983,525     98.3 

 

歳入は、第６款分担金及負担金ほか５款であり、予算現額２，３３６億２，２５３万余円、収

入済額２，２９６億３，９００万余円、比較減額３９億８，３５２万余円、収入率９８．３％で

ある。 

歳入の主な内容は、 

・国庫支出金のうち、災害復旧費等の産業労働費国庫補助金     ５６億８，４１５万余円 

・繰入金のうち、高度化資金等の中小企業設備導入等資金会計繰入金 １４億１，００１万余円 

・諸収入のうち、中小企業融資資金等の産業労働費貸付金元利収入 

２，１３９億９，１１５万余円 

である。 

なお、第７款使用料及手数料（項：使用料）において、不納欠損額（９万余円）及び収入未済

額（６８万余円）が、第９款財産収入（項：財産運用収入）において、収入未済額（４２万余円）

が、第１２款諸収入（項：貸付金元利収入、項：雑入）において、不納欠損額（４，４１３万余

円）及び収入未済額（２４億９，８７４万余円、うち世界都市博覧会中止に伴う融資損失補償回

収金１９億１，７０８万余円）が生じている。 
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   イ 歳 出                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

産業労働費   252,442,991   240,629,641      849,976   10,963,373     95.3 

諸 支 出 金     4,375,784     4,375,779            0            4    100.0 

計   256,818,775   245,005,420      849,976   10,963,378     95.4 

 

歳出は、第８款産業労働費及び第１６款諸支出金の２款で７項２０目に区分し執行しており、

予算現額２，５６８億１，８７７万余円、支出済額２，４５０億５４２万余円、翌年度繰越額８

億４，９９７万余円、不用額１０９億６，３３７万余円、執行率９５．４％である。 

産業労働費の主な執行内容は、 

・中小企業の経営の安定を図るための指導事業等に要したもの 

（項）商工業振興費  （目）経営技術支援費     １７５億１，６２７万余円 

・中小企業の金融円滑化を図るための制度融資等に要したもの 

（項）商工業振興費  （目）金融事業費     １，８４４億４，２７７万余円 

・農業の振興を図るための農業基盤整備事業、農業経営の安定等に要したもの 

（項）農林水産費   （目）農業費          ２９億３，８８１万余円 

・林産業の振興を図るための造林、林道の開設・改良、治山事業等に要したもの 

（項）農林水産費   （目）林産費          １７億９，９１８万余円 

・農地及び農業用施設、林業及び治山施設の災害復旧等に要したもの 

（項）農林水産費   （目）農林災害復旧費      ４５億７，５４４万余円 

・高年齢者・障害者等の就業促進、山谷地区等労働者雇用対策等に要したもの 

（項）労働費     （目）就業促進費        ３９億９，３９０万余円 

・公共職業訓練事業等の運営、民間における能力開発の振興等に要したもの 

（項）労働費     （目）職業能力開発費      ４４億７，７２８万余円 

である。 

翌年度繰越は、繰越明許費８億１，５００万余円及び事故繰越３，４９７万円で、繰越明許費

の主な内容は、農林災害復旧費７億９３３万余円である。 
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（２）中小企業設備導入等資金会計 

   ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率

事 業 収 入        6,762,100        5,251,179  △    1,510,920     77.7 

繰  入  金          482,000            8,505  △      473,495      1.8 

諸  収  入              100                5  △           94      5.0 

都     債          858,000                0  △      858,000      0 

繰  越  金            7,800        3,356,814        3,349,014      － 

計        8,110,000        8,616,504          506,504    106.2 

 

歳入は、第１款事業収入ほか４款であり、予算現額８１億１，０００万円、収入済額８６億１，６

５０万余円、比較増額５億６５０万余円、収入率１０６．２％となっている。 

歳入の主な内容は、 

・事業収入のうち、高度化資金貸付金の返還金           ４４億３，８６３万余円 

・前年度決算における繰越金                   ３３億５，６８１万余円 

である。 

なお、第１款事業収入（項：貸付金元利収入、項：契約違約金）において、収入未済額（１０

億１，４５９万余円、うち中小企業設備近代化資金貸付金８億９，８３９万余円）が生じている。 

 

   イ 歳 出                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

助 成 費     8,110,000     5,617,412            0     2,492,587      69.3 

 

歳出は、第１款助成費で１項３目に区分し執行しており、予算現額８１億１，０００万円、支

出済額５６億１，７４１万余円、不用額２４億９，２５８万余円、執行率６９．３％である。 

執行内容は、 

・小規模企業者等設備導入資金助成法に基づく国の貸付金の償還等に要したもの 

（項）助成費     （目）設備導入資金貸付費      １２億７９７万余円 

・中小企業基盤整備機構法に基づく各種高度化資金の一般会計繰出等に要したもの 

（項）助成費     （目）高度化資金貸付費      ８億２，３６６万余円 

・中小企業基盤整備機構法に基づく同機構からの借入金返還に要したもの 

（項）助成費     （目）公債費会計繰出金     ３５億８，５７７万余円 

である。 
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（３）農業改良資金助成会計 

   ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率

事 業 収 入           51,440           51,596              156    100.3 

繰  入  金           18,413           16,114  △        2,298     87.5 

諸  収  入                1                1                0    100.0 

都     債           28,000           27,777  △          223     99.2 

繰  越  金           42,146          161,725          119,579    383.7 

計          140,000          257,214          117,214    183.7 

 

歳入は、第１款事業収入ほか４款であり、予算現額１億４，０００万円、収入済額２億５，７

２１万余円、比較増額１億１，７２１万余円、収入率１８３．７％となっている。 

歳入の主な内容は、 

・事業収入のうち、農業改良資金貸付金の返還金             ５，１５６万余円 

・前年度決算における繰越金                    １億６，１７２万余円 

である。 

なお、第１款事業収入（項：貸付金元金収入）において、収入未済額（５７５万余円）が生じ

ている。 

 

   イ 歳 出                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

助 成 費       140,000        88,183             0        51,816     63.0 

 

歳出は、第１款助成費で１項２目に区分し執行しており、予算現額１億４，０００万円、支出

済額８，８１８万余円、不用額５，１８１万余円、執行率６３．０％である。 

執行内容は、 

・青年の就農支援等農業改良資金の貸付けに要したもの 

（項）助成費     （目）貸付費             ５，１６５万余円 

・農業改良資金助成法に基づく国庫（農業改良資金政府貸付金）からの借入金の返還に要したも

の 

（項）助成費     （目）公債費会計繰出金        ３，６５２万余円 

である。 
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（４）林業・木材産業改善資金助成会計 

   ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率

事 業 収 入           10,862           14,582            3,720    134.2 

繰  入  金            1,547                0  △        1,547      0 

諸  収  入                1                0  △            0      0.0 

繰  越  金           39,590           75,302           35,712    190.2 

計           52,000           89,886           37,886    172.9 

 

歳入は、第１款事業収入ほか３款であり、予算現額５，２００万円、収入済額８，９８８万余

円、比較増額３，７８８万余円、収入率１７２．９％となっている。 

歳入の主な内容は、 

・事業収入のうち、林業生産高度化資金貸付金の返還金          １，２０５万余円 

・前年度決算における繰越金                      ７，５３０万余円 

である。 

なお、第１款事業収入（項：貸付金元金収入）において、収入未済額（８４９万余円）が生じ

ている。 

 

   イ 歳 出                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

助 成 費       52,000        19,314            0       32,685     37.1 

 

歳出は、第１款助成費の１項１目で執行しており、予算現額５，２００万円、支出済額１，９

３１万余円、不用額３，２６８万余円、執行率３７．１％となっている。 

執行内容は、 

・林業・木材産業改善資金等の貸付けに要したもの 

（項）助成費     （目）貸付費             １，９３１万余円 

である。 
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（５）沿岸漁業改善資金助成会計 

   ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率

事 業 収 入           27,581           29,621            2,040    107.4 

繰  入  金              997              744  △          252     74.6 

諸  収  入                1                0  △            0      0.0 

繰  越  金           19,421           38,970           19,549    200.7 

計           48,000           69,335           21,335    144.4 

 

歳入は、第１款事業収入ほか３款であり、予算現額４，８００万円、収入済額６，９３３万余

円、比較増額２，１３３万余円、収入率１４４．４％である。 

歳入の主な内容は、 

・事業収入のうち、経営等改善資金貸付金の返還金            １，６１５万余円 

・前年度決算における繰越金                      ３，８９７万余円 

である。 

 

   イ 歳 出                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

助 成 費       48,000        44,013            0         3,986     91.7 

 

歳出は、第１款助成費の１項１目で執行しており、予算現額４，８００万円、支出済額４，４

０１万余円、不用額３９８万余円、執行率９１．７％である。 

執行内容は、 

・経営等改善資金等の貸付けに要したもの 

（項）助成費     （目）貸付費             ４，４０１万余円 

である。 
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２  財産の管理状況 

ア 財 産 

区   分 平成１７年度末現在高 平成１６年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

土    地

建    物

山    林

（所 有）

上記の立木

推定蓄積量

（分 収）

上記の立木

推定蓄積量

動    産

物    権

 

無体財産権

 

 

 

 

 

 

 

有 価 証 券

 

出資による権利

２ 物  品 

３ 債  権 

４ 基  金 

 

6,841,265.64 ｍ２

685,940.96 ｍ２

 

4,327,964.20 ｍ２

 

133,654.00 ｍ３

16,039,421.81 ｍ２

 

244,907.70 ｍ３

船  舶     ４ 隻 

（269.00 総トン）

浮 標     ５ 個

地上権 

16,039,421.81 ｍ２

特許権       ４２ 件

著作権         ５ 件

商標権       １２ 件

育成者権    １ 件

その他これらに準ずる権利 

（特許権）  ６７ 件

（商標権）       ３ 件

（種苗）    ０ 件

株 券 

103,149,400,000 円

30,732,960,864 円

３，０４４ 点

616,008,246,671 円

31,453,468 円

 

6,862,178.60 ｍ２

704,629.40 ｍ２

 

4,327,964.20 ｍ２

 

133,654.00 ｍ３

16,032,221.81 ｍ２

 

243,521.50 ｍ３

船  舶       ４ 隻

（269.00 総トン） 

浮 標      ５ 個

地上権 

16,032,221.81 ｍ２

特許権       ３８ 件

著作権         ５ 件

商標権       １３ 件

育成者権    １ 件

その他これらに準ずる権利 

（特許権）  ５５ 件

（商標権）       ０ 件

（種苗）    ３ 件

株 券 

107,799,400,000 円

50,308,268,785 円

３，１２８ 点

533,203,552,155 円

30,395,775 円

 

△     20,912.96 ｍ２

△     18,688.44 ｍ２

 

0    ｍ２

 

0    ｍ３

7,200.00 ｍ２

 

1,386.20 ｍ３

０ 隻

０ 個

7,200.00 ｍ２

４ 件

０ 件

△             １ 件

０ 件

 

１２ 件

３ 件

△             ３ 件

△  4,650,000,000 円

△ 19,575,307,921 円

△           ８４ 点

82,804,694,516 円

1,057,693 円

（注）１ 土地の面積には、山林が含まれている。 

（注）２ 物権（地上権）は、山林の分収に係わるものであり、再掲である。 
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産業労働局で所管している財産は左表のとおりであり、その主な増減事由は、 

・土地の減少は、都有地活用型企業支援用地（６，１０３．９４ｍ２）が財務局への引継ぎにより

減少したことなどによるもの 

・建物の減少は、労働スクエア東京（１万２，０３１．２１ｍ２）を除却したことなどによるもの 

・有価証券（株券）の減少は、東京ファッションタウン(株)が４２億５，０００万円及び(株)タ

イム２４が４億円、それぞれ減資したことによるもの 

・出資による権利の減少は、(有)アニメイノベーションの出資が１億円増加したものの、東京信

用保証協会出えん金１９５億２，７９８万余円が減少したことなどによるもの 

・債権の増加は、中小企業設備導入等資金の返済により２３億２８２万余円減少したものの、制

度融資貸付金の貸付けにより８５２億３，８００万円などが増加したことによるもの 

である。 



 - 100 -

イ 債権のうち貸付金の年度末残高                      （単位：千円） 

貸付金の種類（名称） 平成１７年度末残高 滞納（収入未済）額 

1 東京都工場アパート建設支援貸付金 878,444 0 

2 制度融資貸付金（旧東京信用保証協会貸付金） 569,037,000 0 

3 同和産業振興資金貸付金 2,150,000 0 

4 信用組合育成資金強化貸付金 10,000,000 0 

5 コンベンション開催資金貸付金 25,000 0 

6 （財）東京都農林水産振興財団貸付金 1,258,595 0 

7 家内労働者貸付金 27,500 0 

8 中小企業設備近代化資金貸付金 929,742 898,395 

9 中小企業設備導入資金貸付金 1,259,060 0 

10 中小企業設備貸与資金貸付金 835,996 0 

11 中小企業高度化資金貸付金 26,708,273 113,925 

12 中心市街地商業活性化基金貸付金 1,000,000 0 

13 三宅島噴火等利子補給基金貸付金 1,000,000 0 

14 生産方式改善資金貸付金 36,356 5,759 

15 青年農業者等育成確保資金貸付金 57,502 0 

16 特定地域新部門導入資金貸付金 31,675 0 

17 就農支援資金貸付金 140,473 0 

18 林業生産高度化資金貸付金 14,620 7,870 

19 林業就業促進資金貸付金 3,743 0 

20 林業労働福祉施設資金貸付金 400 625 

21 林業・木材産業改善資金 18,950 0 

22 経営等改善資金貸付金 51,416 0 

23 青年漁業者等養成確保資金貸付金 123,268 0 

合      計 615,588,016 1,026,573 
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中 央 卸 売 市 場 

 

第１ 審 査 の 概 要 

 １ 審査の対象 

 （１）特別会計 

      と場会計 

 （２）財  産 

 

 ２ 実地審査場所 

   中央卸売市場 

 

 ３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、中央卸売市場執行分を審査した。 

   審査に当たっては、 

  （１）決算計数は、正確であるか 

  （２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

  （３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

 １ 決算計数について 

審査に付された特別会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

書及び財産に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 
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第３ 決 算 の 概 要 

 １ 歳入歳出決算の状況 

 （１）と場会計 

   ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率 

使用料及手数料        1,580,008        1,353,608  △      226,399       85.7 

繰  入  金        4,525,000        4,245,074  △      279,925       93.8 

諸  収  入           25,991           28,696            2,705      110.4 

都     債          269,000          230,000  △       39,000       85.5  

繰  越  金                1                0  △            1        － 

計        6,400,000        5,857,378  △      542,621       91.5 

 

歳入は、第１款使用料及手数料ほか４款であり、予算現額６４億円、収入済額５８億５，７

３７万余円、比較減額５億４，２６２万余円、収入率９１．５％である。 

    歳入の主な内容は、 

   ・使用料及手数料のうち、と畜解体事業に係ると畜使用料     １３億５，３２８万余円 

   ・一般会計繰入金                       ４２億４，５０７万余円 

   である。 

 

   イ 歳 出                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

と 場 事 業 費    6,400,000    5,857,378             0    542,621     91.5 

 

歳出は、第１款と場事業費で１項４目に区分し執行しており、予算現額６４億円、支出済額

５８億５，７３７万余円、不用額５億４，２６２万余円、執行率９１．５％である。 

    主な執行内容は、 

   ・と場事業の管理運営に要したもの 

        （項）と場事業費   （目）管理費         ２２億３，２９９万余円 

   ・と場施設の維持管理及びと畜解体作業に要したもの 

        （項）と場事業費   （目）運営費         ２１億２，７２６万余円 

   ・と場施設の施設整備に要したもの 

        （項）と場事業費   （目）施設整備費        ２億３，８１１万余円 

   である。 
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 ２ 財産の管理状況 

   ア 財 産 

区   分 平成１７年度末現在高 平成１６年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

   建    物 

２ 物  品 

 

       22,152.58 ｍ２ 

 

            ６７ 点 

 

       22,120.90 ｍ２ 

  

            ５５ 点 

 

          31.68 ｍ２

 

          １２ 点 

 

    中央卸売市場で所管している財産は上表のとおりであり、増減事由は、 

・建物の増加は、小動物棟便所の増築（３１．６８㎡)の登載漏れを修正したことによるもの 

・物品の増加は、廃棄により２点減少したものの、設備工事に伴う受入等により１４点増加し

たことによるもの 

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 104 -

建   設   局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

 １ 審査の対象 

 （１）一般会計 

 （２）財  産 

 

 ２ 実地審査場所 

   建  設  局 

 

 ３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、建設局執行分を審査した。 

   審査に当たっては、 

  （１）決算計数は、正確であるか 

  （２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

  （３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

 １ 決算計数について 

審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書及び実質収支に関する

調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

   なお、財産に関する調書の計数については、次のとおり、その一部に誤りが認められた。 

 （１）財産管理 

   ア 公有財産について 

   ＜土 地＞ 

   （ア）土地３，５３７．９５ｍ２ 

 （道路事業用地及び事業用代替地）が過大に登載されている。 

（イ）土地３，５０６．２９ｍ２ 

 （事業用代替地及び公園事業用地など）が登載漏れとなって

いる。 

   ＜建 物＞ 

（ア）建物５０４．６４ｍ２ 

 （多摩動物公園の動物舎ほか３棟分）が過大に登載されている。 
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第３ 決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算の状況 

 （１）一般会計 

   ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率 

分担金及負担金       14,112,824       11,208,978  △   2,903,845      79.4 

使用料及手数料       23,265,479       23,110,557  △     154,921      99.3 

国 庫 支 出 金      111,954,095      106,785,445  △   5,168,649      95.4 

財 産 収 入        2,261,253        1,807,178  △     454,074      79.9 

繰  入  金        1,138,553        1,253,807         115,254     110.1 

諸  収  入        4,873,128        4,388,573  △     484,554      90.1 

計      157,605,332      148,554,540  △   9,050,791      94.3 

 

歳入は、第６款分担金及負担金ほか５款であり、予算現額１，５７６億５３３万余円、収入

済額１，４８５億５，４５４万余円、比較減額９０億５，０７９万余円、収入率９４．３％で

ある。 

    歳入の主な内容は、 

   ・分担金及負担金のうち、街路整備事業に伴う連続立体交差工事等の土木費負担金 

                                １１２億８９７万余円 

   ・使用料及手数料のうち、道路占用料等の土木使用料      ２３０億８，４８３万余円 

   ・国庫支出金のうち、街路整備事業における国庫補助金等の土木費国庫補助金 

                                 ７００億２，７０５万余円 

   ・諸収入のうち、生活再建資金貸付金の返還に伴う貸付金元利収入等の土木費貸付金元利収入 

                                  １９億８，２３５万余円 

   である。 

なお、第６款分担金及負担金（項：負担金）において、収入未済額（２１万余円）が、第７

款使用料及手数料（項：使用料）において、不納欠損額（２，８２５万余円）及び収入未済額

（２億６，６１８万余円、うち霊園管理料１億１，２５３万余円）が、第１２款諸収入（項：

貸付金元利収入、項：弁償金及報償金、項：雑入）において、不納欠損額（２，０６６万余円）

及び収入未済額（１７億８９８万余円、うち生活再建資金貸付金１３億７，２９８万余円）が

生じている。 
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 イ 歳 出                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

土 木 費   455,444,918   418,578,104    25,879,844  10,986,969    91.9 

諸 支 出 金         1,447         1,443             0           3     99.7 

計   455,446,365   418,579,547    25,879,844  10,986,973     91.9 

 

歳出は、第９款土木費及び第１６款諸支出金の２款で５項４２目に区分し執行しており、予

算現額４，５５４億４，６３６万余円、支出済額４，１８５億７，９５４万余円、翌年度繰越

額２５８億７，９８４万余円、不用額１０９億８，６９７万余円、執行率９１．９％である。 

    土木費の主な執行内容は、 

   ・環状第７号線等の路面補修及び街路樹等の整備に要したもの 

        （項）道路橋 梁
きょうりょう

費   （目）道路補修費     １５９億１，５８２万余円 

   ・交差点改良等の交通安全施設の整備に要したもの 

        （項）道路橋 梁
きょうりょう

費  （目）交通安全施設費    １３９億４，７１８万余円 

   ・淵上日野線等の道路の整備に要したもの 

        （項）道路橋 梁
きょうりょう

費  （目）道路整備費      １５７億８，８５４万余円 

   ・環状第８号線、鉄道連続立体交差化等の都市計画街路の整備に要したもの 

        （項）道路橋 梁
きょうりょう

費  （目）街路整備費    １，７７０億１，４０７万余円 

   ・札の辻橋等の橋梁整備に要したもの 

        （項）道路橋 梁
きょうりょう

費  （目）橋 梁
きょうりょう

整備費     １１３億９，０７４万余円 

   ・国が直轄施行する道路事業等への負担金に要したもの 

        （項）道路橋 梁
きょうりょう

費  （目）直轄事業負担金    ３８８億５，８９８万余円 

   ・神田川等の河川の改修に要したもの 

        （項）河川海岸費   （目）中小河川整備費    ２０３億４，０６５万余円 

   ・国が直轄施行する河川事業等への負担金に要したもの 

        （項）河川海岸費   （目）直轄事業負担金    １１５億７，０８３万余円 

   ・東伏見公園等の公園緑地の造成に要したもの 

        （項）公園霊園費   （目）公園整備費      ２６５億９，５９７万余円 

   である。 

翌年度繰越は、繰越明許費２５５億２，０９７万余円、事故繰越３億５，８８７万余円で、

繰越明許費の主な内容は、都市計画街路の整備に係る１８０億９，１１２万余円、道路の整備

に係る１３億７，９９４万余円及び交通安全施設の整備に係る１１億９，７４９万余円である。 
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 ２ 財産の管理状況 

   ア 財 産 

区   分 平成１７年度末現在高 平成１６年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

   土    地 

   建    物 

   動    産 

 

 

   物    権 

 

   無体財産権 

 

 

 

 

   出資による権利 

２ 物  品 

３ 債  権 

 

    22,842,118.41 ｍ２

 

       281,688.04 ｍ２

 

船 舶      ５ 隻

(282.70 総トン)

浮桟橋        ５ 個

地上権   3,776.51 ｍ２

 

地役権     142.67 ｍ２

 

特許権         ３ 件

特許権（準ずる権利）  ０ 件

著作権       ３４ 件

商標権         １ 件

意匠権         １ 件

   14,537,000,000 円

       １，６１７ 点

   11,757,202,929 円

 

    23,166,588.84 ｍ２ 

 

       282,333.83 ｍ２ 

 

船 舶      ３ 隻

(184.00 総トン) 

浮桟橋         ５ 個

地上権   3,776.51 ｍ２ 

 

地役権     142.67 ｍ２ 

 

特許権         ２ 件

特許権（準ずる権利）  １ 件

著作権       ２４ 件

商標権         １ 件

意匠権         １ 件

   14,103,000,000 円

       １，６６２ 点

   12,775,414,727 円

 

 △    324,470.43 ｍ２

 

 △       645.79 ｍ２

 

          ２ 隻 

(98.70 総トン)

               ０ 個 

                0 ｍ２

 

                0 ｍ２

 

               １ 件 

 △            １ 件 

           １０ 件 

               ０ 件 

               ０ 件 

      434,000,000 円 

 △          ４５ 点 

 △ 1,018,211,798 円 

 

    建設局で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は、 

   ・土地の減少は、事業用代替地（５，０９２．４２ｍ２ 

 ）を売却したことなどによるもの 

   ・建物の減少は、恩賜上野動物園の動物舎（５３３．１０ｍ２ 

 ）の新築等により増加したもの

の、旧第七建設事務所庁舎（２，６５１．０７ｍ２ 

 ）の財務局への引継ぎ等により減少した

ことによるもの 

   ・動産（船舶）の増加は、水面清掃事業移管に伴う、水面清掃船の環境局から所管換したこと

によるもの 

・無体財産権（著作権）の増加は、「建設局監督基準・同解説」等を登録したことによるもの 

・出資による権利の増加は、財団法人道路管理センターに対する出えん金が増加したことによ

るもの 

・物品の減少は、第六建設事務所の電話交換機の購入等により増加したものの、土木技術研究

所のエックス線回折装置の廃棄等により減少したことによるもの 

   ・債権の減少は、生活再建資金貸付金等が減少したことによるもの 

   である。 
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   イ 債権のうち貸付金の年度末残高                    （単位：千円） 

貸付金の種類（名称） 平成１７年度末残高 滞納（収入未済）額 

生活再建資金貸付金 ７，７２０，８３２       ９７０，９３５ 

沿道整備資金貸付金                 ５１，７５０                     ０ 

道路事業資金貸付金 ３，９８４，５８７                     ０ 

合      計 １１，７５７，１６９       ９７０，９３５ 
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港   湾   局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

 １ 審査の対象 

 （１）一般会計 

 （２）財  産 

 

 ２ 実地審査場所 

   港  湾  局 

 

 ３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、港湾局執行分を審査した。 

   審査に当たっては、 

  （１）決算計数は、正確であるか 

  （２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

  （３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

 １ 決算計数について 

審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書及び実質収支に関する

調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

なお、財産に関する調書の計数については、次のとおり、その一部に誤りが認められた。 

 （１）財産管理 

   ア 公有財産について 

   ＜土 地＞ 

（ア）土地８，５９７．２５ｍ２（八重根漁港改修事業用地）が過大に登載されている。 

（イ）土地９，５８３．０４ｍ２（京浜島緑道公園ほか２公園及び大島空港拡張整備事業用地）

が登載漏れとなっている。 

＜建 物＞ 

（ア）建物６２．８８ｍ２（豊洲水門機械棟）が登載漏れとなっている。 
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イ 物品について 

   （ア）物品６点（模型ほか５点）が過大に登載されている。 

 

第３ 決算の概要 

 １ 歳入歳出決算の状況 

 （１）一般会計 

   ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率

分担金及負担金        1,885,332        2,241,249           355,917    118.9 

使用料及手数料        2,853,946        2,782,639  △        71,306     97.5 

国 庫 支 出 金       19,987,091       16,753,861  △     3,233,230     83.8 

財 産 収 入        2,206,840          295,651  △     1,911,188     13.4 

繰  入  金          918,195          708,984  △       209,210     77.2 

諸  収  入       10,386,344        8,282,829  △     2,103,514     79.7 

計       38,237,748       31,065,216  △     7,172,531     81.2 

 

歳入は、第６款分担金及負担金ほか５款であり、予算現額３８２億３，７７４万余円、収入

済額３１０億６，５２１万余円、比較減額７１億７，２５３万余円、収入率８１．２％である。 

    歳入の主な内容は、 

   ・使用料及手数料のうち、港湾施設等の港湾使用料        ２７億８，２３５万余円 

   ・国庫支出金のうち、地方港湾整備費等の港湾費国庫補助金    ９７億８，４２２万余円 

   ・諸収入のうち、財団法人東京港埠頭公社に対する港湾費貸付金元利収入 

                                  ３５億７，７５６万余円 

   である。 

また、第７款使用料及手数料（項：使用料）において、不納欠損額（２４３万余円）及び収

入未済額（１，６４０万余円）が、第１２款諸収入（項：延滞金及加算金、項：雑入）におい

て、収入未済額（１,６２１万余円）が生じている。 
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   イ 歳 出                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

港 湾 費    71,878,078    58,446,481    4,951,598    8,479,998     81.3 

諸 支 出 金         3,613         3,611            0            1     99.9 

計    71,881,691    58,450,093    4,951,598    8,479,999     81.3 

 

歳出は、第１０款港湾費及び第１６款諸支出金の２款で４項１９目に区分し執行しており、

予算現額７１８億８，１６９万余円、支出済額５８４億５，００９万余円、翌年度繰越額４９

億５，１５９万余円、不用額８４億７，９９９万余円、執行率８１．３％である。 

 

    港湾費の主な執行内容は、 

   ・東京港の建設整備に要したもの 

     （項）東京港整備費   （目）港湾整備費        １３５億４，４９５万余円 

   ・廃棄物処理場の建設整備に要したもの 

     （項）東京港整備費   （目）東京港廃棄物処理場建設費 １１０億２，２４６万余円 

   ・海岸保全施設の建設整備に要したもの 

     （項）東京港整備費   （目）海岸保全施設建設費     ４４億６，４３５万余円 

   ・伊豆諸島等の港湾整備に要したもの 

     （項）島しょ等港湾整備費（目）港湾整備費         ７６億８，４８４万余円 

   ・伊豆諸島等の漁港の建設整備に要したもの 

     （項）島しょ等港湾整備費（目）漁港整備費         ５２億１，０５８万余円 

   である。 

翌年度繰越額は、繰越明許費４８億５，３１７万余円、事故繰越９，８４２万余円で、繰越

明許費の内容は、東京港整備に係る３５億８，７３７万余円及び島しょ等港湾整備に係る１２

億６,５７９万余円である。 



 - 112 -

  ２ 財産の管理状況 

    ア 財 産 

区   分 平成１７年度末現在高 平成１６年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

   土    地 

   建    物 

   動    産 

 

 

 

   無体財産権 

   有 価 証 券 

 

   出資による権利 

２ 物  品 

３ 債  権 

 

     8,437,352.57 ｍ２

       226,017.36 ｍ２

船 舶       １８ 隻

    (4,164.41 総トン)

浮 標       ６６ 個

浮桟橋     ５８４ 個

著作権         ４ 件

株券 

   39,014,416,500 円

    6,441,400,000 円

           ２５９ 点

   38,435,663,274 円

 

     7,252,010.92 ｍ２ 

 

       224,140.82 ｍ２ 

 

船 舶       １８ 隻

    (4,164.41 総トン) 

浮 標       ６６ 個

浮桟橋     ５８４ 個

著作権         １ 件

株券 

   38,619,416,500 円

    6,441,400,000 円

           ２８１ 点

   41,263,539,461 円 

 

     1,185,341.65 ｍ２

         1,876.54 ｍ２

               ０ 隻

 

               ０ 個

               ０ 個

               ３ 件

 

      395,000,000 円

                0 円

 △          ２２ 点

 △ 2,827,876,187 円

 

港湾局で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は 

・土地の増加は、中央防波堤外側その１埋立地（９０万８，２００．０２ｍ２）のしゅん

功及び海上公園敷地（１７万１，３１５．５７ｍ２）の臨海地域開発事業会計から所管

換したことなどによるもの 

・建物の増加は、岡田港他４港の日除け施設（１，００９．８３ｍ２）を新設したことに

よるもの 

・有価証券（株券）の増加は、株式会社ゆりかもめに対し出資したことによるもの 

・債権の減少は、財団法人東京港埠頭公社に対する貸付金が減少（２８億２，７８７万余

円）したことによるもの 

     である。  

 

    イ 債権のうち貸付金の年度末残高                   （単位：千円） 

貸付金の種類（名称） 平成１７年度末残高 滞納（収入未済）額 

東京港埠頭公社貸付金 ３８，３６７，２６１                   ０
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出 納 長 室 

 

第１ 審 査 の 概 要 

 １ 審査の対象 

 （１）一般会計 

（２）財  産 

 

 ２ 実地審査場所 

   出 納 長 室 

 

 ３ 審査の方法 

 知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、出納長室執行分を審査した。 

   審査に当たっては、 

（１）決算計数は、正確であるか 

（２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

（３）資金は適正に管理され、効率的に運用されているか 

（４）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算についての

説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

 １ 決算計数について 

審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

書及び財産に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

 

第３ 決 算 の 概 要 

 １ 歳入歳出決算の状況 

（１）一般会計  

  ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

  科 目（款）  予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率

使用料及手数料 10                0 △           9      0.0 

財  産  収  入 286,151          144,202 △     141,948     50.4 

諸   収  入 36,000          195,201 △     159,201    542.2 

計 322,161 339,404 △      17,243    105.4 
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歳入は、第７款使用料及手数料ほか２款であり、予算現額３億２，２１６万余円、収入済額３

億３，９４０万余円、比較増額１，７２４万余円、収入率１０５．４％である。 

 歳入の主な内容は、 

・財産収入のうち、財政調整基金等の運用による利子及配当金     １億４，４２０万余円 

・諸収入のうち、歳計現金等の預金利子            １億９，０５２万余円 

である。 

 

   イ 歳 出                             （単位：千円、％） 

 科目（款） 予 算 現 額  支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

総  務  費      3,789,000      3,449,982            0     339,017     91.1 

公  債  費         37,000            308            0      36,691      0.8 

計      3,826,000      3,450,290            0     375,709     90.2 

 

歳出は、第２款総務費及び第１５款公債費の２款で２項４目に区分し執行しており、予算現額

３８億２，６００万円、支出済額３４億５，０２９万余円、不用額３億７，５７０万余円、執行

率９０．２％である。 

総務費の主な執行内容は、 

・職員費及び財務会計システム再構築等に要したもの 

             （項）会計管理費  （目）管理費       ２９億１，８４１万余円 

である。 

     

２ 財産の管理状況 

ア 財 産 

区   分 平成１７年度末現在高 平成１６年度末現在高 増（△）減 

１ 物  品 

２  基  金 

               ２ 点

      100,000,000 円

              ２ 点 

     100,000,000 円 

              ０ 点

               0 円
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東 京 消 防 庁 

 

第１ 審 査 の 概 要 

 １ 審査の対象 

 （１）一般会計 

 （２）財  産 

 

 ２ 実地審査場所 

   東京消防庁 

 

 ３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、東京消防庁執行分を審査した。 

   審査に当たっては、 

  （１）決算計数は、正確であるか 

  （２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

  （３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

 １ 決算計数について 

審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書及び実質収支に関する

調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

なお、財産に関する調書の計数については、次のとおり、その一部に誤りが認められた。 

 （１）財産管理 

ア 公有財産について 

   ＜建 物＞ 

（ア）建物１，５６３. ６８ｍ２ 

 （大橋家族待機宿舎）が登載漏れとなっている。 
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第３ 決算の概要 

 １ 歳入歳出決算の状況 

 （１）一般会計 

   ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率

使用料及手数料         345,461         311,377  △      34,083     90.1 

国 庫 支 出 金         588,748         675,749          87,001    114.8 

財 産 収 入         551,992         731,427         179,435    132.5 

諸  収  入      44,910,531      45,061,817       151,286    100.3 

計      46,396,732      46,780,371       383,639    100.8 

 

歳入は、第７款使用料及手数料ほか３款であり、予算現額４６３億９，６７３万余円、収入

済額４６７億８，０３７万余円、比較増額３億８，３６３万余円、収入率１００．８％である。 

    歳入の主な内容は、 

   ・国庫支出金のうち、災害救急情報センター運営費補助金等の消防費国庫補助金 

                                    ６億７，５７４万余円 

   ・諸収入のうち、多摩地区の市町村からの消防費受託事業収入 

                                 ４３８億４，８８８万余円 

   である。 

    なお、第１２款諸収入（項：雑入）において、収入未済額（２４万余円）が生じている。 

 

   イ 歳 出                             （単位：千円、％） 

科 目(款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

消 防 費   237,300,000   229,387,484             0    7,912,515     96.7 

諸 支 出 金         6,277         6,276             0            0    100.0 

計   237,306,277   229,393,761             0    7,912,515     96.7 

 

歳出は、第１４款消防費及び第１６款諸支出金の２款で６項１８目に区分し執行しており、

予算現額２，３７３億６２７万余円、支出済額２，２９３億９，３７６万余円、不用額７９億

１，２５１万余円、執行率９６．７％である。 

    消防費の主な執行内容は、 

   ・職員費及び管理事務等に要したもの 

        （項）消防管理費   （目）管理費        １，８７９億３１万余円 
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・消防車両及び総合情報通信体制等の整備に要したもの 

        （項）消防活動費   （目）装備費        １１９億１，１９２万余円 

   ・消防団の運営及び活動に要したもの 

        （項）消防団費    （目）活動費         ２４億７，４３８万余円 

   ・普通退職及び定年等退職に要したもの 

        （項）退職手当及年金費（目）退職費        １１８億５，４７２万余円 

   ・消防署等の庁舎建設等に要したもの 

        （項）建設費     （目）庁舎建設費       ４０億２，２４１万余円 

   である。 

 

 ２ 財産の管理状況 

   ア 財 産 

区   分 平成１７年度末現在高 平成１６年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

   土    地 

   建    物 

   動    産 

      

 

      

   物    権 

   無体財産権 

 

 

   出資による権利 

２ 物  品 

 

       469,379.23 ｍ２ 

 

       662,679.05 ｍ２ 

 

船 舶      ４隻 

(230.00 総トン)

浮桟橋         ５ 個 

航空機         ６ 機 

地役権      19.93 ｍ２ 

 

特許権       １４ 件 

著作権       ２３ 件 

その他これらに準ずる権利   ６ 件 

      184,000,000 円 

       ８，９８４ 点 

 

       460,595.26 ｍ２ 

  

       655,633.31 ｍ２ 

  

船 舶       ４隻 

(230.00 総トン) 

浮桟橋         ５ 個 

航空機         ６ 機 

地役権      19.93 ｍ２ 

  

特許権       １４ 件 

著作権       ２２ 件 

その他これらに準ずる権利 １１ 件 

      184,000,000 円 

       ９，４３５ 点 

 

      8,783.97 ｍ２

 

       7,045.74 ｍ２

 

             ０ 隻 

  

             ０ 個 

             ０ 機 

              0 ｍ２

 

            ０ 件 

             １ 件 

△         ５ 件 

              0 円 

  △     ４５１ 点 

 

東京消防庁で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は、 

・土地の増加は、第六消防方面本部救助機動部隊新設に伴う用地（７，２１３．０７㎡）を買

入れしたことなどによるもの 

・建物の増加は、荒川消防署汐入出張所（２，５３３.７５㎡）の新築、東京都職員共済組合へ

の償還金完済に伴う、志村単身待機宿舎（１，３４１.９２㎡）及び八潮家族待機宿舎（１，８

８５.４２㎡）等の所有権を移転したことによるもの 
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・無体財産権（著作権）の増加は、「火災避難シミュレーションプログラム」を製作したことに

よるもの 

   ・無体財産権（その他これらに準ずる権利）の減少は、「警告用表示器」等の出願を取り下げた

ことなどによるもの 

・物品の減少は、無線のデジタル化に伴うアナログ式変換機及び無線機を廃棄したことなどに

よるもの 

・債権の増加は、スカイタワー西東京に係る賃貸借契約変更に伴う敷金が増加したことによる

もの 

   である。 
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教   育   庁 

 

第１ 審 査 の 概 要 

 １ 審査の対象 

 （１）一般会計 

 （２）財  産 

 

 ２ 実地審査場所 

   教 育 庁 

 

 ３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、教育庁執行分を審査した。 

   審査に当たっては、 

  （１）決算計数は、正確であるか 

  （２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

  （３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

 １ 決算計数について 

審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書及び実質収支に関する

調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

   なお、財産に関する調書の計数については、次のとおり、その一部に誤りが認められた。 

  （１）財産管理 

    ア 公有財産について 

   ＜土 地＞ 

（ア）土地３，６１２．３４ｍ２ 

 （都立府中西高等学校敷地の一部３，５５９．４５ｍ
２ 

 及び

都立農産高等学校敷地の一部５２．８９ｍ２ 

 ）が登載漏れとなっている。 

   イ 物品について 

   （ア）物品２点（電子計算機ほか）が登載漏れとなっており、物品１３点（旋盤ほか）が過大

に登載されている。 
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第３ 決 算 の 概 要 

 １ 歳入歳出決算の状況 

 （１）一般会計 

   ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率 

使用料及手数料      13,950,425      13,412,064  △      538,360      96.1 

国 庫 支 出 金     148,251,227     147,075,366  △    1,175,860      99.2 

財 産 収 入         191,774         176,527  △       15,246      92.0 

寄  附  金           6,500           5,550  △          950      85.4 

諸  収  入       2,388,600       2,538,395          149,795     106.3 

計     164,788,526     163,207,903  △    1,580,622      99.0 

 

歳入は、第７款使用料及手数料ほか４款であり、予算現額１，６４７億８，８５２万余円、

収入済額１，６３２億７９０万余円、比較減額１５億８，０６２万余円、収入率９９．０％で

ある。 

    歳入の主な内容は、 

   ・使用料及手数料のうち、都立学校授業料等の教育使用料    １３０億１，３１９万余円 

   ・国庫支出金のうち、義務教育教職員給与金等の教育費国庫負担金１，４５１億６５７万余円 

   ・諸収入のうち、再雇用職員等の厚生年金保険料納付金等の納付金 １９億２，５９４万余円 

   である。 

なお、第７款使用料及手数料（項：使用料）において、不納欠損額（３９万余円）及び収入

未済額（３，２０６万余円）が、第１２款諸収入（項：弁償金及報償金）において、収入未済

額（６，４１２万余円）が、同款（項：雑入）において、不納欠損額（４，１９９万余円）及

び収入未済額（１，５５４万余円）が生じている。 

 

   イ 歳 出                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不  用  額 執 行 率

教 育 費    776,190,000    754,324,399            0   21,865,600     97.2 

諸 支 出 金          4,661          4,658            0            2     99.9 

計    776,194,661    754,329,058            0   21,865,602     97.2 

 

歳出は、第１１款教育費及び第１６款諸支出金の２款で１１項３９目に区分し執行しており、

予算現額７，７６１億９，４６６万余円、支出済額７，５４３億２，９０５万余円、不用額２

１８億６，５６０万余円、執行率９７．２％である。 
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    教育費の主な執行内容は、 

   ・職員費及び管理事務等に要したもの 

        （項）教育管理費   （目）管理費        １６０億６，２２１万余円 

   ・区市町村立小学校の教職員費等に要したもの  

        （項）小中学校費   （目）小学校管理費   ２，８８３億３，８２６万余円 

   ・区市町村立中学校の教職員費等に要したもの 

        （項）小中学校費   （目）中学校管理費   １，５５３億３，８７１万余円 

   ・都立高等学校の教職員費及び管理運営費等に要したもの 

        （項）高等学校費   （目）管理費      １，３６９億７，６８６万余円 

   ・盲・ろう・養護学校の教職員費及び管理運営費等に要したもの 

        （項）盲ろう養護学校費（目）管理費          ５６３億８６５万余円 

   ・学校職員及び事務局職員の退職に伴う退職手当に要したもの 

        （項）退職手当及年金費（目）退職費        ６０１億１，１１８万余円 

   ・都立学校の施設整備等に要したもの 

        （項）施設整備費   （目）都立学校整備費    １８５億４，２５７万余円 

   である。 
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２ 財産の管理状況 

   ア 財 産 

区   分 平成１７年度末現在高 平成１６年度末現在高 増（△）減  

１ 公有財産 

   土    地 

   建    物 

   山    林 

   （所  有） 

      上記の立木 

      推定蓄積量 

   （分  収） 

      上記の立木 

      推定蓄積量 

   動    産 

 

     

   物    権 

   無体財産権 

   出資による権利 

２ 物  品 

３ 債  権 

 

     7,631,495.79 ｍ２ 

 

     3,807,531.54 ｍ２ 

 

 

       537,570.20 ｍ２ 

 

 

         3,710.88 ｍ３ 

 

       273,761.97 ｍ２ 

 

 

         5,309.50 ｍ３ 

 

船 舶     １ 隻 

 (497.00 総トン）

浮 標         １ 個 

地上権 273,761.97 ｍ２ 

 

著作権       ５７ 件 

      189,000,000 円 

       ８，１０３ 点 

      100,000,000 円 

 

     7,696,917.36 ｍ２ 

  

     3,885,014.62 ｍ２ 

  

 

       537,570.20 ｍ２ 

  

 

         3,518.64 ｍ３ 

  

       273,761.97 ｍ２ 

  

 

         5,062.50 ｍ３ 

  

船 舶      １ 隻 

 (497.00 総トン） 

浮 標         １ 個 

地上権 273,761.97 ｍ２ 

  

著作権       ５４ 件 

      189,000,000 円 

       ８，４３９ 点 

      100,000,000 円 

 

 △    65,421.57ｍ２ 

 

 △    77,483.08ｍ２ 

 

 

              0 ｍ２ 

 

 

         192.24 ｍ３ 

 

              0 ｍ２ 

 

 

         247.00 ｍ３ 

 

              0 隻 

 

             ０ 個 

              0 ｍ２ 

 

             ３ 件 

              0 円 

 △      ３３６ 点 

              0 円 

    （注）物権（地上権）は、山林の分収に係わるものであり、再掲である。 

 

教育庁で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は、 

・土地の減少は、旧大泉学園高等学校敷地（１万９，９９９．０７ｍ２ 

 ）及び旧池袋商業高等学

校敷地（１万８，８８０．３２ｍ２ 

 ）を財務局への引継いだことによるもの 

・建物の減少は、旧大泉学園高等学校校舎（１万１，７３１．５３ｍ２ 

 ）の財務局への引継ぎ

及び旧新宿高等学校校舎（７，７３５．１４ｍ２ 

 ）を取り壊したことによるもの 

    ・無体財産権の増加は、著作権が増加したことによるもの 

   ・物品の減少は、大田ろう学校における印刷機等（３２点）を廃棄したことなどによるもの 

   である。 

 

   イ 債権のうち貸付金の年度末残高                    （単位：千円） 

貸付金の種類（名称） 平成１７年度末残高 滞納(収入未済)額 

（財）東京都交響楽団経営安定化資金貸付金           １００，０００                   ０
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選挙管理委員会事務局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

 １ 審査の対象 

（１） 一般会計 

（２） 財  産 

 

 ２ 実地審査場所 

   選挙管理委員会事務局 

 

 ３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、選挙管理委員会事務局執行分を審査した。 

   審査に当たっては、 

  （１）決算計数は、正確であるか 

  （２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

  （３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

 １ 決算計数について 

審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

書及び財産に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

 

第３ 決 算 の 概 要 

 １ 歳入歳出決算の状況 

 （１）一般会計 

   ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率

使用料及手数料              78             317              239    406.4 

国 庫 支 出 金       6,647,617       5,074,753  △    1,572,863     76.3 

諸  収  入               0           4,847            4,847      －  

計       6,647,695       5,079,918  △    1,567,776     76.4 
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歳入は第７款使用料及手数料ほか２款であり、予算現額６６億４，７６９万余円、収入済額

５０億７，９９１万余円、比較減額１５億６，７７７万余円、収入率７６．４％である。 

    歳入の主な内容は、 

   ・国庫支出金のうち、衆議院議員選挙等の総務費委託金      ５０億７，４７５万余円 

   である。 

 

   イ 歳 出                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

総 務 費   11,592,000     9,397,042            0     2,194,957     81.1 

 

歳出は、第２款総務費で１項４目に区分し執行しており、予算現額１１５億９，２００万円、

支出済額９３億９，７０４万余円、不用額２１億９，４９５万余円、執行率８１．１％である。 

    主な執行内容は、 

・都議会議員選挙に要したもの 

        （項）選挙費  （目）都議会議員選挙費      ３９億５，９３２万余円 

   ・衆議院議員選挙等に要したもの 

        （項）選挙費  （目）衆議院議員選挙及国民審査費 ５０億５，８７９万余円 

   である。 
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人事委員会事務局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

 １ 審査の対象 

 （１）一般会計 

（２）財  産 

 

 ２ 実地審査場所 

   人事委員会事務局 

 

 ３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び  

財産に関する調書について、人事委員会事務局執行分を審査した。 

   審査に当たっては、 

  （１）決算計数は、正確であるか 

  （２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

  （３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

 １ 決算計数について 

審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

書及び財産に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

 

第３ 決 算 の 概 要 

 １ 歳入歳出決算の状況 

 （１）一般会計 

   ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率 

使用料及手数料               1                1               0     100.0 

諸  収  入               0               19              19        － 

計               1               20              19        － 
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歳入は、第７款使用料及手数料及び第１２款諸収入の２款であり、予算現額１，０００円、

収入済額２万余円、比較増額１万余円である。 

 

   イ 歳 出                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

総 務 費       864,000       818,590            0       45,409     94.7 

 

歳出は、第２款総務費で１項２目に区分し執行しており、予算現額８億６，４００万円、支

出済額８億１，８５９万余円、不用額４，５４０万余円、執行率９４．７％である。 

    主な執行内容は、 

   ・職員費、各種試験実施及び給与勧告に係る調査等に要したもの 

           （項）人事委員会費  （目）管理費         ８億７２０万余円 

   である。 
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監 査 事 務 局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

 １ 審査の対象 

 （１）一般会計 

（２）財  産 

 

 ２ 実地審査場所 

   監査事務局 

 

 ３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、監査事務局執行分を審査した。 

   審査に当たっては、 

  （１）決算計数は、正確であるか 

  （２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

  （３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

 １ 決算計数について 

審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

書及び財産に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

 

第３ 決 算 の 概 要 

 １ 歳入歳出決算の状況 

 （１）一般会計 

   ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率 

使用料及手数料             10              1   △          8      10.0 

諸  収  入              0            261             261        － 

計             10            263             253        － 
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歳入は、第７款使用料及手数料及び第１２款諸収入の２款であり、予算現額１万円、収入済

額２６万余円、比較増額２５万余円である。 

 

   イ 歳 出                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

総  務  費     1,008,000       933,326             0        74,673     92.6 

 

歳出は、第２款総務費で１項２目に区分し執行しており、予算現額１０億８００万円、支出

済額９億３，３３２万余円、不用額７，４６７万余円、執行率９２．６％である。 

    主な執行内容は、 

   ・職員費、管理事務及び各種監査等の実施に要したもの 

             （項）監査委員費  （目）管理費        ９億１４１万余円 

   である。 
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警   視   庁 

 

第１ 審 査 の 概 要 

 １ 審査の対象 

 （１）一般会計 

 （２）財  産 

 

 ２ 実地審査場所 

   警  視  庁 

 

 ３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、警視庁執行分を審査した。 

   審査に当たっては、 

  （１）決算計数は、正確であるか 

  （２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

  （３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

 １ 決算計数について 

審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書及び実質収支に関する

調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

   なお、財産に関する調書の計数については、次のとおり、その一部に誤りが認められた。 

（１）財産管理 

 ア 公有財産について 

＜建 物＞ 

（ア）建物１６．０６ｍ２ 

 （西が丘庁舎）が登載漏れとなっている。 

  イ 物品について 

（ア）物品１点（アダプター）が過大に登載されている。 
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第３ 決 算 の 概 要 

 １ 歳入歳出決算の状況 

 （１）一般会計 

   ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率 

使用料及手数料       19,919,090       19,155,777  △      763,312      96.2 

国 庫 支 出 金       11,305,369        6,680,954  △    4,624,415      59.1 

財 産 収 入        1,417,781        1,325,868  △       91,912      93.5 

諸  収  入        4,806,550        4,797,681  △        8,868      99.8 

計       37,448,790       31,960,282  △    5,488,507      85.3 

 

歳入は、第７款使用料及手数料ほか３款であり、予算現額３７４億４，８７９万円、収入済

額３１９億６，０２８万余円、比較減額５４億８，８５０万余円、収入率８５．３％である。 

    歳入の主な内容は、 

   ・使用料及手数料のうち、自動車運転免許事務等の警察手数料  １９０億７，２７８万余円 

   である。 

なお、第１２款諸収入（項：弁償金及報償金）において、不納欠損額（１，１２６万余円）

及び収入未済額（１３億２，０６４万余円）が、同款（項：雑入）において、収入未済額（４，９

３２万余円）が生じている。 

 

   イ 歳 出                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

警 察 費   609,190,461   596,072,363       128,812   12,989,285     97.8 

諸 支 出 金            41            41             0            0    100 

計   609,190,502   596,072,404       128,812   12,989,285     97.8 

 

歳出は、第１３款警察費及び第１６款諸支出金の２款で５項１９目に区分し執行しており、

予算現額６，０９１億９，０５０万余円、支出済額５，９６０億７，２４０万余円、翌年度繰

越額１億２，８８１万余円、不用額１２９億８，９２８万余円、執行率９７．８％である。 

    警察費の主な執行内容は 

   ・職員の給与費、管理事務費等に要したもの 

        （項）警察管理費   （目）警察本部費    ４，８１２億４，３２５万余円 

   ・警察装備の維持管理等に要したもの 

        （項）警察管理費   （目）装備費         ９４億７，０５７万余円 
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・職員退職手当等に要したもの 

        （項）退職手当及年金費（目）退職費          ３３７億３５１万余円 

   ・交通安全施設の維持管理等に要したもの 

        （項）警察活動費   （目）交通安全施設管理費  １２４億５，７３５万余円 

   ・警察施設の維持管理等に要したもの 

        （項）警察施設費   （目）施設管理費      １０２億２，６４１万余円 

   ・庁舎改築・改修及び警察署用地買収等に要したもの 

        （項）警察施設費   （目）建設費        １９６億８，７０３万余円 

   である。 

    翌年度繰越額は、繰越明許費１億２，８８１万余円で、交通信号機移設工事に係る１，１７

６万余円及び交通信号機新設工事に係る１億１，７０４万余円である。 

 

 ２ 財産の管理状況 

   ア 財 産 

区   分 平成１７年度末現在高 平成１６年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

   土    地 

   建    物 

   動    産 

   物    権 

   無体財産権 

 

   出資による権利 

２ 物  品 

３ 債  権 

 

       824,386.32 ｍ２

 

     1,460,081.40 ｍ２

 

航空機         ８ 機

地上権     611.65 ｍ２

 

著作権       ３２ 件

商標権        ８ 件

    3,078,000,000 円

       ４，５６８ 点

    1,176,341,572 円

 

        818,720.99 ｍ２ 

 

      1,439,088.64 ｍ２ 

 

航空機         ７ 機 

 地上権     611.65 ｍ２ 

 

 著作権       ２５ 件 

 商標権       １２ 件 

     3,078,000,000 円 

        ４，０７９ 点 

     1,184,220,921 円 

 

    5,665.33 ｍ２

   20,992.76 ｍ２

          １ 機

           0 ｍ２

         ７ 件

        △４ 件

           0 円

      ４８９ 点

 △7,879,349 円

 

警視庁で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は、 

・土地の増加は、万世橋分庁舎敷地の財務局への引継ぎにより３３２．１０ｍ２ 

 減少したもの

の、西新井警察署移転先用地の買入れにより４，３７５.０２ｍ２ 

 増加したことによるもの 

・建物の増加は、北沢警察署仮設庁舎の取壊しにより１，９６９．３４ｍ２ 

 減少したものの、

三鷹警察署の改築により９，７０５.００ｍ２ 

 増加したことによるもの 

   ・動産の増加は、ヘリコプター１機を購入したことによるもの 

・著作権の増加は、既存の教養ビデオを登録したことによるもの 

   ・商標権の減少は、旧法（旧商標法）に基づく商標登録の更新期限が切れたことによるもの 

   ・物品の増加は、災害用給水車（４台）を購入したことによるもの 
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   ・債権の減少は、借上げ事務室（延９６３．６５ｍ２ 

 ）の敷金を値下げしたことによるもの 

   である。 
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労働委員会事務局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

  １  審査の対象 

  （１）一般会計 

（２）財  産 

 

  ２  実地審査場所 

      労働委員会事務局 

 

  ３  審査の方法 

      知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、労働委員会事務局執行分を審査した。 

   審査に当たっては、 

（１）決算計数は、正確であるか 

（２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

（３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

 １ 決算計数について 

      審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

  書及び財産に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

 

第３  決 算 の 概 要 

  １  歳入歳出決算の状況 

  （１）一般会計 

    ア 歳 入                              （単位：千円、％ ） 

科   目（款）  予  算  現  額  収  入  済  額 比較増（△）減額 収 入 率

使 用 料 及 手 数 料           2         0  △          2       0  

       

    歳入は、第７款使用料及手数料であり、予算現額２，０００円、収入済額０円、比 較 減 額 

   ２，０００円である。 
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     イ  歳 出                                                         （単位：千円、％ ） 

 科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

産 業 労 働 費      709,000       670,027            0 38,972      94.5 

 

        歳出は、第８款産業労働費で１項２目に区分し執行しており、予算現額７億９００万円、支

出済額６億７，００２万余円、不用額３，８９７万余円、執行率９４．５％である。 

        執行内容は、 

      ・労働委員会の運営に要したもの        

                               （項）労働委員会費  （目）委員会費    ２億３，０４６万余円 

   ・事務局の運営に要したもの    

                               （項）労働委員会費   （目）管理費     ４億３，９５６万余円 

      である。 
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収用委員会事務局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

 １ 審査の対象 

 （１）一般会計 

（２）財  産 

 

 ２ 実地審査場所 

   収用委員会事務局 

 

 ３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、収用委員会事務局執行分を審査した。 

   審査に当たっては、 

  （１）決算計数は、正確であるか 

  （２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

  （３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

 １ 決算計数について 

審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

書及び財産に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

 

第３ 決 算 の 概 要 

 １ 歳入歳出決算の状況 

 （１）一般会計 

   ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率 

使用料及手数料           1,780          15,074           13,294     846.9  

諸  収  入          61,472          43,448  △       18,023       70.7 

計          63,252          58,523  △        4,728       92.5 
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歳入は、第７款使用料及手数料及び第１２款諸収入の２款であり、予算現額６，３２５万余

円、収入済額５，８５２万余円、比較減額４７２万余円、収入率９２．５％である。 

    歳入の主な内容は、 

   ・諸収入のうち、土地収用法に基づく鑑定評価料の諸費弁償金      ４，３４１万余円 

である。 

 

   イ 歳 出                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

諸 支 出 金      491,000      357,901           0      133,098     72.9 

 

歳出は、第１６款諸支出金で１項２目に区分し執行しており、予算現額４億９，１００万円、

支出済額３億５，７９０万余円、不用額１億３，３０９万余円、執行率７２．９％である。 

    執行内容は、 

   ・収用委員会の運営に要したもの  

        （項）収用委員会費  （目）委員会費           ３，８７９万余円 

   ・事務局の運営に要したもの 

        （項）収用委員会費  （目）管理費          ３億１，９１０万余円 

   である。 
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議   会   局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

 １ 審査の対象 

 （１）一般会計 

 （２）財  産 

 

 ２ 実地審査場所 

   議  会  局 

 

 ３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、議会局執行分を審査した。 

   審査に当たっては、 

  （１）決算計数は、正確であるか 

  （２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

  （３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

 １ 決算計数について 

審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書及び実質収支に関する

調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

なお、財産に関する調書の計数については、次のとおり、その一部に誤りが認められた。 

（１） 財産管理 

  ア 物品について 

（ア） 物品１点（陳列ケース）が過大に登載されている。 
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３ 決 算 の 概 要 

 １ 歳入歳出決算の状況 

 （１）一般会計 

   ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率 

使用料及手数料              437              700             263     160.2 

諸  収  入              296              540             244     182.4 

計              733            1,241             508     169.3 

 

歳入は、第７款使用料及手数料及び第１２款諸収入の２款であり、予算現額７３万余円、収

入済額１２４万余円、比較増額５０万余円、収入率１６９．３％である。 

    歳入の主な内容は、 

   ・使用料及手数料のうち、議会中継放送等に係る建物使用料          ６１万余円 

   ・諸収入のうち、雇用保険料納付金ほかの雑入                ５４万余円 

   である。 

 

   イ 歳 出                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

議 会 費     5,922,000     5,369,399             0      552,600      90.7 

 

歳出は、第１款議会費で１項２目に区分し執行しており、予算現額５９億２，２００万円、

支出済額５３億６，９３９万余円、不用額５億５，２６０万余円、執行率９０．７％である。 

    議会費の執行内容は、 

   ・議員の報酬、費用弁償及び議会運営に要したもの 

        （項）都議会費    （目）議会運営費       ３３億１，３０８万余円 

   ・議会事務に従事する職員の給料、諸手当及び広報事務、議事事務、管理事務等に要したもの 

        （項）都議会費    （目）事務局費        ２０億５，６３１万余円 

   である。 

 

 ２ 財産の管理状況 

   ア 財 産 

区   分 平成１７年度末現在高 平成１６年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

    建  物 

２ 物  品 

 

        27,633.12 ｍ２ 

 

             ６３ 点 

 

        27,633.12 ｍ２ 

  

             ６３ 点 

 

             0 ｍ２

 

          ０ 点 
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(別表１) 

                       一  般  会  計  歳 入 歳 出 決 算 

 

歳                        入 

平成 17 年度 

決  算  額 

平成 16 年度 

決  算  額 科    目    （款） 

 構成比  構成比

比     較 

増(△)減額 
伸び率 

   1  都          税 4,599,592 75.0   4,252,873   70.4 346,719        8.2 

   2  地 方 譲 与 税      67,066 1.1      23,667    0.4 43,399      183.4 

   3  助 成 交 付 金          20 0.0          19    0.0 1        5.3 

   4  地方特例交付金 196,576 3.2     143,411    2.4 53,165      37.1 

   5  特 別 交 付 金       4,584 0.1       4,647    0.1 △         62 △     1.3 

   6  分担金及負担金 16,227 0.3      17,174    0.3 △        946 △     5.5 

   7  使用料及手数料 89,512 1.5     100,435    1.7 △     10,923 △    10.9 

   8  国 庫 支 出 金 382,975 6.2     428,869    7.1 △     45,893 △    10.7 

   9  財 産 収 入 30,959 0.5      35,101    0.6 △      4,141 △    11.8 

  10  寄    附    金   7 0.0         132    0.0 △        124  △    93.9 

  11  繰    入    金 16,896 0.3     101,982    1.7 △     85,086 △    83.4 

  12  諸    収    入 424,823 6.9     432,428    7.2 △      7,604 △     1.8 

  13  都          債 269,892 4.4     480,165    7.9 △    210,272 △    43.8 

  14  繰    越    金 36,844 0.6      19,240    0.3 17,604   91.5 

       

       

       

合        計 6,135,980 100   6,040,147 100 95,833        1.6 

  （注） 構成比は四捨五入のため、合計と一致しない場合がある。  
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対 前 年 度 比 較 表 

                                                                      （単位：百万円、％） 

歳            出 

平成 17 年度 

決  算  額 

平成 16 年度 

決  算  額 科    目    （款） 

 構成比  構成比

比      較 

増(△)減額 
伸び率 

   1  議    会    費       5,369 0.1       5,325    0.1 44 0.8

   2  総    務    費     174,256 2.9     272,044    4.5 △   97,788 △   35.9

   3  徴    税    費      72,989 1.2      78,414    1.3 △      5,425 △    6.9

   4  生 活 文 化 費      17,122 0.3      18,678    0.3 △      1,555 △    8.3

   5  都 市 整 備 費     235,573 3.9  239,236 4.0 △    3,662 △   1.5

   6  環  境  費      22,522 0.4      24,208    0.4 △      1,686 △    7.0

   7  福 祉 保 健 費     637,351 10.5 ※  601,612 ※10.0 35,739 5.9

   8  産 業 労 働 費     241,299 4.0     276,945    4.6 △     35,645 △   12.9

   9  土    木    費     418,578 6.9     412,029    6.9 6,548 1.6

  10  港    湾    費      58,446 1.0      58,869    1.0 △        422 △    0.7

  11  教    育    費     754,324 12.5     767,402   12.8 △     13,078 △    1.7

  12  学    務    費     140,484 2.3     142,774    2.4 △      2,290 △    1.6

  13  警    察    費     596,072 9.9     599,176   10.0 △      3,104 △    0.5

  14  消    防    費     229,387 3.8     232,867    3.9 △      3,479 △    1.5

  15  公    債    費     535,254 8.8     553,873    9.2 △     18,619 △    3.4

  16  諸 支 出 金   1,910,764 31.6   1,719,843   28.6 190,929 11.1

  17  予    備    費           0      0           0      0 0 － 

合        計   6,049,797 100   6,003,302 100 46,494 0.8

※平成 16 年度については、福祉費と健康費の合計金額で表示している。 
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  (別表２) 

特別会計歳入歳出決算対前年度比較表 

                                                                      （単位：百万円、％） 

歳                入 歳                出 

会  計  名 平成 1７年度

決 算 額

平成 1６年度 

決  算  額 

比      較

増(△)減額
伸び率

平成 1７年度

決 算 額

平成 1６年度 

決  算  額 

比      較 

増(△)減額 
伸び率

特 別 区 

財 政 調 整 会 計 
860,227 808,091     52,136 6.5 860,227 808,091     52,136 6.5

地 方 消 費 税 

清 算 会 計 
1,104,720 1,185,903 △  81,183 △  6.8 1,007,063 1,088,609 △  81,546 △  7.5

小笠原諸島生活 

再 建 資 金 会 計 
600 550         49 8.9 34 8       25 312.5

母 子 福 祉 貸 付 

資 金 会 計 
5,060 5,544 △     484 △  8.7 4,002 3,933         69     1.8

心身障害者扶養 

年 金 会 計 
4,176 4,060        115 2.8 4,159 4,051        108 2.7

中 小 企 業 設 備 

導入等資金会計 
8,616 9,702 △   1,086 △ 11.2 5,617 6,345 △     728 △ 11.5

農 業 改 良 資 金 

助 成 会 計 
257 239         17 7.1 88 78       10   12.8

林業・木材産業 

改善資金助成会計 
89 75         14 18.7 19 0       19      －

沿 岸 漁 業 改 善 

資 金 助 成 会 計 
69 78 △       9 △ 11.5 44 39          4 10.3

と 場 会 計 5,857 7,048 △   1,190 △ 16.9 5,857 7,048 △   1,190 △ 16.9

都 営 住 宅 等 

事 業 会 計 
150,939 159,706 △   8,766 △  5.5 149,895 158,087 △   8,192 △  5.2

都 営 住 宅 等 

保 証 金 会 計 
5,121 6,085 △     963 △ 15.8 656 4,518 △   3,861 △ 85.5

都 市 開 発 

資 金 会 計 
4,256 5,891 △   1,635 △ 27.8 4,256 5,891 △   1,635 △ 27.8

用 地 会 計 131,516 124,315      7,200     5.8 123,662 120,953      2,709 2.2

公 債 費 会 計 2,395,343 2,352,420   42,922   1.8 2,395,343 2,352,420   42,922   1.8

多 摩 ニ ュ ー 

タウン事業会計 
24,107 19,169      4,937 25.8 9,931 14,409 △   4,478 △ 31.1

市 街 地 再 開 発 

事 業 会 計 
31,828 38,910 △   7,082 △ 18.2 31,828 38,717 △   6,889 △ 17.8

臨 海 都 市 基 盤 

整 備 事 業 会 計 
30,758 13,233   17,525 132.4 18,235 13,032      5,203 39.9

合   計 4,763,548 4,741,028     22,519     0.5 4,620,923 4,626,237 △   5,314 △  0.1
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